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議案第 １号 

 

富谷市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準を定める条例の制

定について 

富谷市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準を定める条例を別紙の

とおり制定する。 

 

 

平成３０年２月２１日提出 

 

富谷市長  若 生  裕 俊 

 

 

提案理由 

 地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するための関係法律の整備等に関す

る法律（平成２６年法律第８３号）第６条の規定による介護保険法（平成９年法律第１

２３号）の一部改正に伴い，指定居宅介護支援等の基準を市町村において定める必要が

あるため制定するもの。 
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   富谷市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準を定める条例 

目次 

 第１章 趣旨及び基本方針（第１条－第４条） 

 第２章 人員に関する基準（第５条・第６条） 

 第３章 運営に関する基準（第７条－第３３条） 

 第４章 基準該当居宅介護支援に関する基準（第３４条） 

 附則 

   第１章 趣旨及び基本方針 

 （趣旨） 

第１条 この条例は，介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」という。）第４７

条第１項第１号，第７９条第２項第１号並びに第８１条第１項及び第２項の規定に基づ

き，指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この条例における用語の意義は，法及び指定居宅介護支援等の事業の人員及び運

営に関する基準（平成１１年厚生省令第３８号）の例による。 

（指定居宅介護支援事業者の指定の申請者） 

第３条 法第７９条第２項第１号（法第７９条の２第４項において準用する場合を含む。）

の条例で定める者は法人である者（富谷市暴力団排除条例（平成２５年富谷町条例第１

３号。以下「暴力団排除条例」という。）第２条第４号ウに該当する者を除く。）とする。 

（基本方針） 

第４条 指定居宅介護支援の事業は，要介護状態となった場合においても，その利用者が

可能な限りその居宅において，その有する能力に応じ自立した日常生活を営むことがで

きるように配慮して行われるものでなければならない。 

２ 指定居宅介護支援の事業は，利用者の心身の状況，その置かれている環境等に応じて，

利用者の選択に基づき，適切な保健医療サービス及び福祉サービスが，多様な事業者か

ら，総合的かつ効率的に提供されるよう配慮して行われるものでなければならない。 

３ 指定居宅介護支援事業者（法第４６条第１項に規定する指定居宅介護支援事業者をい

う。以下同じ。）は，指定居宅介護支援の提供に当たっては，利用者の意思及び人格を尊

重し，常に利用者の立場に立って，利用者に提供される指定居宅サービス等（法第８条

第２４項に規定する指定居宅サービス等をいう。以下同じ。）が特定の種類又は特定の指

定居宅サービス事業者（法第４１条第１項に規定する指定居宅サービス事業者をいう。
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以下同じ。）等に不当に偏することのないよう，公正中立に行われなければならない。 

４ 指定居宅介護支援事業者は，事業の運営に当たっては，市，法第１１５条の４６第１

項に規定する地域包括支援センター，老人福祉法（昭和３８年法律第１３３号）第２０

条の７の２第１項に規定する老人介護支援センター，他の指定居宅介護支援事業者，指

定介護予防支援事業者（法第５８条第１項に規定する指定介護予防支援事業者をいう。

以下同じ。）介護保険施設，障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法

律（平成１７年法律第１２３号）第５１条の１７第１項第１号に規定する指定特定相談

支援事業者等との連携に努めなければならない。 

   第２章 人員に関する基準 

 （従業者の員数） 

第５条 指定居宅介護支援事業者は，当該指定に係る事業所（以下「指定居宅介護支援事

業所」という。）ごとに１以上の員数の指定居宅介護支援の提供に当たる介護支援専門員

であって常勤であるものを置かなければならない。 

２ 前項に規定する員数の基準は，利用者の数が３５又はその端数を増すごとに１とする。 

 （管理者） 

第６条 指定居宅介護支援事業者は，指定居宅介護支援事業所ごとに常勤の管理者を置か

なければならない。 

２ 前項に規定する管理者は，介護保険法施行規則（平成１１年厚生省令第３６号）第１

４０条の６６第１号イ（３）に規定する主任介護支援専門員でなければならない。 

３ 第１項に規定する管理者は，専らその職務に従事する者でなければならない。ただし，

次に掲げる場合は，この限りでない。 

 ⑴ 管理者がその管理する指定居宅介護支援事業所の介護支援専門員の職務に従事する

場合 

 ⑵ 管理者が同一敷地内にある他の事業所の職務に従事する場合（その管理する指定居

宅介護支援事業所の管理に支障がない場合に限る。） 

   第３章 運営に関する基準 

 （内容及び手続の説明及び同意） 

第７条 指定居宅介護支援事業者は，指定居宅介護支援の提供の開始に際し，あらかじめ，

利用申込者又はその家族に対し，第２１条に規定する運営規程の概要その他の利用申込

者のサービスの選択に資すると認められる重要事項を記した文書を交付して説明を行い，

当該提供の開始について利用申込者の同意を得なければならない。 
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２ 指定居宅介護支援事業者は，指定居宅介護支援の提供の開始に際し，あらかじめ，居

宅サービス計画が第４条に規定する基本方針及び利用者の希望に基づき作成されるもの

であり，利用者は複数の指定居宅サービス事業者等を紹介するよう求めることができる

こと等につき説明を行い，理解を得なければならない。 

３ 指定居宅介護支援事業者は，指定居宅介護支援の提供の開始に際し，あらかじめ，利

用者又はその家族に対し，利用者について，病院又は診療所に入院する必要が生じた場

合には，当該利用者に係る介護支援専門員の氏名及び連絡先を当該病院又は診療所に伝

えるよう求めなければならない。 

４ 指定居宅介護支援事業者は，利用申込者又はその家族からの申出があった場合には，

第１項の規定による文書の交付に代えて，第７項で定めるところにより，当該利用申込

者又はその家族の承諾を得て，当該文書に記すべき重要事項を電子情報処理組織を使用

する方法その他の情報通信の技術を利用する方法であって次に掲げるもの（以下この条

において「電磁的方法」という。）により提供することができる。この場合において，

当該指定居宅介護支援事業者は，当該文書を交付したものとみなす。 

 ⑴ 電子情報処理組織を使用する方法のうち次に掲げるもの 

  ア 指定居宅介護支援事業者の使用に係る電子計算機と利用申込者又はその家族の使

用に係る電子計算機とを接続する電気通信回線を通じて送信し，受信者の使用に係

る電子計算機に備えられたファイルに記録する方法 

  イ 指定居宅介護支援事業者の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに記録さ

れた第１項に規定する重要事項を電気通信回線を通じて利用申込者又はその家族の

閲覧に供し，当該利用申込者又はその家族の使用に係る電子計算機に備えられたフ

ァイルに当該重要事項を記録する方法（電磁的方法による提供を受ける旨の承諾又

は受けない旨の申出をする場合にあっては，指定居宅介護支援事業者の使用に係る

電子計算機に備えられたファイルにその旨を記録する方法） 

 ⑵ 磁気ディスク，シー・ディー・ロムその他これらに準ずる方法により一定の事項を

確実に記録しておくことができる物をもって調製するファイルに第１項に規定する重

要事項を記録したものを交付する方法 

５ 前項に掲げる方法は，利用申込者又はその家族がファイルへの記録を出力することに

よる文書を作成することができるものでなければならない。 

６ 第４項第１号の「電子情報処理組織」とは，指定居宅介護支援事業者の使用に係る電

子計算機と，利用申込者又はその家族の使用に係る電子計算機とを電気通信回線で接続
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した電子情報処理組織をいう。 

７ 指定居宅介護支援事業者は，第４項の規定により第１項に規定する重要事項を提供し

ようとするときは，あらかじめ，当該利用申込者又はその家族に対し，その用いる次に

掲げる電磁的方法の種類及び内容を示し，文書又は電磁的方法による承諾を得なければ

ならない。 

 ⑴ 第４項各号に規定する方法のうち指定居宅介護支援事業者が使用するもの 

 ⑵ ファイルへの記録の方式 

８ 前項の規定による承諾を得た指定居宅介護支援事業者は，当該利用申込者又はその家

族から文書又は電磁的方法により電磁的方法による提供を受けない旨の申出があったと

きは，当該利用申込者又はその家族に対し，第１項に規定する重要事項の提供を電磁的

方法によってしてはならない。ただし，当該利用申込者又はその家族が再び前項の規定

による承諾をした場合は，この限りでない。 

 （提供拒否の禁止） 

第８条 指定居宅介護支援事業者は，正当な理由なく指定居宅介護支援の提供を拒んでは

ならない。 

 （サービス提供困難時の対応） 

第９条 指定居宅介護支援事業者は，当該事業所の通常の事業の実施地域（当該指定居宅

介護支援事業所が通常時に指定居宅介護支援を提供する地域をいう。以下同じ。）等を

勘案し，利用申込者に対し自ら適切な指定居宅介護支援を提供することが困難であると

認めた場合は，他の指定居宅介護支援事業者の紹介その他の必要な措置を講じなければ

ならない。 

 （受給資格等の確認） 

第１０条 指定居宅介護支援事業者は，指定居宅介護支援の提供を求められた場合には，

その者の提示する被保険者証によって，被保険者資格，要介護認定の有無及び要介護認

定の有効期間を確かめるものとする。 

 （要介護認定の申請に係る援助） 

第１１条 指定居宅介護支援事業者は，被保険者の要介護認定に係る申請について，利用

申込者の意思を踏まえ，必要な協力を行わなければならない。 

２ 指定居宅介護支援事業者は，指定居宅介護支援の提供の開始に際し，要介護認定を受

けていない利用申込者については，要介護認定の申請が既に行われているかどうかを確

認し，申請が行われていない場合は，当該利用申込者の意思を踏まえて速やかに当該申
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請が行われるよう必要な援助を行わなければならない。 

３ 指定居宅介護支援事業者は，要介護認定の更新の申請が，遅くとも当該利用者が受け

ている要介護認定の有効期間の満了日の３０日前には行われるよう，必要な援助を行わ

なければならない。 

 （身分を証する書類の携行） 

第１２条 指定居宅介護支援事業者は，当該指定居宅介護支援事業所の介護支援専門員に

身分を証する書類を携行させ，初回訪問時及び利用者又はその家族から求められたとき

は，これを提示すべき旨を指導しなければならない。 

 （利用料等の受領） 

第１３条 指定居宅介護支援事業者は，指定居宅介護支援（法第４６条第４項の規定に基

づき居宅介護サービス計画費（法第４６条第２項に規定する居宅介護サービス計画費を

いう。以下同じ。）が当該指定居宅介護支援事業者に支払われる場合に係るものを除く。）

を提供した際にその利用者から支払を受ける利用料（居宅介護サービス計画費の支給の

対象となる費用に係る対価をいう。以下同じ。）と，居宅介護サービス計画費の額との

間に，不合理な差額が生じないようにしなければならない。 

２ 指定居宅介護支援事業者は，前項の利用料のほか，利用者の選定により通常の事業の

実施地域以外の地域の居宅を訪問して指定居宅介護支援を行う場合には，それに要した

交通費の支払を利用者から受けることができる。 

３ 指定居宅介護支援事業者は，前項に規定する費用の額に係るサービスの提供に当たっ

ては，あらかじめ，利用者又はその家族に対し，当該サービスの内容及び費用について

説明を行い，利用者の同意を得なければならない。 

 （保険給付の請求のための証明書の交付） 

第１４条 指定居宅介護支援事業者は，提供した指定居宅介護支援について前条第１項の

利用料の支払を受けた場合は，当該利用料の額等を記載した指定居宅介護支援提供証明

書を利用者に対して交付しなければならない。 

 （指定居宅介護支援の基本取扱方針） 

第１５条 指定居宅介護支援は，要介護状態の軽減又は悪化の防止に資するよう行われる

とともに，医療サービスとの連携に十分配慮して行われなければならない。 

２ 指定居宅介護支援事業者は，自らその提供する指定居宅介護支援の質の評価を行い，

常にその改善を図らなければならない。 

 （指定居宅介護支援の具体的取扱方針） 
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第１６条 指定居宅介護支援の方針は，第４条に規定する基本方針及び前条に規定する基

本取扱方針に基づき，次に掲げるところによるものとする。 

 ⑴ 指定居宅介護支援事業所の管理者は，介護支援専門員に居宅サービス計画の作成に

関する業務を担当させるものとする。 

 ⑵ 指定居宅介護支援の提供に当たっては，懇切丁寧に行うことを旨とし，利用者又は

その家族に対し，サービスの提供方法等について，理解しやすいように説明を行う。 

 ⑶ 介護支援専門員は，居宅サービス計画の作成に当たっては，利用者の自立した日常

生活の支援を効果的に行うため，利用者の心身又は家族の状況等に応じ，継続的かつ

計画的に指定居宅サービス等の利用が行われるようにしなければならない。 

 ⑷ 介護支援専門員は，居宅サービス計画の作成に当たっては，利用者の日常生活全般

を支援する観点から，介護給付等対象サービス（法第２４条第２項に規定する介護給

付等対象サービスをいう。以下同じ。）以外の保健医療サービス又は福祉サービス，

当該地域の住民による自発的な活動によるサービス等の利用も含めて居宅サービス計

画上に位置付けるよう努めなければならない。 

 ⑸ 介護支援専門員は，居宅サービス計画の作成の開始に当たっては，利用者によるサ

ービスの選択に資するよう，当該地域における指定居宅サービス事業者等に関するサ

ービスの内容，利用料等の情報を適正に利用者又はその家族に対して提供するものと

する。 

 ⑹ 介護支援専門員は，居宅サービス計画の作成に当たっては，適切な方法により，利

用者について，その有する能力，既に提供を受けている指定居宅サービス等のその置

かれている環境等の評価を通じて利用者が現に抱える問題点を明らかにし，利用者が

自立した日常生活を営むことができるように支援する上で解決すべき課題を把握しな

ければならない。 

 ⑺ 介護支援専門員は，前号に規定する解決すべき課題の把握（以下「アセスメント」

という。）に当たっては，利用者の居宅を訪問し，利用者及びその家族に面接して行

わなければならない。この場合において，介護支援専門員は，面接の趣旨を利用者及

びその家族に対して十分に説明し，理解を得なければならない。 

 ⑻ 介護支援専門員は，利用者の希望及び利用者についてのアセスメントの結果に基づ

き，利用者の家族の希望及び当該地域における指定居宅サービス等が提供される体制

を勘案して，当該アセスメントにより把握された解決すべき課題に対応するための最

も適切なサービスの組合せについて検討し，利用者及びその家族の生活に対する意向，
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総合的な援助の方針，生活全般の解決すべき課題，提供されるサービスの目標及びそ

の達成時期，サービスの種類，内容及び利用料並びにサービスを提供する上での留意

事項等を記載した居宅サービス計画の原案を作成しなければならない。 

 ⑼ 介護支援専門員は，サービス担当者会議（介護支援専門員が居宅サービス計画の作

成のために，利用者及びその家族の参加を基本としつつ，居宅サービス計画の原案に

位置付けた指定居宅サービス等の担当者（以下この条において「担当者」という。）

を召集して行う会議をいう。以下同じ。）の開催により，利用者の状況等に関する情

報を担当者と共有するとともに，当該居宅サービス計画の原案の内容について，担当

者から，専門的な見地からの意見を求めるものとする。ただし，利用者（末期の悪性

腫瘍の患者に限る。）の心身の状況等により，主治の医師又は歯科医師（以下この条

において「主治の医師等」という。）の意見を勘案して必要と認める場合その他のや

むを得ない理由がある場合については，担当者に対する照会等により意見を求めるこ

とができるものとする。 

 ⑽ 介護支援専門員は，居宅サービス計画の原案に位置付けた指定居宅サービス等につ

いて，保険給付の対象となるかどうかを区分した上で，当該居宅サービス計画の原案

の内容について利用者又はその家族に対して説明し，文書により利用者の同意を得な

ければならない。 

 ⑾ 介護支援専門員は，居宅サービス計画を作成した際には，当該居宅サービス計画を

利用者及び担当者に交付しなければならない。 

 ⑿ 介護支援専門員は，居宅サービス計画に位置付けた指定居宅サービス事業者等に対

して，訪問介護計画（指定居宅サービス等の事業の人員，設備及び運営に関する基準

（平成１１年厚生省令第３７号。以下「指定居宅サービス等基準」という。）第２４

条第１項に規定する訪問介護計画をいう。）等指定居宅サービス等基準において位置

付けられている計画の提出を求めるものとする。 

 ⒀ 介護支援専門員は，居宅サービス計画の作成後，居宅サービス計画の実施状況の把

握（利用者についての継続的なアセスメントを含む。）を行い，必要に応じて居宅サ

ービス計画の変更，指定居宅サービス事業者等との連絡調整その他の便宜の提供を行

うものとする。 

 ⒁ 介護支援専門員は，指定居宅サービス事業者等から利用者に係る情報の提供を受け

たときその他必要と認めるときは，利用者の服薬状況，口腔
くう

機能その他の利用者の心

身又は生活の状況に係る情報のうち必要と認めるものを，利用者の同意を得て主治の
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医師若しくは歯科医師又は薬剤師に提供するものとする。 

 ⒂ 介護支援専門員は，第１３号に規定する実施状況の把握（以下「モニタリング」と

いう。）に当たっては，利用者及びその家族，指定居宅サービス事業者等との連絡を

継続的に行うこととし，特段の事情のない限り，次に定めるところにより行わなけれ

ばならない。 

  ア 少なくとも１月に１回，利用者の居宅を訪問し，利用者に面接すること。 

  イ 少なくとも１月に１回，モニタリングの結果を記録すること。 

 ⒃ 介護支援専門員は，次に掲げる場合においては，サービス担当者会議の開催により，

居宅サービス計画の変更の必要性について，担当者から，専門的な見地からの意見を

求めるものとする。ただし，やむを得ない理由がある場合については，担当者に対す

る照会等により意見を求めることができるものとする。 

  ア 要介護認定を受けている利用者が法第２８条第２項に規定する要介護更新認定を

受けた場合 

  イ 要介護認定を受けている利用者が法第２９条第１項に規定する要介護状態区分の

変更の認定を受けた場合 

 ⒄ 第３号から第１２号までの規定は，第１３号に規定する居宅サービス計画の変更に

ついて準用する。 

 ⒅ 介護支援専門員は，適切な保健医療サービス及び福祉サービスが総合的かつ効率的

に提供された場合においても，利用者がその居宅において日常生活を営むことが困難

となったと認める場合又は利用者が介護保険施設への入院又は入所を希望する場合に

は，介護保険施設への紹介その他の便宜の提供を行うものとする。 

 ⒆ 介護支援専門員は，介護保険施設等から退院又は退所をしようとする要介護者から

依頼があった場合には，居宅における生活へ円滑に移行できるよう，あらかじめ，居

宅サービス計画の作成等の援助を行うものとする。 

 ⒇ 介護支援専門員は，居宅サービス計画に厚生労働大臣が定める回数以上の訪問介護

（厚生労働大臣が定めるものに限る。以下この号において同じ。）を位置付ける場合

にあっては，その利用の妥当性を検討し，当該居宅サービス計画に訪問介護が必要な

理由を記載するとともに，当該居宅サービス計画を市に届け出なければならない。 

 (21) 介護支援専門員は，利用者が訪問看護，通所リハビリテーション等の医療サービ

スの利用を希望している場合その他必要な場合には，利用者の同意を得て主治の医師

等の意見を求めなければならない。 
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 (22) 前号の場合において，介護支援専門員は，居宅サービス計画を作成した際には，

当該居宅サービス計画を主治の医師等に交付しなければならない。 

 (23) 介護支援専門員は，居宅サービス計画に訪問看護，通所リハビリテーション等の

医療サービスを位置付ける場合にあっては，当該医療サービスに係る主治の医師等の

指示がある場合に限りこれを行うものとし，医療サービス以外の指定居宅サービス等

を位置付ける場合にあっては，当該指定居宅サービス等に係る主治の医師等の医学的

観点からの留意事項が示されているときは，当該留意点を尊重してこれを行うものと

する。 

 (24) 介護支援専門員は，居宅サービス計画に短期入所生活介護又は短期入所療養介護

を位置付ける場合にあっては，利用者の居宅における自立した日常生活の維持に十分

に留意するものとし，利用者の心身の状況等を勘案して特に必要と認められる場合を

除き，短期入所生活介護及び短期入所療養介護を利用する日数が要介護認定の有効期

間のおおむね半数を超えないようにしなければならない。 

 (25) 介護支援専門員は，居宅サービス計画に福祉用具貸与を位置付ける場合にあって

は，その利用の妥当性を検討し，当該計画に福祉用具貸与が必要な理由を記載すると

ともに，必要に応じて随時サービス担当者会議を開催し，継続して福祉用具貸与を受

ける必要性について検証をした上で，継続して福祉用具貸与を受ける必要がある場合

にはその理由を居宅サービス計画に記載しなければならない。 

 (26) 介護支援専門員は，居宅サービス計画に特定福祉用具販売を位置付ける場合にあ

っては，その利用の妥当性を検討し，当該計画に特定福祉用具販売が必要な理由を記

載しなければならない。 

 (27) 介護支援専門員は，利用者が提示する被保険者証に，法第７３条第２項に規定す

る認定審査会意見又は法第３７条第１項の規定による指定に係る居宅サービス若しく

は地域密着型サービスの種類についての記載がある場合には，利用者にその趣旨（同

項の規定による指定に係る居宅サービス若しくは地域密着型サービスの種類について

は，その変更の申請ができることを含む。）を説明し，理解を得た上で，その内容に

沿って居宅サービス計画を作成しなければならない。 

 (28) 介護支援専門員は，要介護認定を受けている利用者が要支援認定を受けた場合に

は，指定介護予防支援事業者と当該利用者に係る必要な情報を提供する等の連携を図

るものとする。 

 (29) 指定居宅介護支援事業者は，法第１１５条の２３第３項の規定に基づき，指定介
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護予防支援事業者から指定介護予防支援の業務の委託を受けるに当たっては，その業

務量等を勘案し，当該指定居宅介護支援事業者が行う指定居宅介護支援の業務が適正

に実施できるよう配慮しなければならない。 

 (30) 指定居宅介護支援事業者は，法第１１５条の４８第４項の規定に基づき，同条第

１項に規定する会議から，同条第２項の検討を行うための資料又は情報の提供，意見

の開陳その他必要な協力の求めがあった場合には，これに協力するよう努めなければ

ならない。 

 （法定代理受領サービスに係る報告） 

第１７条 指定居宅介護支援事業者は，毎月，市（法第４１条第１０項の規定により同条

第９項の規定による審査及び支払に関する事務を国民健康保険団体連合会（国民健康保

険法（昭和３３年法律第１９２号）第４５条第５項に規定する国民健康保険団体連合会

をいう。以下同じ。）に委託している場合にあっては，当該国民健康保険団体連合会）

に対し，居宅サービス計画において位置付けられている指定居宅サービス等のうち法定

代理受領サービス（法第４１条第６項の規定により居宅介護サービス費が利用者に代わ

り当該指定居宅サービス事業者に支払われる場合の当該居宅介護サービス費に係る指定

居宅サービスをいう。）として位置付けたものに関する情報を記載した文書を提出しな

ければならない。 

２ 指定居宅介護支援事業者は，居宅サービス計画に位置付けられている基準該当居宅サ

ービスに係る特例居宅介護サービス費の支給に係る事務に必要な情報を記載した文書を，

市（当該事務を国民健康保険団体連合会に委託している場合にあっては，当該国民健康

保険団体連合会）に対して提出しなければならない。 

 （利用者に対する居宅サービス計画等の書類の交付） 

第１８条 指定居宅介護支援事業者は，利用者が他の居宅介護支援事業者の利用を希望す

る場合，要介護認定を受けている利用者が要支援認定を受けた場合その他利用者からの

申出があった場合には，当該利用者に対し，直近の居宅サービス計画及びその実施状況

に関する書類を交付しなければならない。 

 （利用者に関する市への通知） 

第１９条 指定居宅介護支援事業者は，指定居宅介護支援を受けている利用者が次のいず

れかに該当する場合は，遅滞なく，意見を付してその旨を市に通知しなければならない。 

 ⑴ 正当な理由なしに介護給付等対象サービスの利用に関する指示に従わないこと等に

より，要介護状態の程度を増進させたと認められるとき。 
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 ⑵ 偽りその他不正の行為によって保険給付の支給を受け，又は受けようとしたとき。 

 （管理者の責務） 

第２０条 指定居宅介護支援事業所の管理者は，当該指定居宅介護支援事業所の介護支援

専門員その他の従業者の管理，指定居宅介護支援の利用の申込みに係る調整，業務の実

施状況の把握その他の管理を一元的に行わなければならない。 

２ 指定居宅介護支援事業所の管理者は，当該指定居宅介護支援事業所の介護支援専門員

その他の従業者にこの章の規定を遵守させるため必要な指揮命令を行うものとする。 

 （運営規程） 

第２１条 指定居宅介護支援事業者は，指定居宅介護支援事業所ごとに，次に掲げる事業

の運営についての重要事項に関する規程（以下「運営規程」という。）として次に掲げ

る事項を定めるものとする。 

 ⑴ 事業の目的及び運営の方針 

 ⑵ 職員の職種，員数及び職務内容 

 ⑶ 営業日及び営業時間 

 ⑷ 指定居宅介護支援の提供方法，内容及び利用料その他の費用の額 

 ⑸ 通常の事業の実施地域 

 ⑹ その他運営に関する重要事項 

 （勤務体制の確保） 

第２２条 指定居宅介護支援事業者は，利用者に対し適切な指定居宅介護支援を提供でき

るよう，指定居宅介護支援事業所ごとに介護支援専門員その他の従業者の勤務の体制を

定めておかなければならない。 

２ 指定居宅介護支援事業者は，指定居宅介護支援事業所ごとに，当該指定居宅介護支援

事業所の介護支援専門員に指定居宅介護支援の業務を担当させなければならない。ただ

し，介護支援専門員の補助の業務についてはこの限りでない。 

３ 指定居宅介護支援事業者は，介護支援専門員の資質の向上のために，その研修の機会

を確保しなければならない。 

 （設備及び備品等） 

第２３条 指定居宅介護支援事業者は，事業を行うために必要な広さの区画を有するとと

もに，指定居宅介護支援の提供に必要な設備及び備品等を備えなければならない。 

 （従業者の健康管理） 

第２４条 指定居宅介護支援事業者は，介護支援専門員の清潔の保持及び健康状態につい
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て，必要な管理を行わなければならない。 

 （掲示） 

第２５条 指定居宅介護支援事業者は，指定居宅介護支援事業所の見やすい場所に，運営

規程の概要，介護支援専門員の勤務の体制その他の利用申込者のサービスの選択に資す

ると認められる重要事項を掲示しなければならない。 

 （秘密保持） 

第２６条 指定居宅介護支援事業所の介護支援専門員その他の従業者は，正当な理由がな

く，その業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を漏らしてはならない。 

２ 指定居宅介護支援事業者は，介護支援専門員その他の従業者であった者が，正当な理

由がなく，その業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を漏らすことのないよう，必

要な措置を講じなければならない。 

３ 指定居宅介護支援事業者は，サービス担当者会議等において，利用者の個人情報を用

いる場合は利用者の同意を，利用者の家族の個人情報を用いる場合は当該家族の同意を，

あらかじめ文書により得ておかなければならない。 

 （広告） 

第２７条 指定居宅介護支援事業者は，指定居宅介護支援事業所について広告をする場合

においては，その内容が虚偽又は誇大なものであってはならない。 

 （居宅サービス事業者等からの利益収受の禁止等） 

第２８条 指定居宅介護支援事業者及び指定居宅介護支援事業所の管理者は，居宅サービ

ス計画の作成又は変更に関し，当該指定居宅介護支援事業所の介護支援専門員に対して

特定の居宅サービス事業者等によるサービスを位置付けるべき旨の指示等を行ってはな

らない。 

２ 指定居宅介護支援事業所の介護支援専門員は，居宅サービス計画の作成又は変更に関

し，利用者に対して特定の居宅サービス事業者等によるサービスを利用すべき旨の指示

等を行ってはならない。 

３ 指定居宅介護支援事業者及びその従業者は，居宅サービス計画の作成又は変更に関し，

利用者に対して特定の居宅サービス事業者等によるサービスを利用させることの対償と

して，当該居宅サービス事業者等から金品その他の財産上の利益を収受してはならない。 

 （苦情処理） 

第２９条 指定居宅介護支援事業者は，自ら提供した指定居宅介護支援又は自らが居宅サ

ービス計画に位置付けた指定居宅サービス等（第６項において「指定居宅介護支援等」
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という。）に対する利用者及びその家族からの苦情に迅速かつ適切に対応しなければな

らない。 

２ 指定居宅介護支援事業者は，前項の苦情を受け付けた場合は，当該苦情の内容等を記

録しなければならない。 

３ 指定居宅介護支援事業者は，自ら提供した指定居宅介護支援に関し，法第２３条の規

定により市が行う文書その他の物件の提出若しくは提示の求め又は当該市の職員からの

質問若しくは照会に応じ，及び利用者からの苦情に関して市が行う調査に協力するとと

もに，市から指導又は助言を受けた場合においては，当該指導又は助言に従って必要な

改善を行わなければならない。 

４ 指定居宅介護支援事業者は，市からの求めがあった場合には，前項の改善の内容を市

に報告しなければならない。 

５ 指定居宅介護支援事業者は，自らが居宅サービス計画に位置付けた法第４１条第１項

に規定する指定居宅サービス又は法第４２条の２第１項に規定する指定地域密着型サー

ビスに対する苦情の国民健康保険団体連合会への申立てに関して，利用者に対し必要な

援助を行わなければならない。 

６ 指定居宅介護支援事業者は，指定居宅介護支援等に対する利用者からの苦情に関して

国民健康保険団体連合会が行う法第１７６条第１項第３号の調査に協力するとともに，

自ら提供した指定居宅介護支援に関して国民健康保険団体連合会から同号の指導又は助

言を受けた場合においては，当該指導又は助言に従って必要な改善を行わなければなら

ない。 

７ 指定居宅介護支援事業者は，国民健康保険団体連合会からの求めがあった場合には，

前項の改善の内容を国民健康保険団体連合会に報告しなければならない。 

 （事故発生時の対応） 

第３０条 指定居宅介護支援事業者は，利用者に対する指定居宅介護支援の提供により事

故が発生した場合には速やかに市，利用者の家族等に連絡を行うとともに，必要な措置

を講じなければならない。 

２ 指定居宅介護支援事業者は，前項の事故の状況及び事故に際して採った処置について

記録しなければならない。 

３ 指定居宅介護支援事業者は，利用者に対する指定居宅介護支援の提供により賠償すべ

き事故が発生した場合には，損害賠償を速やかに行わなければならない。 

 （会計の区分） 
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第３１条 指定居宅介護支援事業者は，事業所ごとに経理を区分するとともに，指定居宅

介護支援の事業の会計とその他の事業の会計とを区分しなければならない。 

 （記録の整備） 

第３２条 指定居宅介護支援事業者は，従業者，設備，備品及び会計に関する諸記録を整

備し，次の各号に掲げる記録については，その完結の日から５年間保存しなければなら

ない。 

 ⑴ 第１６条第１３号に規定する指定居宅サービス事業者等との連絡調整に関する記録 

 ⑵ 個々の利用者ごとに次に掲げる事項を記載した居宅介護支援台帳 

  ア 居宅サービス計画 

  イ 第１６条第７号に規定するアセスメントの結果の記録 

  ウ 第１６条第９号に規定するサービス担当者会議等の記録 

  エ 第１６条第１５号に規定するモニタリングの結果の記録 

 ⑶ 第１９条に規定する市への通知に係る記録 

 ⑷ 第２９条第２項に規定する苦情の内容等の記録 

 ⑸ 第３０条第２項に規定する事故の状況及び事故に際して採った処置についての記録 

 （暴力団員等の排除） 

第３３条 指定居宅介護支援事業所の管理者その他これに準ずる者（いかなる名称を有す

る者であるかを問わず，当該指定居宅介護支援事業所の業務に関し一切の裁判外の行為

をする権限を有し，又は当該業務を総括する者の権限を代行することができる地位にあ

る者をいう。）は，暴力団排除条例第２条第３号に掲げる暴力団員であってはならない。 

２ 指定居宅介護支援事業所は，暴力団排除条例第２条第４号ア又はイに掲げる者がその

事業活動に支配的な影響力を有するものであってはならない。 

   第４章 基準該当居宅介護支援に関する基準 

 （準用） 

第３４条 第４条から第３３条（第２９条第６項及び第７項を除く。）までの規定は，基

準該当居宅介護支援の事業について準用する。この場合において，第７条第１項中「第

２１条」とあるのは「第３４条において準用する第２１条」と，第１３条第１項中「指

定居宅介護支援（法第４６条第４項の規定に基づき居宅介護サービス計画費（法第４６

条第２項に規定する居宅介護サービス計画費をいう。以下同じ。）が当該指定居宅介護

支援事業者に支払われる場合に係るものを除く。）」とあるのは「基準該当居宅介護支

援」と，「居宅介護サービス計画費の額」とあるのは「法第４７条第３項に規定する特
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例居宅介護サービス計画費の額」と読み替えるものとする。 

 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は，平成３０年４月１日から施行する。ただし，第１６条第２０号の規定は，

同年１０月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 平成３３年３月３１日までの間は，第６条第２項の規定にかかわらず，介護支援専門

員（介護保険法施行規則（平成１１年厚生省令第３６号）第１４０条の６６第１号イ（３）

に規定する主任介護支援専門員を除く。）を第６条第１項に規定する管理者とすることが

できる。 
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議案第 ２号 

 

富谷市まちづくり産業交流プラザ条例の制定について 

富谷市まちづくり産業交流プラザ条例を別紙のとおり制定する。 

 

 

平成３０年２月２１日提出 

 

富谷市長  若 生  裕 俊 

 

 

提案理由 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第１項の規定に基づき，富谷

市まちづくり産業交流プラザの設置及び管理に関し必要な事項を定める条例を制定する

もの。 
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富谷市まちづくり産業交流プラザ条例 

（趣旨） 

第１条 この条例は，地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第１項の規

定に基づき，富谷市まちづくり産業交流プラザの設置及び管理に関し，必要な事項を定

めるものとする。 

（設置） 

第２条 富谷しんまちエリアの賑わいの創出，起業家支援及び産業創造拠点として，富谷

市まちづくり産業交流プラザ（以下「プラザ」という。）を設置する。 

２ プラザの名称及び位置は，次のとおりとする。 

名称 位置 

富谷市まちづくり産業交流プラザ 富谷市富谷新町９５番地 

（使用許可） 

第３条 プラザを使用しようとする者（以下「使用者」という。）は，市長の許可を受けな

ければならない。 

２ 市長は，プラザの使用が次の各号のいずれかに該当するときは，その使用を許可して

はならない。 

 ⑴ 公の秩序又は善良の風俗に反するおそれがあると認めるとき。 

 ⑵ 施設又は設備をき損するおそれがあると認めるとき。 

 ⑶ その他プラザ設置の目的に反するおそれがあると認めるとき。 

（使用許可の取消し） 

第４条 市長は，使用者がこの条例又はこの条例の規定に基づく規則の規定に違反した場

合は，使用の許可を取り消し，又は使用を停止することができる。 

２ 前項の規定によって使用の許可を取り消し，又は使用停止された者が損害を受けるこ

とがあっても，市は，賠償の責めを負わないものとする。 

 （使用料） 

第５条 プラザを使用する者からは，別表に掲げる使用料を徴収する。 

２ 使用料は，市長の発行する納入通知書により納入しなければならない。 

３ 既に徴収した使用料は，返還しない。ただし，市の責めによりプラザを使用すること

ができなくなった場合その他正当な理由がある場合は，この限りでない。 

 （使用料の減免） 

第６条 市長は，公益上その他特に必要があると認める場合は，使用料を減免することが
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できる。 

 （指定管理者による管理） 

第７条 市長は，プラザの管理を，指定管理者（地方自治法第２４４条の２第３項に規定

する指定管理者をいう。以下同じ。）に行わせることができる。 

２ 指定管理者は，法令，この条例，この条例に基づく規則その他市長の定めるところに

従い，プラザの管理を行わなければならない。 

３ 第１項の規定により指定管理者に管理を行わせることができる業務は，次のとおりと

する。 

 ⑴ プラザの施設及び設備の維持管理及び修繕に関する業務 

 ⑵ 第２条第１項に掲げる設置目的を達成するために必要な業務 

 ⑶ 前２号に掲げるもののほか，市長が必要と認める業務 

４ 第１項の規定により指定管理者に管理を行わせる場合にあっては，第３条中「市長」

とあるのは「指定管理者」と，第４条中「市長」及び「市」とあるのは「指定管理者」

と，第５条中「使用料」とあるのは「利用料金」と，「市長」及び「市」とあるのは「指

定管理者」と，第６条中「市長」とあるのは「指定管理者」と，「使用料」とあるのは「利

用料金」と，別表中「使用料」とあるのは「利用料金」と読み替えるものとする。 

 （利用料金） 

第８条 前条の規定により指定管理者に管理を行わせる場合の利用料金は，別表に定める

額を超えない範囲内において指定管理者があらかじめ市長の承認を得て定めるものとす

る。これを変更するときも，同様とする。 

２ 利用料金は，指定管理者の収入とする。 

３ 指定管理者は，前条の規定により読み替えて適用する第６条の規定により利用料金を

減免するときは，あらかじめ市長の承認を得なければならない。 

 （委任） 

第９条 この条例に定めるもののほか，この条例の施行に関し必要な事項は，規則で定め

る。 

 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は，平成３０年７月１日から施行する。 

 （経過措置） 
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２ 第３条の規定による使用許可の手続及びこれらに関し必要な行為は，この条例の施行

前において行うことができる。 

 

別表（第５条関係） 

１ 基本使用料 

使用区分 単位 金額 

シェアオフィス固定席（１席） １月当たり ３０，０００円 

シェアオフィス自由席（１席） 

１月当たり １０，０００円 

１日当たり １，０００円 

４時間当たり ５００円 

プロジェクトルーム（１室） 
１月当たり ７０，０００円 

１時間当たり ５００円 

多目的スペース １時間当たり ５，０００円 

会議室（１室） １時間当たり ５００円 

ロッカー（１基） １月当たり ５００円 

 ２ 使用料が月額で定められているシェアオフィス固定席，プロジェクトルーム及びロ

ッカーの使用期間が１月未満であるとき，又は使用期間に１月未満の端数があるとき

の使用料の額は，当該１月未満の期間については日割りにより計算する。この場合に

おいて，１日当たりの額は，当該使用料月額に３０分の１を乗じて得た額（１０円未

満の端数があるときは，これを切り捨てる。）とする。 

 ３ 使用時間がこの表に定める使用時間に満たない場合においても，時間割計算は行わ

ない。 
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議案第 ３号 

 

   特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例等の一部改正につ

いて 

特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例（昭和４８年富谷町条

例第３４号）等の一部を別紙のとおり改正する。 

 

 

  平成３０年２月２１日提出 

 

富谷市長  若 生  裕 俊 

 

 

提案理由 

 市制施行後の行政需要等を勘案し，非常勤特別職の報酬の額について改定するもの。 
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特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例等の一部を改正する条例 

（特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正） 

第１条 特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例（昭和４８年富谷町条

例第３４号）の一部を次のように改正する。 

改 正 後 現 行 

第１条～第６条 略 

別表（第２条，第３条の２関係） 

非常勤特別職報酬 

（単位：円） 

職名 報酬の額 

教育委員会 委員 月額 20,000 

選挙管理委

員会 

委員長 日額 7,200 

委員 7,000 

監査委員 識見を

有する

者 

月額 100,000 

議会選

出の者 

50,000 

固定資産評

価審査委員

会 

委員長 日額 7,200 

委員 7,000 

農業委員会 略 略 略 

農業振興地

域整備促進

協議会 

略 略 略 

農政協力員 年額 26,000 

文化財保護

審議会 

略 略 略 

食育推進会

議 

略 略 略 

健康推進員 年額 24,000 

スポーツ推

進審議会 

略 略 略 

開票立会人 略 

行政区長 年額 平均割 200,000 

世帯数割一世帯に

つき 650 

公民館 略 略 略 

略 略 略 略 

 

第１条～第６条 略 

別表（第２条，第３条の２関係） 

非常勤特別職報酬 

（単位：円） 

職名 報酬の額 

教育委員会 委員 年額 146,000 

選挙管理委

員会 

委員長 日額 6,000 

委員 5,800 

監査委員 識見を

有する

者 

日額 8,500 

議会選

出の者 

7,800 

固定資産評

価審査委員

会 

委員長 日額 6,000 

委員 5,800 

農業委員会 略 略 略 

農業振興地

域整備促進

協議会 

略 略 略 

農政協力員 年額 25,000 

文化財保護

審議会 

略 略 略 

食育推進会

議 

略 略 略 

健康推進員 年額 23,000 

スポーツ推

進審議会 

略 略 略 

開票立会人 略 

行政区長 年額 平均割 185,000 

世帯数割一世帯に

つき 650 

公民館 略 略 略 

略 略 略 略 

 

備考 改正箇所は下線が引かれた部分である。 
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（富谷市非常勤消防団員の定員，任免，給与，服務等に関する条例の一部改正） 

第２条 富谷市非常勤消防団員の定員，任免，給与，服務等に関する条例（昭和４０年富谷町 

条例第９号）の一部を次のように改正する。 

改 正 後 現 行 

第１条～第１１条 略 

 （報酬） 

第１２条 団員には，次の各号に定めるところに

よる報酬を支給する。 

 ⑴ 団長 年額 １４０，０００円 

 ⑵ 副団長 年額 １０８，０００円 

 ⑶ 分団長 年額 ７７，０００円 

 ⑷ 副分団長 年額 ７０，０００円 

 ⑸ 班長 年額 ６５，０００円 

 ⑹ 団員 年額 ３６，０００円 

 ⑺ 機関要員 年額 ２４，０００円 

第１３条 略 

第１条～第１１条 略 

 （報酬） 

第１２条 団員には，次の各号に定めるところに

よる報酬を支給する。 

 ⑴ 団長 年額 １３４，０００円 

 ⑵ 副団長 年額 １０４，０００円 

 ⑶ 分団長 年額 ７４，０００円 

 ⑷ 副分団長 年額 ６７，０００円 

 ⑸ 班長 年額 ６３，０００円 

 ⑹ 団員 年額 ３５，０００円 

 ⑺ 機関要員 年額 ２３，０００円 

第１３条 略 

 備考 改正箇所は下線が引かれた部分である。 

（富谷市交通安全指導員条例の一部改正） 

第３条 富谷市交通安全指導員条例（昭和４１年富谷町条例第１０号）の一部を次のように改

正する。 

改 正 後 現 行 

第１条～第３条 略 

 （報酬） 

第４条 指導員には，次に掲げる報酬を支給する。 

 ⑴ 略 

 ⑵ 年報酬 

  ア 隊長 ７５，０００円 

  イ 副隊長 ６１，０００円 

  ウ 班長 ４９，０００円 

  エ 隊員 ４５，０００円 

第１条～第３条 略 

 （報酬） 

第４条 指導員には，次に掲げる報酬を支給する。 

 ⑴ 略 

 ⑵ 年報酬 

  ア 隊長 ７２，０００円 

  イ 副隊長 ５９，０００円 

  ウ 班長 ４７，０００円 

  エ 隊員 ４３，０００円 
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改 正 後 現 行 

第５条～第８条 略 第５条～第８条 略 

 備考 改正箇所は下線が引かれた部分である。 

 

   附 則 

 この条例は，平成３０年４月１日から施行する。 
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議案第 ４号 

 

   公益的法人等への職員の派遣等に関する条例の一部改正について 

 公益的法人等への職員の派遣等に関する条例（平成１４年富谷町条例第２号）の一部

を別紙のとおり改正する。 

 

 

平成３０年２月２１日提出 

 

富谷市長  若 生  裕 俊 

 

 

提案理由 

 職員を派遣することができる団体に公益社団法人富谷市シルバー人材センターを追加

するため，所要の改正を行うもの。 



 

   公益的法人等への職員の派遣等に関する条例の一部を改正する条例 

 公益的法人等への職員の派遣等に関する条例（平成１４年富谷町条例第２号）の一部を

次のように改正する。 
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改 正 後 現 行 

第１条 略 

 （職員の派遣） 

第２条 任命権者は，次に掲げる団体社会福祉法

人富谷市との間の取決めに基づき，当該団体の

業務にその役職員として専ら従事させるため，

職員（次項に定める職員を除く。）を派遣する

ことができる。 

 ⑴ 社会福祉法人富谷市社会福祉協議会 

 ⑵ 公益社団法人富谷市シルバー人材センター 

２・３ 略 

第３条～第８条 略 

第１条 略 

 （職員の派遣） 

第２条 任命権者は，社会福祉法人富谷市社会福

祉協議会との間の取決めに基づき，当該団体の

業務にその役職員として専ら従事させるため，

職員（次項に定める職員を除く。）を派遣する

ことができる。 

 

 

２・３ 略 

第３条～第８条 略 

 備考 改正箇所は下線が引かれた部分である。 

 

   附 則 

 この条例は，公布の日から施行する。 
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議案第 ５号 

 

   富谷市国民健康保険税条例の一部改正について 

富谷市国民健康保険税条例（昭和４４年富谷町条例第１０号）の一部を別紙のとおり改

正する。 

 

 

  平成３０年２月２１日提出 

 

富谷市長  若 生  裕 俊 

 

 

提案理由 

 平成３０年４月１日からの国民健康保険都道府県単位化に合わせ，宮城県が定める国民健

康保険事業費納付金の算定方式と当市の国民健康保険税の算定方式を統一し，併せて税率を

改正するもの。 



 

   富谷市国民健康保険税条例の一部を改正する条例 

富谷市国民健康保険税条例（昭和４４年富谷町条例第１０号）の一部を次のように改正

する。 
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改 正 後 現 行 

第１条 略 

 （課税額） 

第２条 略 

２ 前項の基礎課税額は，世帯主（前条第２項の

世帯主を除く。）及びその世帯に属する国民健

康保険の被保険者につき算定した所得割額 

     並びに被保険者均等割額及び世帯

別平等割額の合算額とする。ただし，当該合算

額が５４万円を超える場合においては，基礎課

税額は，５４万円とする。 

３ 第１項の後期高齢者支援金等課税額は，世帯

主（前条第２項の世帯主を除く。）及びその世帯

に属する被保険者につき算定した所得割額 

     並びに被保険者均等割額及び世帯

別平等割額の合算額とする。ただし，当該合算

額が１９万円を超える場合においては，後期高

齢者支援金等課税額は，１９万円とする。 

４ 第１項の介護納付金課税額は，介護納付金課

税被保険者（国民健康保険の被保険者のうち介

護保険法第９条第２号に規定する被保険者で

あるものをいう。以下同じ。）である世帯主（前

条第２項の世帯主を除く。）及びその世帯に属

する介護納付金課税被保険者につき算定した

所得割額      並びに被保険者均等割

額及び世帯別平等割額の合算額とする。ただ

し，当該合算額が１６万円を超える場合におい

ては，介護納付金課税額は，１６万円とする。 

第１条 略 

 （課税額） 

第２条 略 

２ 前項の基礎課税額は，世帯主（前条第２項の

世帯主を除く。）及びその世帯に属する国民健

康保険の被保険者につき算定した所得割額及

び資産割額並びに被保険者均等割額及び世帯

別平等割額の合算額とする。ただし，当該合算

額が５４万円を超える場合においては，基礎課

税額は，５４万円とする。 

３ 第１項の後期高齢者支援金等課税額は，世帯

主（前条第２項の世帯主を除く。）及びその世帯

に属する被保険者につき算定した所得割額及

び資産割額並びに被保険者均等割額及び世帯

別平等割額の合算額とする。ただし，当該合算

額が１９万円を超える場合においては，後期高

齢者支援金等課税額は，１９万円とする。 

４ 第１項の介護納付金課税額は，介護納付金課

税被保険者（国民健康保険の被保険者のうち介

護保険法第９条第２号に規定する被保険者で

あるものをいう。以下同じ。）である世帯主（前

条第２項の世帯主を除く。）及びその世帯に属

する介護納付金課税被保険者につき算定した

所得割額及び資産割額並びに被保険者均等割

額及び世帯別平等割額の合算額とする。ただ

し，当該合算額が１６万円を超える場合におい

ては，介護納付金課税額は，１６万円とする。 
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改 正 後 現 行 

（国民健康保険の被保険者に係る所得割額） 

第３条 前条第２項の所得割額は，賦課期日の属

する年の前年の所得に係る地方税法（昭和２５

年法律第２２６号。以下「法」という。）第３１

４条の２第１項に規定する総所得金額及び山

林所得金額の合計額から同条第２項の規定に

よる控除をした後の総所得金額及び山林所得

金額の合計額（以下「基礎控除後の総所得金額

等」という。）に１００分の５．５０を乗じて算

定する。 

２ 略 

 

第４条 削除 

 

 

 

（国民健康保険の被保険者に係る被保険者均

等割額） 

第５条 第２条第２項の被保険者均等割額は，被

保険者１人について２万２，７００円とする。 

（国民健康保険の被保険者に係る世帯別平等

割額） 

第５条の２ 第２条第２項の世帯別平等割額は，

次の各号に掲げる世帯の区分に応じ，それぞれ

当該各号に定める額とする。 

⑴ 特定世帯（特定同一世帯所属者（国民健康

保険法（昭和３３年法律第１９２号）第６条

第８号の規定により被保険者の資格を喪失

した者であって，当該資格を喪失した日の前

（国民健康保険の被保険者に係る所得割額） 

第３条 前条第２項の所得割額は，賦課期日の属

する年の前年の所得に係る地方税法（昭和２５

年法律第２２６号。以下「法」という。）第３１

４条の２第１項に規定する総所得金額及び山

林所得金額の合計額から同条第２項の規定に

よる控除をした後の総所得金額及び山林所得

金額の合計額（以下「基礎控除後の総所得金額

等」という。）に１００分の５．３５を乗じて算

定する。 

２ 略 

（国民健康保険の被保険者に係る資産割額） 

第４条 第２条第２項の資産割額は，当該年度分

の固定資産税額のうち，土地及び家屋に係る部

分の額に１００分の１５．０を乗じて算定す

る。 

（国民健康保険の被保険者に係る被保険者均

等割額） 

第５条 第２条第２項の被保険者均等割額は，被

保険者１人について２万１，４００円とする。 

（国民健康保険の被保険者に係る世帯別平等

割額） 

第５条の２ 第２条第２項の世帯別平等割額は，

次の各号に掲げる世帯の区分に応じ，それぞれ

当該各号に定める額とする。 

⑴ 特定世帯（特定同一世帯所属者（国民健康

保険法（昭和３３年法律第１９２号）第６条

第８号の規定により被保険者の資格を喪失

した者であって，当該資格を喪失した日の前
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改 正 後 現 行 

日以後継続して同一の世帯に属するものを

いう。以下同じ。）と同一の世帯に属する被保

険者が属する世帯であって同日の属する月

（以下この号において「特定月」という。）以

後５年を経過する月までの間にあるもの（当

該世帯に他の被保険者がいない場合に限

る。）をいう。次号，第７条の３及び第２３条

において同じ。）及び特定継続世帯（特定同一

世帯所属者と同一の世帯に属する被保険者

が属する世帯であって特定月以後５年を経

過する月の翌月から特定月以後８年を経過

する月までの間にあるもの（当該世帯に他の

被保険者がいない場合に限る。）をいう。第３

号，第７条の３及び第２３条において同じ。）

以外の世帯 ２万１，２００円 

⑵ 特定世帯 １万６００円 

⑶ 特定継続世帯 １万５，９００円 

（国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者

支援金等課税額の所得割額） 

第６条 第２条第３項の所得割額は，賦課期日の

属する年の前年の所得に係る基礎控除後の総

所得金額等に１００分の１．６５を乗じて算定

する。 

 

 

第７条 削除 

 

 

（国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者

日以後継続して同一の世帯に属するものを

いう。以下同じ。）と同一の世帯に属する被保

険者が属する世帯であって同日の属する月

（以下この号において「特定月」という。）以

後５年を経過する月までの間にあるもの（当

該世帯に他の被保険者がいない場合に限

る。）をいう。次号，第７条の３及び第２３条

において同じ。）及び特定継続世帯（特定同一

世帯所属者と同一の世帯に属する被保険者

が属する世帯であって特定月以後５年を経

過する月の翌月から特定月以後８年を経過

する月までの間にあるもの（当該世帯に他の

被保険者がいない場合に限る。）をいう。第３

号，第７条の３及び第２３条において同じ。）

以外の世帯 １万９，９００円 

⑵ 特定世帯 ９，９５０円 

⑶ 特定継続世帯 １万４，９２５円 

（国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者

支援金等課税額の所得割額） 

第６条 第２条第３項の所得割額は，賦課期日の

属する年の前年の所得に係る基礎控除後の総

所得金額等に１００分の１．６ を乗じて算定

する。 

（国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者

支援金等課税額の資産割額） 

第７条 第２条第３項の資産割額は，当該年度分

の固定資産税額のうち，土地及び家屋に係る部

分の額に１００分の５．０を乗じて算定する。 

（国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者
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改 正 後 現 行 

支援金等課税額の被保険者均等割額） 

第７条の２ 第２条第３項の被保険者均等割額

は，被保険者１人について７，３００円とする。 

（国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者

支援金等課税額の世帯別平等割額） 

第７条の３ 第２条第３項の世帯別平等割額は，

次の各号に掲げる世帯の区分に応じ，それぞれ

当該各号に定める額とする。 

⑴ 特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯 

１０，１００円 

⑵ 特定世帯 ５，０５０円 

⑶ 特定継続世帯 ７，５７５円 

（介護納付金課税被保険者に係る所得割額） 

第８条 第２条第４項の所得割額は，介護納付金

課税被保険者に係る基礎控除後の総所得金額

等に１００分の１．７５を乗じて算定する。 

 

第９条 削除 

 

 

 

（介護納付金課税被保険者に係る被保険者均

等割額） 

第９条の２ 第２条第４項の被保険者均等割額

は，介護納付金課税被保険者１人について９，

５００円とする。 

（介護納付金課税被保険者に係る世帯別平等

割額） 

第９条の３ 第２条第４項の世帯別平等割額は，

支援金等課税額の被保険者均等割額） 

第７条の２ 第２条第３項の被保険者均等割額

は，被保険者１人について６，６００円とする。 

（国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者

支援金等課税額の世帯別平等割額） 

第７条の３ 第２条第３項の世帯別平等割額は，

次の各号に掲げる世帯の区分に応じ，それぞれ

当該各号に定める額とする。 

⑴ 特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯 

９，３００円  

⑵ 特定世帯 ４，６５０円 

⑶ 特定継続世帯 ６，９７５円 

（介護納付金課税被保険者に係る所得割額） 

第８条 第２条第４項の所得割額は，介護納付金

課税被保険者に係る基礎控除後の総所得金額

等に１００分の１．７ を乗じて算定する。 

（介護納付金課税被保険者に係る資産割額） 

第９条 第２条第４項の資産割額は，介護納付金

課税被保険者に係る当該年度分の固定資産税

額のうち，土地及び家屋に係る部分の額に１０

０分の６を乗じて算定する。 

（介護納付金課税被保険者に係る被保険者均

等割額） 

第９条の２ 第２条第４項の被保険者均等割額

は，介護納付金課税被保険者１人について８，

７００円とする。 

（介護納付金課税被保険者に係る世帯別平等

割額） 

第９条の３ 第２条第４項の世帯別平等割額は，
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１世帯について９，５００円とする。 

第１０条～第２２条 略 

（国民健康保険税の減額） 

第２３条 次の各号のいずれかに掲げる国民健

康保険税の納税義務者に対して課する国民健

康保険税の額は，第２条第２項本文の基礎課税

額からア及びイに掲げる額を減額して得た額

（当該減額して得た額が５４万円を超える場

合には，５４万円），同条第３項本文の後期高齢

者支援金等課税額からウ及びエに掲げる額を

減額して得た額（当該減額して得た額が１９万

円を超える場合には，１９万円）並びに同条第

４項本文の介護納付金課税額からオ及びカに

掲げる額を減額して得た額（当該減額して得た

額が１６万円を超える場合には，１６万円）の

合算額とする。 

⑴ 法第７０３条の５に規定する総所得金額

及び山林所得金額の合算額が，３３万円を超

えない世帯に係る納税義務者 

ア 国民健康保険の被保険者に係る被保険

者均等割額 被保険者（第１条第２項に規

定する世帯主を除く。）１人について１万

５，８９０円 

イ 国民健康保険の被保険者に係る世帯別

平等割額 次に掲げる世帯の区分に応じ，

それぞれに定める額 

(ｱ) 特定世帯及び特定継続世帯以外の世

帯 １万４，８４０円 

(ｲ) 特定世帯 ７，４２０円 

１世帯について８，７００円とする。 

第１０条～第２２条 略 

（国民健康保険税の減額） 

第２３条 次の各号のいずれかに掲げる国民健

康保険税の納税義務者に対して課する国民健

康保険税の額は，第２条第２項本文の基礎課税

額からア及びイに掲げる額を減額して得た額

（当該減額して得た額が５４万円を超える場

合には，５４万円），同条第３項本文の後期高齢

者支援金等課税額からウ及びエに掲げる額を

減額して得た額（当該減額して得た額が１９万

円を超える場合には，１９万円）並びに同条第

４項本文の介護納付金課税額からオ及びカに

掲げる額を減額して得た額（当該減額して得た

額が１６万円を超える場合には，１６万円）の

合算額とする。 

⑴ 法第７０３条の５に規定する総所得金額

及び山林所得金額の合算額が，３３万円を超

えない世帯に係る納税義務者 

ア 国民健康保険の被保険者に係る被保険

者均等割額 被保険者（第１条第２項に規

定する世帯主を除く。）１人について１万

４，９８０円 

イ 国民健康保険の被保険者に係る世帯別

平等割額 次に掲げる世帯の区分に応じ，

それぞれに定める額 

(ｱ) 特定世帯及び特定継続世帯以外の世

帯 １万３，９３０円 

(ｲ) 特定世帯 ６，９６５円 
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(ｳ) 特定継続世帯 １万１，１３０円 

ウ 国民健康保険の被保険者に係る後期高

齢者支援金等課税額の被保険者均等割額

 被保険者（第１条第２項に規定する世帯

主を除く。）１人について５，１１０円 

エ 国民健康保険の被保険者に係る後期高

齢者支援金等課税額の世帯別平等割額 

次に掲げる世帯の区分に応じ，それぞれに

定める額 

(ｱ) 特定世帯及び特定継続世帯以外の世

帯 ７，０７０円 

(ｲ) 特定世帯 ３，５３５円 

(ｳ) 特定継続世帯 ５，３０３円 

オ 介護納付金課税被保険者に係る被保険

者均等割額 介護納付金課税被保険者（第

１条第２項に規定する世帯主を除く。）１

人について６，６５０円 

カ 介護納付金課税被保険者に係る世帯別

平等割額 １世帯について６，６５０円 

⑵ 法第７０３条の５に規定する総所得金額

及び山林所得金額の合算額が，３３万円に被

保険者及び特定同一世帯所属者１人につき

２７万円を加算した金額を超えない世帯に

係る納税義務者（前号に該当する者を除く。） 

ア 国民健康保険の被保険者に係る被保険

者均等割額 被保険者（第１条第２項に規

定する世帯主を除く。）１人について１万

１，３５０円 

イ 国民健康保険の被保険者に係る世帯別

(ｳ) 特定継続世帯 １万４４８円   

ウ 国民健康保険の被保険者に係る後期高

齢者支援金等課税額の被保険者均等割額

 被保険者（第１条第２項に規定する世帯

主を除く。）１人について４，６２０円 

エ 国民健康保険の被保険者に係る後期高

齢者支援金等課税額の世帯別平等割額 

次に掲げる世帯の区分に応じ，それぞれに

定める額 

(ｱ) 特定世帯及び特定継続世帯以外の世

帯 ６，５１０円 

(ｲ) 特定世帯 ３，２５５円 

(ｳ) 特定継続世帯 ４，８８３円 

オ 介護納付金課税被保険者に係る被保険

者均等割額 介護納付金課税被保険者（第

１条第２項に規定する世帯主を除く。）１

人について６，０９０円 

カ 介護納付金課税被保険者に係る世帯別

平等割額 １世帯について６，０９０円 

⑵ 法第７０３条の５に規定する総所得金額

及び山林所得金額の合算額が，３３万円に被

保険者及び特定同一世帯所属者１人につき

２７万円を加算した金額を超えない世帯に

係る納税義務者（前号に該当する者を除く。） 

ア 国民健康保険の被保険者に係る被保険

者均等割額 被保険者（第１条第２項に規

定する世帯主を除く。）１人について１万

７００円  

イ 国民健康保険の被保険者に係る世帯別
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平等割額 次に掲げる世帯の区分に応じ，

それぞれに定める額 

(ｱ) 特定世帯及び特定継続世帯以外の世

帯 １０，６００円 

(ｲ) 特定世帯 ５，３００円 

(ｳ) 特定継続世帯 ７，９５０円 

ウ 国民健康保険の被保険者に係る後期高

齢者支援金等課税額の被保険者均等割額

 被保険者（第１条第２項に規定する世帯

主を除く。）１人について３，６５０円 

エ 国民健康保険の被保険者に係る後期高

齢者支援金等課税額の世帯別平等割額 

次に掲げる区分に応じ，それぞれに定める

額 

(ｱ) 特定世帯及び特定継続世帯以外の世

帯 ５，０５０円 

(ｲ) 特定世帯 ２，５２５円 

(ｳ) 特定継続世帯 ３，７８８円 

オ 介護納付金課税被保険者に係る被保険

者均等割額 介護納付金課税被保険者（第

１条第２項に規定する世帯主を除く。）１

人について４，７５０円 

カ 介護納付金課税被保険者に係る世帯別

平等割額 １世帯について４，７５０円 

⑶ 法第７０３条の５に規定する総所得金額

及び山林所得金額の合算額が，３３万円に被

保険者及び特定同一世帯所属者１人につき

４９万円を加算した金額を超えない世帯に

係る納税義務者（前２号に該当する者を除

平等割額 次に掲げる世帯の区分に応じ，

それぞれに定める額 

(ｱ) 特定世帯及び特定継続世帯以外の世

帯 ９，９５０円  

(ｲ) 特定世帯 ４，９７５円 

(ｳ) 特定継続世帯 ７，４６３円 

ウ 国民健康保険の被保険者に係る後期高

齢者支援金等課税額の被保険者均等割額

 被保険者（第１条第２項に規定する世帯

主を除く。）１人について３，３００円 

エ 国民健康保険の被保険者に係る後期高

齢者支援金等課税額の世帯別平等割額 

次に掲げる区分に応じ，それぞれに定める

額 

(ｱ) 特定世帯及び特定継続世帯以外の世

帯 ４，６５０円 

(ｲ) 特定世帯 ２，３２５円 

(ｳ) 特定継続世帯 ３，４８８円 

オ 介護納付金課税被保険者に係る被保険

者均等割額 介護納付金課税被保険者（第

１条第２項に規定する世帯主を除く。）１

人について４，３５０円 

カ 介護納付金課税被保険者に係る世帯別

平等割額 １世帯について４，３５０円 

⑶ 法第７０３条の５に規定する総所得金額

及び山林所得金額の合算額が，３３万円に被

保険者及び特定同一世帯所属者１人につき

４９万円を加算した金額を超えない世帯に

係る納税義務者（前２号に該当する者を除
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く。） 

ア 国民健康保険の被保険者に係る被保険

者均等割額 被保険者（第１条第２項に規

定する世帯主を除く。）１人について４，５

４０円 

イ 国民健康保険の被保険者に係る世帯別

平等割額 次に掲げる世帯の区分に応じ，

それぞれに定める額 

(ｱ) 特定世帯及び特定継続世帯以外の世

帯 ４，２４０円 

(ｲ) 特定世帯 ２，１２０円 

(ｳ) 特定継続世帯 ３，１８０円 

ウ 国民健康保険の被保険者に係る後期高

齢者支援金等課税額の被保険者均等割額

 被保険者（第１条第２項に規定する世帯

主を除く。）１人について１，４６０円 

エ 国民健康保険の被保険者に係る後期高

齢者支援金等課税額の世帯別平等割額 

次に掲げる世帯の区分に応じ，それぞれに

定める額 

(ｱ) 特定世帯及び特定継続世帯以外の世

帯 ２，０２０円 

(ｲ) 特定世帯 １，０１０円 

(ｳ) 特定継続世帯 １，５１５円 

オ 介護納付金課税被保険者に係る被保険

者均等割額 介護納付金課税被保険者（第

１条第２項に規定する世帯主を除く。）１

人について１，９００円 

カ 介護納付金課税被保険者に係る世帯別

く。） 

ア 国民健康保険の被保険者に係る被保険

者均等割額 被保険者（第１条第２項に規

定する世帯主を除く。）１人について４，２

８０円 

イ 国民健康保険の被保険者に係る世帯別

平等割額 次に掲げる世帯の区分に応じ，

それぞれに定める額 

(ｱ) 特定世帯及び特定継続世帯以外の世

帯 ３，９８０円 

(ｲ) 特定世帯 １，９９０円 

(ｳ) 特定継続世帯 ２，９８５円 

ウ 国民健康保険の被保険者に係る後期高

齢者支援金等課税額の被保険者均等割額

 被保険者（第１条第２項に規定する世帯

主を除く。）１人について１，３２０円 

エ 国民健康保険の被保険者に係る後期高

齢者支援金等課税額の世帯別平等割額 

次に掲げる世帯の区分に応じ，それぞれに

定める額 

(ｱ) 特定世帯及び特定継続世帯以外の世

帯 １，８６０円 

(ｲ) 特定世帯 ９３０円   

(ｳ) 特定継続世帯 １，３９５円 

オ 介護納付金課税被保険者に係る被保険

者均等割額 介護納付金課税被保険者（第

１条第２項に規定する世帯主を除く。）１

人について１，７４０円 

カ 介護納付金課税被保険者に係る世帯別
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平等割額 １世帯について１，９００円 

第２３条の２～第２７条 略 

平等割額 １世帯について１，７４０円 

第２３条の２～第２７条 略 

 備考 改正箇所は下線が引かれた部分である。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は，平成３０年４月１日から施行する。 

 （適用区分） 

２ この条例による改正後の富谷市国民健康保険税条例の規定は，平成３０年度以後の年度

分の国民健康保険税について適用し，平成２９年度分までの国民健康保険税については，

なお従前の例による。 
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議案第 ６号 

 

   富谷市復興産業集積区域における固定資産税の課税免除に関する条例の一部改

正について 

富谷市復興産業集積区域における固定資産税の課税免除に関する条例（平成２４年富

谷町条例第１６号）の一部を別紙のとおり改正する。 

 

 

平成３０年２月２１日提出 

 

富谷市長  若 生  裕 俊 

 

 

提案理由 

 東日本大震災復興特別区域法（平成２３年法律第１２２号）第７条第１項に規定する

認定復興推進計画において定められた復興産業集積区域内における固定資産税の課税免

除の適用期間を１年延長するため，所要の改正を行うもの。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



   富谷市復興産業集積区域における固定資産税の課税免除に関する条例の一部を改

正する条例 

富谷市復興産業集積区域における固定資産税の課税免除に関する条例（平成２４年富

谷町条例第１６号）の一部を次のように改正する。 
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第１条 略 

（課税免除） 

第２条 復興産業集積区域内において，法第４条

第９項の規定による復興推進計画の認定の日

（以下「認定日」という。）から平成３１年３

月３１日までの間に，東日本大震災復興特別区

域法第４３条の地方税の課税免除又は不均一

課税に伴う措置が適用される場合等を定める

省令（平成２３年総務省令第１６８号）第１条

第１号に規定する対象施設等（以下「対象施設

等」という。）を新設し，又は増設した者（法

第２条第３項第２号イ又はロに掲げる事業を

実施する個人事業者又は法人で法第３７条第

１項若しくは第３９条第１項に規定する指定

事業者に該当するものであって認定日から平

成３１年３月３１日までの間に当該指定事業

者として指定を受けたものに限る。）について，

当該対象施設等である家屋及び償却資産並び

に当該家屋の敷地である土地（認定日以後にお

いて取得したものに限り，かつ，土地について

は，その取得の日の翌日から起算して１年以内

に当該土地を敷地とする当該家屋の建設の着

手があった場合における当該土地に限る。）に

対して新たに固定資産税が課されることとな

った年度（当該固定資産を当該対象施設等の用

に供した日の属する年の翌年の１月１日（当該

第１条 略 

（課税免除） 

第２条 復興産業集積区域内において，法第４条

第９項の規定による復興推進計画の認定の日

（以下「認定日」という。）から平成３０年３

月３１日までの間に，東日本大震災復興特別区

域法第４３条の地方税の課税免除又は不均一

課税に伴う措置が適用される場合等を定める

省令（平成２３年総務省令第１６８号）第１条

第１号に規定する対象施設等（以下「対象施設

等」という。）を新設し，又は増設した者（法

第２条第３項第２号イ又はロに掲げる事業を

実施する個人事業者又は法人で法第３７条第

１項若しくは第３９条第１項に規定する指定

事業者に該当するものであって認定日から平

成３０年３月３１日までの間に当該指定事業

者として指定を受けたものに限る。）について，

当該対象施設等である家屋及び償却資産並び

に当該家屋の敷地である土地（認定日以後にお

いて取得したものに限り，かつ，土地について

は，その取得の日の翌日から起算して１年以内

に当該土地を敷地とする当該家屋の建設の着

手があった場合における当該土地に限る。）に

対して新たに固定資産税が課されることとな

った年度（当該固定資産を当該対象施設等の用

に供した日の属する年の翌年の１月１日（当該



 

 

39 

 

改 正 後 現 行 

対象施設等の用に供した日が１月１日の場合

は同日）を賦課期日とする年度）以降５箇年度

に限り，当該固定資産税を免除する。 

第３条～第５条 略 

対象施設等の用に供した日が１月１日の場合

は同日）を賦課期日とする年度）以降５箇年度

に限り，当該固定資産税を免除する。 

第３条～第５条 略 

 備考 改正箇所は下線が引かれた部分である。 

 

附 則 

 この条例は，平成３０年４月１日から施行する。 
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議案第 ７号 

 

富谷市介護保険条例の一部改正について 

富谷市介護保険条例（平成１２年富谷町条例第１号）の一部を別紙のとおり改正する。 

 

 

平成３０年２月２１日提出 

 

富谷市長  若 生  裕 俊 

 

 

提案理由 

 介護保険の保険料額等の改定を行うもの。 



 

   富谷市介護保険条例の一部を改正する条例 

 富谷市介護保険条例（平成１２年富谷町条例第１号）の一部を次のように改正する。 
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改 正 後 現 行 

第１条 略 

（保険料額） 

第２条 平成３０年度から平成３２年度までの

各年度における保険料額は，次の各号に掲げる

第１号被保険者の区分に応じそれぞれ当該各

号に定める額とする。 

⑴ 介護保険法施行令（平成１０年政令第４１

２号。以下「政令」という。）第３９条第１

項第１号に掲げる者 ３４，５００円 

⑵ 政令第３９条第１項第２号に掲げる者 

４４，９００円 

⑶ 政令第３９条第１項第３号に掲げる者 

５１，８００円 

⑷ 政令第３９条第１項第４号に掲げる者 

５８，７００円 

⑸ 政令第３９条第１項第５号に掲げる者 

６９，０００円 

⑹ 次のいずれかに該当する者 ８２，８００

  円 

ア        地方税法（昭和２５年法

律第２２６号）第２９２条第１項第１３号

に規定する合計所得金額（以下「合計所得

金額」という。）（租税特別措置法（昭和３

２年法律第２６号）第３３条の４第１項若

しくは第２項，第３４条第１項，第３４条

の２第１項，第３４条の３第１項，第３５

条第１項，第３５条の２第１項又は第３６

条の規定の適用がある場合には，当該合計

第１条 略 

（保険料額） 

第２条 平成２７年度から平成２９年度までの

各年度における保険料額は，次の各号に掲げる

第１号被保険者の区分に応じそれぞれ当該各

号に定める額とする。 

⑴ 介護保険法施行令（平成１０年政令第４１

２号。以下「政令」という。）第３９条第１

項第１号に掲げる者 ３３，６００円 

⑵ 政令第３９条第１項第２号に掲げる者 

４３，７００円 

⑶ 政令第３９条第１項第３号に掲げる者 

５０，４００円 

⑷ 政令第３９条第１項第４号に掲げる者 

５７，１００円 

⑸ 政令第３９条第１項第５号に掲げる者 

６７，１００円 

⑹ 次のいずれかに該当する者 ８０，５００

  円 

ア 合計所得金額（地方税法（昭和２５年法

律第２２６号）第２９２条第１項第１３号

に規定する合計所得金額をいい，その額が

零を下回る場合には，零とする。以下同

じ。）                
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改 正 後 現 行 

所得金額から政令第３８条第４項に規定

する特別控除額を控除して得た額とする。

以下この項において同じ。）が１２０万円

未満である者であり，かつ，前各号のいず

れにも該当しないもの 

イ 略 

⑺ 次のいずれかに該当する者 ８９，７００

  円 

ア 合計所得金額が２００万円未満   

    である者であって，前各号のいず

れにも該当しないもの 

イ 略 

⑻ 次のいずれかに該当する者 １０３，５０

０円 

ア 合計所得金額が３００万円未満   

    である者であって，前各号のいず

れにも該当しないもの 

イ 略 

⑼ 次のいずれかに該当する者 １１３，９０

０円 

ア 合計所得金額が       ４００

万円未満である者であって，前各号のいず

れにも該当しないもの 

イ 略 

⑽ 次のいずれかに該当する者 １２７，７０

０円 

ア 合計所得金額が       ７００

万円未満である者であって，前各号のいず

れにも該当しないもの 

                  

                  

            が１２０万円

未満である者であって，  前各号のいず

れにも該当しないもの 

イ 略 

⑺ 次のいずれかに該当する者 ８７，３００

  円 

ア 合計所得金額が１２０万円以上１９０

万円未満である者であって，前各号のいず

れにも該当しないもの 

イ 略 

⑻ 次のいずれかに該当する者 １００，７０

０円 

ア 合計所得金額が１９０万円以上２９０

万円未満である者であって，前各号のいず

れにも該当しないもの 

イ 略 

⑼ 次のいずれかに該当する者 １１０，７０

０円 

ア 合計所得金額が２９０万円以上４００

万円未満である者であって，前各号のいず

れにも該当しないもの 

イ 略 

⑽ 次のいずれかに該当する者 １２４，２０

０円 

ア 合計所得金額が４００万円以上７００

万円未満である者であって，前各号のいず

れにも該当しないもの 



 

 

43 
 

改 正 後 現 行 

イ 要保護者等であって，その者が課される

保険料の額についてこの号の区分による

額を適用されたならば保護等を必要とし

ない状態となるもの（政令第３９条第１項

第１号イ（⑴に係る部分を除く。）又は次

号イに該当する者を除く。） 

⑾ 次のいずれかに該当する者 １３８，００

０円 

ア 合計所得金額が       １，００

０万円未満である者であって，前各号のい

ずれにも該当しないもの 

イ 略 

⑿ 前各号のいずれにも該当しない者 １５

５，３００円 

２                    

         前項第１号に掲げる第１

号被保険者についての保険料の減額賦課に係

る平成３０年度から平成３２年度までの各年

度における保険料額は，同号の規定にかかわら

ず，市長が別に規則で定める額とする。 

第３条 略 

（賦課期日後において第１号被保険者の資格

取得，喪失等があった場合） 

第４条 略 

２ 略 

３ 保険料の賦課期日後に政令第３９条第１項

第１号イ（同号 に規定する老齢福祉年金の受

給権を有するに至った者及び   ⑴に規定

する者を除く。），ロ若しくはニ，第２号ロ，第

イ 要保護者等であって，その者が課される

保険料の額についてこの号の区分による

額を適用されたならば保護等を必要とし

ない状態となるもの（政令第３９条第１項

第１号イ（⑴に係る部分を除く。）   

  に該当する者を除く。） 

⑾ 次のいずれかに該当する者 １３４，２０

０円 

ア 合計所得金額が７００万円以上１，００

０万円未満である者であって，前各号のい

ずれにも該当しないもの 

イ 略 

⑿ 前各号のいずれにも該当しない者 １５

１，０００円 

２ 所得の少ない第１号被保険者についての保

険料の減額賦課に係る前項第１号に該当する

者の平成２７年度から平成２９年度まで  

                 の各年

度における保険料率は，同号の規定にかかわら

ず，市長が別に規則で定める額とする。 

第３条 略 

（賦課期日後において第１号被保険者の資格

取得，喪失等があった場合） 

第４条 略 

２ 略 

３ 保険料の賦課期日後に政令第３９条第１項

第１号イ（同号イに規定する老齢福祉年金の受

給権を有するに至った者及び同号イ⑴に規定

する者を除く。），ロ若しくはニ，第２号ロ，第
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改 正 後 現 行 

３号ロ，第４号ロ，第５号ロ，第６号ロ，第７

号ロ，第８号ロ又は第９号ロに該当するに至っ

た第１号被保険者            

   に係る保険料額は，当該該当するに至っ

た日の属する月の前月まで月割りにより算定

した当該第１号被保険者に係る保険料額と当

該該当するに至った日の属する月から政令第

３９条第１項第１号から第９号までのいずれ

かに規定する者として月割りにより算定した

保険料額の合算額とする。 

４ 略 

第５条～第７条 略 

（保険料の徴収猶予） 

第８条 市長は，次の各号のいずれかに該当する

ことによりその納付すべき保険料の全部又は

一部を一時に納付することができないと認め

る場合においては，保険料の納付義務者（第１

号被保険者及び連帯納付義務者をいう。以下同

じ。）の申請により，その納付することができ

ないと認められる金額を限度として，６箇月以

内の期間を限り，その徴収を猶予することがで

きる。 

⑴～⑷ 略 

⑸ その他特別の理由があると市長が認めた

とき。 

２・３ 略 

（保険料の減免） 

第９条 市長は，前条第１項各号のいずれかに該

当し，その程度が甚大であること等によりその

３号ロ，第４号ロ，第５号ロ，第６号ロ，第７

号ロ，第８号 又は第９号ロに該当するに至っ

た第１号被保険者（第１項に規定する者を除

く。）に係る保険料額は，当該該当するに至っ

た日の属する月の前月まで月割りにより算定

した当該第１号被保険者に係る保険料額と当

該該当するに至った日の属する月から政令第

３９条   第１号から第９号までのいずれ

かに規定する者として月割りにより算定した

保険料額の合算額とする。 

４ 略 

第５条～第７条 略 

（保険料の徴収猶予） 

第８条 市長は，次の各号のいずれかに該当する

ことによりその納付すべき保険料の全部又は

一部を一時に納付することができないと認め

る場合においては，保険料の納付義務者（第１

号被保険者及び連帯納付義務者をいう。以下同

じ。）の申請により，その納付することができ

ないと認められる金額を限度として，６箇月以

内の期間を限り，その徴収を猶予することがで

きる。 

⑴～⑷ 略 

 

 

２・３ 略 

（保険料の減免） 

第９条 市長は，前条第１項各号のいずれかに該

当し，その程度が甚大であること によりその
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改 正 後 現 行 

納付すべき保険料の全部又は一部を納付する

ことができないと認める場合は，保険料の納付

義務者の申請により，その納付することができ

ないと認められる保険料額を限度として減免

することができる。 

２～４ 略 

第１０条～第１３条 略 

（罰則） 

第１４条 市長は，次の各号の一に該当する者に

対し，１０万円以下の過料を科することができ

る。 

⑴・⑵ 略 

⑶ 被保険者，被保険者   の配偶者若しく

は被保険者   の属する世帯の世帯主そ

の他その世帯に属する者又はこれらであっ

た者で正当な理由なしに，法第２０２条第１

項の規定により文書その他の物件の提出若

しくは提示を命ぜられてこれに従わず，又は

同項の規定による当該職員の質問に対して

答弁せず，若しくは虚偽の答弁をしたもの 

第１５条・第１６条 略 

納付すべき保険料の全部又は一部を納付する

ことができないと認める場合は，保険料の納付

義務者の申請により，その納付することができ

ないと認められる保険料額を限度として減免

することができる。 

２～４ 略 

第１０条～第１３条 略 

（罰則） 

第１４条 市長は，次の各号の一に該当する者に

対し，１０万円以下の過料を科することができ

る。 

⑴・⑵ 略 

⑶ 被保険者，第１号被保険者の配偶者若しく

は第１号被保険者の属する世帯の世帯主 

           又はこれらであっ

た者で正当な理由なしに，法第２０２条第１

項の規定により文書その他の物件の提出若

しくは提示を命ぜられてこれに従わず，又は

同項の規定による当該職員の質問に対して

答弁せず，若しくは虚偽の答弁をしたもの 

第１５条・第１６条 略 

 備考 改正箇所は下線が引かれた部分である。 

 

附 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は，平成３０年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

第２条 この条例による改正後の富谷市介護保険条例第２条の規定は，平成３０年度分の保

険料から適用し，平成２９年度以前の年度分の保険料については，なお従前の例による。 
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議案第 ８号 

 

富谷市分担金徴収条例の一部改正について 

富谷市分担金徴収条例（昭和５１年富谷町条例第２２号）の一部を別紙のとおり改正

する。 

 

 

平成３０年２月２１日提出 

 

富谷市長  若 生  裕 俊 

 

 

提案理由 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２２４条の規定に基づき，災害関連緊急急

傾斜地崩壊対策事業を実施するに当たり受益者から分担金を徴収するため，所要の改正

を行うもの。 

 



 

   富谷市分担金徴収条例の一部を改正する条例 

 富谷市分担金徴収条例（昭和５１年富谷町条例第２２号）の一部を次のように改正す

る。 
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改 正 後 現 行 

第１条～第４条 略 

別表（第２条関係） 

分担金を徴収する

事業 
受益者 分担金の額 

災害関連緊急急傾

斜地崩壊対策事業 

受益を受け

る土地の所

有者 

市が負担す

る額の２分

の１ 
 

第１条～第４条 略 

別表（第２条関係） 

分担金を徴収する

事業 
受益者 分担金の額 

平成２３年度農地

農業用施設災害復

旧事業 

被災した受

益地区内の

農地所有者 

工 事 費 の

８％ 

 

 備考 改正箇所は下線が引かれた部分及び太線の表示部分である。 

 

   附 則 

 この条例は，公布の日から施行する。 
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議案第 ９号 

 

富谷市民俗ギャラリー条例の一部改正について 

富谷市民俗ギャラリー条例（平成９年富谷町条例第２０号）の一部を別紙のとおり改

正する。 

 

 

  平成３０年２月２１日提出 

 

富谷市長  若 生  裕 俊 

 

 

提案理由 

 富谷市民俗ギャラリーの移転に伴い，所要の改正を行うもの。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

   富谷市民俗ギャラリー条例の一部を改正する条例 

富谷市民俗ギャラリー条例（平成９年富谷町条例第２０号）の一部を次のように改正す 

る。 
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改 正 後 現 行 

第１条 略 

（設置） 

第２条 略 

２ 民俗ギャラリーの名称及び位置は，次のとお 

りとする。 

第３条～第５条 略 

（観覧料） 

第６条 観覧者からは,別表に定める観覧料を徴

収する。 

２ 既に徴収した観覧料は, 返還しない。ただ

し,市の責めにより観覧することができなくな

った場合その他特別の事由がある場合は, こ

の限りでない。 

（観覧料の減免） 

第７条 市長は, 特別な事由があると認めると

き又は市民の文化的向上に資するときは観覧

料の全部又は一部を免除することができる。 

第８条 略 

別表（第６条関係） 

名称 位置 

富谷市民俗ギャラリー 富谷市富谷新町９５番地 

 個人 団体 

一般・大学生及び 

これに準ずる者 

１００円 ８０円 

高校生及びこれに 

準ずる者 

５０円 ４０円 

第１条 略 

（設置） 

第２条 略 

２ 民俗ギャラリーの名称及び位置は，次のとお 

りとする。 

第３条～第５条 略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第６条 略 

名称 位置 

富谷市民俗ギャラリー 富谷市富谷狸屋敷１２３番地３ 
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改 正 後 現 行 

備考 

１ 中学生以下の観覧料は，無料とする。 

２ 「団体」とは,１５人以上をいう。 

 備考 改正箇所は下線が引かれた部分及び太線の表示部分である。 

 

附 則 

 この条例は，平成３０年７月１日から施行する。 
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議案第１０号 

 

富谷市指定地域密着型サービスの事業の人員，設備及び運営に関する基準を定め

る条例の一部改正について 

富谷市指定地域密着型サービスの事業の人員，設備及び運営に関する基準を定める条

例（平成２５年富谷町条例第１４号）の一部を別紙のとおり改正する。 

 

 

平成３０年２月２１日提出 

 

富谷市長  若 生  裕 俊 

 

 

提案理由 

 指定地域密着型サービスの事業の人員，設備及び運営に関する基準（平成１８年厚生

労働省令第３４号）の一部改正に伴い，所要の改正を行うもの。 

 



 

   富谷市指定地域密着型サービスの事業の人員，設備及び運営に関する基準を定め

る条例の一部を改正する条例 

 富谷市指定地域密着型サービスの事業の人員，設備及び運営に関する基準を定める条

例（平成２５年富谷町条例第１４号）の一部を次のように改正する。 
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目次 

第１章～第３章 略 

第３章の２ 地域密着型通所介護 

第１節～第４節 略 

第５節 共生型地域密着型サービスに関す

る基準（第５９条の２１・第５９条

の２２） 

第６節 略 

第１款 この節の趣旨及び基本方針（第５

９条の２３・第５９条の２４） 

第２款 人員に関する基準（第５９条の２

５・第５９条の２６） 

第３款 設備に関する基準（第５９条の２

７・第５９条の２８） 

第４款 運営に関する基準（第５９条の２

９－第５９条の４０） 

第４章～第９章 略 

附則 

（趣旨） 

第１条 この条例は，介護保険法（平成９年法律

第１２３号。以下「法」という。）第７８条の２

の２第２項並びに第７８条の４第１項及び第

２項の規定に基づき，指定地域密着型サービ 

スの事業の人員，設備及び運営に関する基準を 

定めるものとする。 

目次 

第１章～第３章 略 

第３章の２ 地域密着型通所介護 

第１節～第４節 略 

 

 

 

第５節 略 

第１款 この節の趣旨及び基本方針（第５

９条の２１・第５９条の２２） 

第２款 人員に関する基準（第５９条の２

３・第５９条の２４） 

第３款 設備に関する基準（第５９条の２

５・第５９条の２６） 

第４款 運営に関する基準（第５９条の２

７－第５９条の３８） 

第４章～第９章 略 

附則 

（趣旨） 

第１条 この条例は，介護保険法（平成９年法律

第１２３号。以下「法」という。）       

         第７８条の４第１項及び第

２項の規定に基づき，指定地域密着型サービ 

スの事業の人員，設備及び運営に関する基準を 

定めるものとする。 
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（定義） 

第２条 この条例において，次の各号に掲げる用

語の意義は，それぞれ当該各号に定めるところ

による。 

⑴～⑸ 略 

⑹ 共生型地域密着型サービス 法第７８条

の２の２第１項の申請に係る法第４２条の

２第１項本文の指定を受けた者による指定

地域密着型サービスをいう。 

⑺ 略 

第３条～第５条 略 

（定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者の

員数） 

第６条 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護

の事業を行う者（以下「指定定期巡回・随時対

応型訪問介護看護事業者」という。）が当該事業

を行う事業所（以下「指定定期巡回・随時対応

型訪問介護看護事業所」という。）ごとに置くべ

き従業者（以下「定期巡回・随時対応型訪問介

護看護従業者」という。）の職種及び員数は，次

のとおりとする。 

⑴ 略 

⑵ 定期巡回サービスを行う訪問介護員等 

                   

                   

                   

        交通事情，訪問頻度等を勘

案し，利用者に適切に定期巡回サービスを提

供するために必要な数以上 

（定義） 

第２条 この条例において，次の各号に掲げる用

語の意義は，それぞれ当該各号に定めるところ

による。 

⑴～⑸ 略 

 

 

 

 

⑹ 略 

第３条～第５条 略 

（定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者の

員数） 

第６条 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護

の事業を行う者（以下「指定定期巡回・随時対

応型訪問介護看護事業者」という。）が当該事業

を行う事業所（以下「指定定期巡回・随時対応

型訪問介護看護事業所」という。）ごとに置くべ

き従業者（以下「定期巡回・随時対応型訪問介

護看護従業者」という。）の職種及び員数は，次

のとおりとする。 

⑴ 略 

⑵ 定期巡回サービスを行う訪問介護員等（指

定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の提供

に当たる介護福祉士又は法第８条第２項に

規定する政令で定める者をいう。以下この章

において同じ。） 交通事情，訪問頻度等を勘

案し，利用者に適切に定期巡回サービスを提

供するために必要な数以上 
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⑶・⑷ 略 

２ オペレーターは，看護師，介護福祉士その他

厚生労働大臣が定める者（以下この章において

「看護師，介護福祉士等」という。）をもって充

てなければならない。ただし，利用者の処遇に

支障がない場合であって，提供時間帯を通じ

て，看護師，介護福祉士等又は第１項第４号ア

の看護職員との連携を確保しているときは，サ

ービス提供責任者（指定居宅サービス等の事業

の人員，設備及び運営に関する基準（平成１１

年厚生省令第３７号。以下「指定居宅サービス

等基準」という。）第５条第２項のサービス提供

責任者をいう。以下同じ。）の業務に１年以上

（特に業務に従事した経験が必要な者として

厚生労働大臣が定めるものにあっては，３年以

上）従事した経験を有する者をもって充てるこ

とができる。 

３・４ 略 

５ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業

所の同一敷地内に次   に掲げるいずれか

の施設等がある場合において，当該施設等の入

所者等の処遇に支障がない場合は，前項本文の

規定にかかわらず，            

      当該施設等の職員をオペレータ

ーとして充てることができる。 

⑴～⑾ 略 

⑿ 介護医療院 

６ 略 

７ 当該               指定

⑶・⑷ 略 

２ オペレーターは，看護師，介護福祉士その他

厚生労働大臣が定める者（以下この章において

「看護師，介護福祉士等」という。）をもって充

てなければならない。ただし，利用者の処遇に

支障がない場合であって，提供時間帯を通じ

て，看護師，介護福祉士等又は第１項第４号ア

の看護職員との連携を確保しているときは，サ

ービス提供責任者（指定居宅サービス等の事業

の人員，設備及び運営に関する基準（平成１１

年厚生省令第３７号。以下「指定居宅サービス

等基準」という。）第５条第２項のサービス提供

責任者をいう。以下同じ。）の業務に３年以上                     

                      

                      

 従事した経験を有する者をもって充てるこ

とができる。 

３・４ 略 

５ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業

所の同一敷地内に次の各号に掲げるいずれか

の施設等がある場合において，当該施設等の入

所者等の処遇に支障がない場合は，前項本文の

規定にかかわらず，午後６時から午前８時まで

の間において，当該施設等の職員をオペレータ

ーとして充てることができる。 

⑴～⑾ 略 

 

６ 略 

７ 午後６時から午前８時までの間は，当該指定 
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定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の利

用者に対する随時対応サービスの提供に支障

がない場合は，第４項本文及び前項の規定にか

かわらず，オペレーターは，随時訪問サービス

に従事することができる。 

８ 前項の規定によりオペレーターが随時訪問

サービスに従事している場合において，当該指

定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の

利用者に対する随時訪問サービスの提供に支

障がないときは，第１項の規定にかかわらず 

              ，随時訪問サー

ビスを行う訪問介護員等を置かないことがで

きる。 

９～１１ 略 

１２ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事

業者が指定訪問看護事業者（指定居宅サービス

等基準第６０条第１項に規定する指定訪問看

護事業者をいう。以下同じ。）の指定を併せて受

け，かつ，指定定期巡回・随時対応型訪問介護

看護の事業と指定訪問看護（指定居宅サービス

等基準第５９条に規定する指定訪問看護をい

う。以下同じ。）の事業とが同一の事業所におい

て一体的に運営されている場合に，指定居宅サ

ービス等基準第６０条第１項第１号イに規定

する人員に関する基準を満たすとき（同条第５

項の規定により同条第１項第１号イ及び第２

号に規定する基準を満たしているものとみな

されているとき及び第１９１条第１４項の規

定により同条第４項に規定する基準を満たし

定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の利

用者に対する随時対応サービスの提供に支障

がない場合は，第４項本文及び前項の規定にか 

かわらず，オペレーターは，随時訪問サービス 

に従事することができる。 

８ 前項の規定によりオペレーターが随時訪問

サービスに従事している場合において，当該指

定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の

利用者に対する随時訪問サービスの提供に支

障がないときは，第１項の規定にかかわらず，

午後６時から午前８時までの間は，随時訪問サ

ービスを行う訪問介護員等を置かないことが

できる。 

９～１１ 略 

１２ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事

業者が指定訪問看護事業者（指定居宅サービス

等基準第６０条第１項に規定する指定訪問看

護事業者をいう。以下同じ。）の指定を併せて受

け，かつ，指定定期巡回・随時対応型訪問介護

看護の事業と指定訪問看護（指定居宅サービス

等基準第５９条に規定する指定訪問看護をい

う。以下同じ。）の事業とが同一の事業所におい

て一体的に運営されている場合に，指定居宅サ

ービス等基準第６０条第１項第１号イに規定

する人員に関する基準を満たすとき（同条第５

項の規定により同条第１項第１号イ及び第２

号に規定する基準を満たしているものとみな

されているとき及び第１９１条第１０項の規

定により同条第４項に規定する基準を満たし
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ているものとみなされているときを除く。）は，

当該指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事

業者は，第１項第４号アに規定する基準を満た

しているものとみなすことができる。 

第７条～第１３条 略 

（心身の状況等の把握） 

第１４条 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看

護事業者は，指定定期巡回・随時対応型訪問介

護看護の提供に当たっては，計画作成責任者に

よる利用者の面接によるほか，利用者に係る指

定居宅介護支援事業者が開催するサービス担

当者会議（指定居宅介護支援等の事業の人員及

び運営に関する基準（平成１１年厚生省令第３

８号。以下「指定居宅介護支援等基準」という。）

第１３条第９号に規定するサービス担当者会

議をいう。以下この章及び第５９条の６，第５

９条の３０及び第５９条の３１において同

じ。）等を通じて，利用者の心身の状況，その置

かれている環境，他の保健医療サービス又は福

祉サービスの利用状況等の把握に努めなけれ

ばならない。 

第１５条～第３１条 略 

（勤務体制の確保等） 

第３２条 略 

２ 略 

３ 前項本文の規定にかかわらず，      

             随時対応サービ

スについては，市長が地域の実情を勘案して適

切と認める範囲内において，複数の指定定期巡

ているものとみなされているときを除く。）は，

当該指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事

業者は，第１項第４号アに規定する基準を満た

しているものとみなすことができる。 

第７条～第１３条 略 

（心身の状況等の把握） 

第１４条 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看

護事業者は，指定定期巡回・随時対応型訪問介

護看護の提供に当たっては，計画作成責任者に

よる利用者の面接によるほか，利用者に係る指

定居宅介護支援事業者が開催するサービス担

当者会議（指定居宅介護支援等の事業の人員及

び運営に関する基準（平成１１年厚生省令第３

８号。以下「指定居宅介護支援等基準」という。）

第１３条第９号に規定するサービス担当者会

議をいう。以下この章及び第５９条の６，第５

９条の２８及び第５９条の２９において同

じ。）等を通じて，利用者の心身の状況，その置

かれている環境，他の保健医療サービス又は福

祉サービスの利用状況等の把握に努めなけれ

ばならない。 

第１５条～第３１条 略 

（勤務体制の確保等） 

第３２条 略 

２ 略 

３ 前項本文の規定にかかわらず，午後６時から

午前８時までの間に行われる随時対応サービ

スについては，市長が地域の実情を勘案して適

切と認める範囲内において，複数の指定定期巡
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回・随時対応型訪問介護看護事業所の間の契約

に基づき，当該複数の指定定期巡回・随時対応

型訪問介護看護事業所が密接な連携を図るこ

とにより，一体的に利用者又はその家族等から

の通報を受けることができる。 

４ 略 

第３３条～第３８条 略 

（地域との連携等） 

第３９条 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看

護事業者は，指定定期巡回・随時対応型訪問介

護看護の提供に当たっては，利用者，利用者の

家族，地域住民の代表者，地域の医療関係者，

指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所

が所在する市町村（特別区を含む。以下同じ。）

の職員又は当該指定定期巡回・随時対応型訪問

介護看護事業所が所在する区域を管轄する法

第１１５条の４６第１項に規定する地域包括

支援センターの職員，定期巡回・随時対応型訪

問介護看護について知見を有する者等により

構成される協議会（以下この項において「介護・

医療連携推進会議」という。）を設置し，おおむ

ね６月に１回以上，介護・医療連携推進会議に

対して指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護

の提供状況等を報告し，介護・医療連携推進会

議による評価を受けるとともに，介護・医療連

携推進会議から必要な要望，助言等を聴く機会

を設けなければならない。 

２・３ 略 

４ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業

回・随時対応型訪問介護看護事業所の間の契約

に基づき，当該複数の指定定期巡回・随時対応

型訪問介護看護事業所が密接な連携を図るこ 

とにより，一体的に利用者又はその家族等から 

の通報を受けることができる。 

４ 略 

第３３条～第３８条 略 

（地域との連携等） 

第３９条 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看

護事業者は，指定定期巡回・随時対応型訪問介

護看護の提供に当たっては，利用者，利用者の

家族，地域住民の代表者，地域の医療関係者，

指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所

が所在する市町村（特別区を含む。以下同じ。）

の職員又は当該指定定期巡回・随時対応型訪問

介護看護事業所が所在する区域を管轄する法

第１１５条の４６第１項に規定する地域包括

支援センターの職員，定期巡回・随時対応型訪

問介護看護について知見を有する者等により

構成される協議会（以下この項において「介護・

医療連携推進会議」という。）を設置し，おおむ

ね３月に１回以上，介護・医療連携推進会議に

対して指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護

の提供状況等を報告し，介護・医療連携推進会

議による評価を受けるとともに，介護・医療連

携推進会議から必要な要望，助言等を聴く機会

を設けなければならない。 

２・３ 略 

４ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業 
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者は，指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護

事業所の所在する建物と同一の建物に居住す

る利用者に対して指定定期巡回・随時対応型訪

問介護看護を提供する場合には，正当な理由が

ある場合を除き，当該建物に居住する利用者以

外の者に対しても，指定定期巡回・随時対応型

訪問介護看護の提供を行わなければならない

   。 

第４０条～第４６条 略 

（訪問介護員等の員数） 

第４７条 略 

２ オペレーターは，看護師，介護福祉士その他

指定地域密着型サービスの事業の人員，設備及

び運営に関する基準（平成１８年厚生労働省令

第３４号。以下「指定地域密着型サービス基準」

という。）第６条第２項に規定する厚生労働大

臣が定める者をもって充てなければならない。

ただし，利用者の処遇に支障がない場合であっ

て，指定夜間対応型訪問介護を提供する時間帯

を通じて，これらの者との連携を確保している

ときは，１年以上（特に業務に従事した経験が

必要な者として厚生労働大臣が定めるものに

あっては，３年以上）サービス提供責任者の業

務に従事した経験を有する者をもって充てる

ことができる。 

第４８条～５９条の２０ 略 

    第５節 共生型地域密着型サービスに

関する基準 

（共生型地域密着型通所介護の基準） 

者は，指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護

事業所の所在する建物と同一の建物に居住す

る利用者に対して指定定期巡回・随時対応型訪

問介護看護を提供する場合には，        

         当該建物に居住する利用者以 

外の者に対しても，指定定期巡回・随時対応型

訪問介護看護の提供を行うよう努めなければな

らない。 

第４０条～第４６条 略 

（訪問介護員等の員数） 

第４７条 略 

２ オペレーターは，看護師，介護福祉士その他

指定地域密着型サービスの事業の人員，設備及

び運営に関する基準（平成１８年厚生労働省令

第３４号。以下「指定地域密着型サービス基準」

という。）第６条第２項に規定する厚生労働大

臣が定める者をもって充てなければならない。

ただし，利用者の処遇に支障がない場合であっ

て，指定夜間対応型訪問介護を提供する時間帯

を通じて，これらの者との連携を確保している

ときは，３年以上              

                      

         サービス提供責任者の業

務に従事した経験を有する者をもって充てる

ことができる。 

第４８条～５９条の２０ 略 
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第５９条の２１ 地域密着型通所介護に係る共

生型地域密着型サービス（以下この条及び次条

において「共生型地域密着型通所介護」とい

う。）の事業を行う指定生活介護事業者（障害者

の日常生活及び社会生活を総合的に支援する

ための法律に基づく指定障害福祉サービスの

事業等の人員，設備及び運営に関する基準（平

成１８年厚生労働省令第１７１号。以下この条

において「指定障害福祉サービス等基準」とい

う。）第７８条第１項に規定する指定生活介護

事業者をいう。），指定自立訓練（機能訓練）事

業者（指定障害福祉サービス等基準第１５６条

第１項に規定する指定自立訓練（機能訓練）事

業者をいう。），指定自立訓練（生活訓練）事業

者（指定障害福祉サービス等基準第１６６条第

１項に規定する指定自立訓練（生活訓練）事業

者をいう。），指定児童発達支援事業者（児童福

祉法に基づく指定通所支援の事業等の人員，設

備及び運営に関する基準（平成２４年厚生労働

省令第１５号。以下この条において「指定通所

支援基準」という。）第５条第１項に規定する指

定児童発達支援事業者をいい，主として重症心

身障害児（児童福祉法（昭和２２年法律第１６

４号）第７条第２項に規定する重症心身障害児

をいう。以下この条において同じ。）を通わせる

事業所において指定児童発達支援（指定通所支

援基準第４条に規定する指定児童発達支援を

いう。第１号において同じ。）を提供する事業者

を除く。）及び指定放課後等デイサービス事業

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

60 
 

改 正 後 現 行 

者（指定通所支援基準第６６条第１項に規定す

る指定放課後等デイサービス事業者をいい，主

として重症心身障害児を通わせる事業所にお

いて指定放課後等デイサービス（指定通所支援

基準第６５条に規定する指定放課後等デイサ

ービスをいう。）を提供する事業者を除く。）が

当該事業に関して満たすべき基準は，次のとお

りとする。 

⑴ 指定生活介護事業所（指定障害福祉サービ

ス等基準第７８条第１項に規定する指定生

活介護事業所をいう。），指定自立訓練（機能

訓練）事業所（指定障害福祉サービス等基準

第１５６条第１項に規定する指定自立訓練

（機能訓練）事業所をいう。），指定自立訓練

（生活訓練）事業所（指定障害福祉サービス

等基準第１６６条第１項に規定する指定自

立訓練（生活訓練）事業所をいう。），指定児

童発達支援事業所（指定通所支援基準第５条

第１項に規定する指定児童発達支援事業所

をいう。）又は指定放課後等デイサービス事

業所（指定通所支援基準第６６条第１項に規

定する指定放課後等デイサービス事業所を

いう。）（以下この号において「指定生活介護

事業所等」という。）の従業者の員数が，当該

指定生活介護事業所等が提供する指定生活

介護（指定障害福祉サービス等基準第７７条

に規定する指定生活介護をいう。），指定自立

訓練（機能訓練）（指定障害福祉サービス等基

準第１５５条に規定する指定自立訓練（機能
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訓練）をいう。），指定自立訓練（生活訓練）

（指定障害福祉サービス等基準第１６５条

に規定する指定自立訓練（生活訓練）をい

う。），指定児童発達支援又は指定放課後等デ

イサービス（以下この号において「指定生活

介護等」という。）の利用者の数を指定生活介

護等の利用者及び共生型地域密着型通所介

護の利用者の数の合計数であるとした場合

における当該指定生活介護事業所等として

必要とされる数以上であること。 

⑵ 共生型地域密着型通所介護の利用者に対

して適切なサービスを提供するため，指定地

域密着型通所介護事業所その他の関係施設

から必要な技術的支援を受けていること。 

（準用） 

第５９条の２２ 第９条から第１３条まで，第１

５条から第１８条まで，第２０条，第２２条，

第２８条，第３４条から第３８条まで，第４１

条，第５３条及び第５９条の２，第５９条の４，

第５９条の５第４項並びに前節（第５９条の２

０を除く。）の規定は，共生型地域密着型通所介

護の事業について準用する。この場合におい

て，第９条第１項中「第３１条に規定する運営

規程」とあるのは「運営規程（第５９条の１２

に規定する運営規程をいう。第３４条において

同じ。）」と，「定期巡回・随時対応型訪問介護看

護従業者」とあるのは「共生型地域密着型通所

介護の提供に当たる従業者（以下「共生型地域

密着型通所介護従業者」という。）」と，第３４
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条中「定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業

者」とあるのは「共生型地域密着型通所介護従

業者」と，第５９条の５第４項中「前項ただし

書の場合（指定地域密着型通所介護事業者が第

１項に掲げる設備を利用し，夜間及び深夜に指

定地域密着型通所介護以外のサービスを提供

する場合に限る。）」とあるのは「共生型地域密

着型通所介護事業者が共生型地域密着型通所

介護事業所の設備を利用し，夜間及び深夜に共

生型地域密着型通所介護以外のサービスを提

供する場合」と，第５９条の９第４号，第５９

条の１０第５項及び第５９条の１３第３項中

「指定地域密着型通所介護従業者」とあるのは

「共生型地域密着型通所介護従業者」と，第５

９条の１９第２項第２号中「次条において準用

する第２０条第２項」とあるのは「第２０条第

２項」と，同項第３号中「次条において準用す

る第２８条」とあるのは「第２８条」と，同項

第４号中「次条において準用する第３８条第２

項」とあるのは「第３８条第２項」と読み替え

るものとする。 

    第６節 略 

（この節の趣旨） 

第５９条の２３ 第１節から第４節までの規定

にかかわらず，指定療養通所介護（指定地域密

着型通所介護であって，難病等を有する重度要

介護者又はがん末期の者であって，サービス提

供に当たり常時看護師による観察が必要なも

のを対象者とし，第５９条の３３に規定する療

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    第５節 略 

（この節の趣旨） 

第５９条の２１ 第１節から第４節までの規定

にかかわらず，指定療養通所介護（指定地域密

着型通所介護であって，難病等を有する重度要

介護者又はがん末期の者であって，サービス提

供に当たり常時看護師による観察が必要なも

のを対象者とし，第５９条の３１に規定する療
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養通所介護計画に基づき，入浴，排せつ，食事

等の介護その他の日常生活上の世話及び機能

訓練を行うものをいう。以下同じ。）の事業の基

本方針並びに人員，設備及び運営に関する基準

については，この節に定めるところによる。 

第５９条の２４ 略 

第５９条の２５ 略 

第５９条の２６ 略 

（利用定員） 

第５９条の２７ 指定療養通所介護事業所は，そ

の利用定員（当該指定療養通所介護事業所にお

いて同時に指定療養通所介護の提供を受ける

ことができる利用者の数の上限をいう。以下こ

の節において同じ。）を１８人以下とする。 

第５９条の２８ 略 

（内容及び手続の説明及び同意） 

第５９条の２９ 指定療養通所介護事業者は，指

定療養通所介護の提供の開始に際し，あらかじ

め，利用申込者又はその家族に対し，第５９条

の３６に規定する重要事項に関する規程の概

要，療養通所介護従業者勤務の体制，第５９条

の３４第１項に規定する利用者ごとに定めた

緊急時等の対応策，主治の医師及び第５９条の

３７第１項に規定する緊急時対応医療機関と

の連絡体制並びにその他の利用申込者のサー

ビスの選択に資すると認められる重要事項を

記した文書を交付して説明を行い，当該提供の

開始について利用申込者の同意を得なければ

ならない。 

養通所介護計画に基づき，入浴，排せつ，食事

等の介護その他の日常生活上の世話及び機能

訓練を行うものをいう。以下同じ。）の事業の基 

本方針並びに人員，設備及び運営に関する基準 

については，この節に定めるところによる。 

第５９条の２２ 略 

第５９条の２３ 略 

第５９条の２４ 略 

（利用定員） 

第５９条の２５ 指定療養通所介護事業所は，そ

の利用定員（当該指定療養通所介護事業所にお

いて同時に指定療養通所介護の提供を受ける

ことができる利用者の数の上限をいう。以下こ

の節において同じ。）を９人 以下とする。 

第５９条の２６ 略 

（内容及び手続の説明及び同意） 

第５９条の２７ 指定療養通所介護事業者は，指

定療養通所介護の提供の開始に際し，あらかじ

め，利用申込者又はその家族に対し，第５９条

の３４に規定する運営規程      の概

要，療養通所介護従業者勤務の体制，第５９条

の３２第１項に規定する利用者ごとに定めた

緊急時等の対応策，主治の医師及び第５９条の

３５第１項に規定する緊急時対応医療機関と

の連絡体制並びにその他の利用申込者のサー

ビスの選択に資すると認められる重要事項を

記した文書を交付して説明を行い，当該提供の

開始について利用申込者の同意を得なければ

ならない。 
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２ 略 

第５９条の３０ 略 

第５９条の３１ 略 

第５９条の３２ 略 

第５９条の３３ 略 

（緊急時等の対応） 

第５９条の３４ 略 

２ 略 

３ 療養通所介護従業者は，現に指定療養通所介

護の提供を行っているときに利用者の病状の

急変が生じた場合その他必要な場合は，緊急時

等の対応策に基づき，速やかに主治の医師又は

第５９条の３７第１項に規定する緊急時対応

医療機関への連絡を行う等の必要な措置を講

じなければならない。 

４・５ 略  

第５９条の３５ 略 

第５９条の３６ 略 

第５９条の３７ 略 

第５９条の３８ 略 

第５９条の３９ 略 

（準用） 

第５９条の４０ 第１０条から第１３条まで，第

１６条から第１８条まで，第２０条，第２２条，

第２８条，第３４条から第３８条まで，第４１

条，第５９条の７（第３項第２号を除く。），第

５９条の８及び第５９条の１３から第５９条

の１８までの規定は，指定療養通所介護の事業

について準用する。この場合において，第３４

２ 略 

第５９条の２８ 略 

第５９条の２９ 略 

第５９条の３０ 略 

第５９条の３１ 略 

（緊急時等の対応） 

第５９条の３２ 略 

２ 略 

３ 療養通所介護従業者は，現に指定療養通所介

護の提供を行っているときに利用者の病状の

急変が生じた場合その他必要な場合は，緊急時

等の対応策に基づき，速やかに主治の医師又は

第５９条の３５第１項に規定する緊急時対応

医療機関への連絡を行う等の必要な措置を講

じなければならない。 

４・５ 略  

第５９条の３３ 略 

第５９条の３４ 略 

第５９条の３５ 略 

第５９条の３６ 略 

第５９条の３７ 略 

（準用） 

第５９条の３８ 第１０条から第１３条まで，第

１６条から第１８条まで，第２０条，第２２条，

第２８条，第３４条から第３８条まで，第４１

条，第５９条の７（第３項第２号を除く。），第

５９条の８及び第５９条の１３から第５９条

の１８までの規定は，指定療養通所介護の事業 

 について準用する。この場合において，第３４ 
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条中「運営規程」とあるのは「第５９条の３６

に規定する重要事項に関する規程」と，「定期巡

回・随時対応型訪問介護看護従業者」とあるの

は「療養通所介護従業者」と，第５９条の１３

第３項中「地域密着型通所介護従業者」とある

のは「療養通所介護従業者」と，第５９条の１

７第１項中「地域密着型通所介護について知見

を有する者」とあるのは「療養通所介護につい

て知見を有する者」と，「６月」とあるのは「１

２月」と，同条第３項中「当たっては」とある

のは「当たっては，利用者の状態に応じて」と，

第５９条の１８第４項中「第５９条の５第４

項」とあるのは「第５９条の２６第４項」と読

み替えるものとする。 

第６０条 略 

（従業者の員数） 

第６１条 単独型指定認知症対応型通所介護（特

別養護老人ホーム等（特別養護老人ホーム（老

人福祉法（昭和３８年法律第１３３号）第２０

条の５に規定する特別養護老人ホームをいう。

以下同じ。），同法第２０条の４に規定する養護

老人ホーム，病院，診療所，介護老人保健施設，

介護医療院，社会福祉施設又は特定施設に併設

されていない事業所において行われる指定認

知症対応型通所介護をいう。以下同じ。））の事

業を行う者及び併設型指定認知症対応型通所

介護（特別養護老人ホーム等に併設されている

事業所において行われる指定認知症対応型通

所介護をいう。以下同じ。）の事業を行う者（以

条中                    

                 「定期巡

回・随時対応型訪問介護看護従業者」とあるの

は「療養通所介護従業者」と，第５９条の１３

第３項中「地域密着型通所介護従業者」とある

のは「療養通所介護従業者」と，第５９条の１

７第１項中「地域密着型通所介護について知見

を有する者」とあるのは「療養通所介護につい

て知見を有する者」と，「６月」とあるのは「１

２月」と，同条第３項中「当たっては」とある

のは「当たっては，利用者の状態に応じて」と，

第５９条の１８第４項中「第５９条の５第４

項」とあるのは「第５９条の２６第４項」と読

み替えるものとする。 

第６０条 略 

（従業者の員数） 

第６１条 単独型指定認知症対応型通所介護（特

別養護老人ホーム等（特別養護老人ホーム（老

人福祉法（昭和３８年法律第１３３号）第２０

条の５に規定する特別養護老人ホームをいう。

以下同じ。），同法第２０条の４に規定する養護

老人ホーム，病院，診療所，介護老人保健施設 

      ，社会福祉施設又は特定施設に併設

されていない事業所において行われる指定認

知症対応型通所介護をいう。以下同じ。））の事

業を行う者及び併設型指定認知症対応型通所

介護（特別養護老人ホーム等に併設されている

事業所において行われる指定認知症対応型通

所介護をいう。以下同じ。）の事業を行う者（以
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下「単独型・併設型指定認知症対応型通所介護

事業者」という。）が当該事業を行う事業所（以

下「単独型・併設型指定認知症対応型通所介護

事業所」という。）ごとに置くべき従業者の員数

は，次のとおりとする。 

⑴～⑶ 略 

２～７ 略 

第６２条～第６４条 略 

（利用定員等） 

第６５条 共用型指定認知症対応型通所介護事

業所の利用定員（当該共用型指定認知症対応型

通所介護事業所において同時に共用型指定認

知症対応型通所介護の提供を受けることがで

きる利用者の数の上限をいう。）は，指定認知症

対応型共同生活介護事業所又は指定介護予防

認知症対応型共同生活介護事業所においては

共同生活住居（法第８条第２０項又は法第８条

の２第１５項に規定する共同生活を営むべき

住居をいう。）ごとに，指定地域密着型特定施設

又は指定地域密着型介護老人福祉施設（ユニッ

ト型指定地域密着型介護老人福祉施設（第１７

８条に規定するユニット型指定地域密着型介

護老人福祉施設をいう。以下この項において同

じ。）を除く。）においては施設ごとに１日当た

り３人以下とし，ユニット型指定地域密着型介

護老人福祉施設においてはユニットごとに当

該ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施

設の入居者の数と当該共用型指定認知症対応

型通所介護の利用者の数の合計が１日当たり

下「単独型・併設型指定認知症対応型通所介護

事業者」という。）が当該事業を行う事業所（以

下「単独型・併設型指定認知症対応型通所介護

事業所」という。）ごとに置くべき従業者の員数

は，次のとおりとする。 

⑴～⑶ 略 

２～７ 略 

第６２条～第６４条 略 

（利用定員等） 

第６５条 共用型指定認知症対応型通所介護事

業所の利用定員（当該共用型指定認知症対応型

通所介護事業所において同時に共用型指定認

知症対応型通所介護の提供を受けることがで

きる利用者の数の上限をいう。）は，指定認知症

対応型共同生活介護事業所又は指定介護予防

認知症対応型共同生活介護事業所においては

共同生活住居（法第８条第２０項又は法第８条

の２第１５項に規定する共同生活を営むべき

住居をいう。）ごとに，指定地域密着型特定施設

又は指定地域密着型介護老人福祉施設     

                       

                       

                       

       においては施設ごとに１日当た

り３人以下とする              
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１２人以下となる数とする。 

２ 共用型指定認知症対応型通所介護事業者は，

指定居宅サービス（法第４１条第１項に規定す

る指定居宅サービスをいう。以下同じ。），指定

地域密着型サービス，指定居宅介護支援（法第

４６条第１項に規定する指定居宅介護支援を

いう。），指定介護予防サービス（法第５３条第

１項に規定する指定介護予防サービスをいう。

以下同じ。），指定地域密着型介護予防サービス

（法第５４条の２第１項に規定する指定地域

密着型介護予防サービスをいう。以下同じ。）若

しくは指定介護予防支援（法第５８条第１項に

規定する指定介護予防支援をいう。）の事業又

は介護保険施設（法第８条第２５項に規定する

介護保険施設をいう。以下同じ。）若しくは指定

介護療養型医療施設の運営（第８２条第７項及

び第１９１条第８項において「指定居宅サービ

ス事業等」という。）について３年以上の経験を

有する者でなければならない。 

第６６条～第８１条 略 

（従業者の員数等） 

第８２条 指定小規模多機能型居宅介護の事業

を行う者（以下「指定小規模多機能型居宅介護

事業者」という。）が当該事業を行う事業所（以

下「指定小規模多機能型居宅介護事業所」とい

う。）ごとに置くべき指定小規模多機能型居宅

介護の提供に当たる従業者（以下「小規模多機

能型居宅介護従業者」という。）の員数は，夜間

及び深夜の時間帯以外の時間帯に指定小規模

             。 

２ 共用型指定認知症対応型通所介護事業者は，

指定居宅サービス（法第４１条第１項に規定す

る指定居宅サービスをいう。以下同じ。），指定

地域密着型サービス，指定居宅介護支援（法第

４６条第１項に規定する指定居宅介護支援を

いう。），指定介護予防サービス（法第５３条第

１項に規定する指定介護予防サービスをいう。

以下同じ。），指定地域密着型介護予防サービス

（法第５４条の２第１項に規定する指定地域

密着型介護予防サービスをいう。以下同じ。）若

しくは指定介護予防支援（法第５８条第１項に

規定する指定介護予防支援をいう。）の事業又

は介護保険施設（法第８条第２５項に規定する

介護保険施設をいう。以下同じ。）若しくは指定

介護療養型医療施設の運営（第８２条第７項  

          において「指定居宅サービ

ス事業等」という。）について３年以上の経験を

有する者でなければならない。 

第６６条～第８１条 略 

（従業者の員数等） 

第８２条 指定小規模多機能型居宅介護の事業

を行う者（以下「指定小規模多機能型居宅介護

事業者」という。）が当該事業を行う事業所（以

下「指定小規模多機能型居宅介護事業所」とい

う。）ごとに置くべき指定小規模多機能型居宅

介護の提供に当たる従業者（以下「小規模多機

能型居宅介護従業者」という。）の員数は，夜間

及び深夜の時間帯以外の時間帯に指定小規模
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多機能型居宅介護の提供に当たる小規模多機

能型居宅介護従業者については，常勤換算方法

で，通いサービス（登録者（指定小規模多機能

型居宅介護を利用するために指定小規模多機

能型居宅介護事業所に登録を受けた者をいう。

以下この章において同じ。）を指定小規模多機

能型居宅介護事業所に通わせて行う小規模多

機能型居宅介護をいう。以下この章において同

じ。）の提供に当たる者をその利用者（当該指定

小規模多機能型居宅介護事業者が指定介護予

防小規模多機能型居宅介護事業者（指定地域密

着型介護予防サービス基準条例第４４条第１

項に規定する指定介護予防小規模多機能型居

宅介護事業者をいう。以下この章において同

じ。）の指定を併せて受け，かつ，指定小規模多

機能型居宅介護の事業と指定介護予防小規模

多機能型居宅介護（指定地域密着型介護予防サ

ービス基準条例第４３条に規定する指定介護

予防小規模多機能型居宅介護をいう。以下この

章において同じ。）の事業とが同一の事業所に

おいて一体的に運営されている場合にあって

は，当該事業所における指定小規模多機能型居

宅介護又は指定介護予防小規模多機能型居宅

介護の利用者。以下この節及び次節において同

じ。）の数が３人又はその端数を増すごとに１

人以上及び訪問サービス（小規模多機能型居宅

介護従業者が登録者の居宅を訪問し，当該居宅

において行う小規模多機能型居宅介護 （第７

項に規定する本体事業所である指定小規模多

多機能型居宅介護の提供に当たる小規模多機

能型居宅介護従業者については，常勤換算方法

で，通いサービス（登録者（指定小規模多機能

型居宅介護を利用するために指定小規模多機

能型居宅介護事業所に登録を受けた者をいう。

以下この章において同じ。）を指定小規模多機

能型居宅介護事業所に通わせて行う小規模多

機能型居宅介護をいう。以下この章において同

じ。）の提供に当たる者をその利用者（当該指定

小規模多機能型居宅介護事業者が指定介護予

防小規模多機能型居宅介護事業者（指定地域密

着型介護予防サービス基準条例第４４条第１

項に規定する指定介護予防小規模多機能型居

宅介護事業者をいう。以下この章において同

じ。）の指定を併せて受け，かつ，指定小規模多

機能型居宅介護の事業と指定介護予防小規模

多機能型居宅介護（指定地域密着型介護予防サ

ービス基準条例第４３条に規定する指定介護

予防小規模多機能型居宅介護をいう。以下この

章において同じ。）の事業とが同一の事業所に

おいて一体的に運営されている場合にあって

は，当該事業所における指定小規模多機能型居

宅介護又は指定介護予防小規模多機能型居宅

介護の利用者。以下この節及び次節において同

じ。）の数が３人又はその端数を増すごとに１

人以上及び訪問サービス（小規模多機能型居宅

介護従業者が登録者の居宅を訪問し，当該居宅

において行う小規模多機能型居宅介護，（第７

項に規定する本体事業所である指定小規模多
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機能型居宅介護事業所にあっては当該本体事

業所に係る同項に規定するサテライト型指定

小規模多機能型居宅介護事業所の登録者の居

宅において行う指定小規模多機能型居宅介護

を，同項に規定するサテライト型指定小規模多

機能型居宅介護事業所にあっては当該サテラ

イト型指定小規模多機能型居宅介護事業所に

係る同項に規定する本体事業所並びに当該本

体事業所に係る他の同項に規定するサテライ

ト型指定小規模多機能型居宅介護事業所及び

第１９１条第８項に規定するサテライト型指

定看護小規模多機能型居宅介護事業所の登録

者の居宅において行う指定小規模多機能型居

宅介護を含む。）をいう。以下この章において同

じ。）の提供に当たる者を１人以上とし，夜間及

び深夜の時間帯を通じて指定小規模多機能型

居宅介護の提供に当たる小規模多機能型居宅

介護従業者については，夜間及び深夜の勤務

（夜間及び深夜の時間帯に行われる勤務（宿直

勤務を除く。）をいう。第５項において同じ。）

に当たる者を１人以上及び宿直勤務に当たる

者を当該宿直勤務に必要な数以上とする。 

２～５ 略 

６ 次の表の左欄に掲げる場合において，前各項

に定める人員に関する基準を満たす小規模多

機能型居宅介護従業者を置くほか，同表の中欄

に掲げる施設等の人員に関する基準を満たす

従業者を置いているときは，同表の右欄に掲げ

る当該小規模多機能型居宅介護従業者は，同表

機能型居宅介護事業所にあっては当該本体事

業所に係る同項に規定するサテライト型指定

小規模多機能型居宅介護事業所の登録者の居

宅において行う指定小規模多機能型居宅介護

を，同項に規定するサテライト型指定小規模多

機能型居宅介護事業所にあっては当該サテラ

イト型指定小規模多機能型居宅介護事業所に

係る同項に規定する本体事業所及び 当該本

体事業所に係る他の同項に規定するサテライ

ト型指定小規模多機能型居宅介護事業所    

                       

                  の登録

者の居宅において行う指定小規模多機能型居

宅介護を含む。）をいう。以下この章において同

じ。）の提供に当たる者を１人以上とし，夜間及

び深夜の時間帯を通じて指定小規模多機能型

居宅介護の提供に当たる小規模多機能型居宅

介護従業者については，夜間及び深夜の勤務

（夜間及び深夜の時間帯に行われる勤務（宿直

勤務を除く。）をいう。第５項において同じ。）

に当たる者を１人以上及び宿直勤務に当たる

者を当該宿直勤務に必要な数以上とする。 

２～５ 略 

６ 次の表の左欄に掲げる場合において，前各項

に定める人員に関する基準を満たす小規模多

機能型居宅介護従業者を置くほか，同表の中欄

に掲げる施設等の人員に関する基準を満たす

従業者を置いているときは，同表の右欄に掲げ

る当該小規模多機能型居宅介護従業者は，同表
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の中欄に掲げる施設等の職務に従事すること

ができる。 

当該指定小

規模多機能

型居宅介護

事業所に中

欄に掲げる

施設等のい

ずれかが併

設されてい

る場合 

指定認知症対応型共

同生活介護事業所，

指定地域密着型特定

施設，指定地域密着

型介護老人福祉施設 

， 指定介護療養型

医療施設（医療法（昭

和２３年法律第２０

５号）第７条第２項

第４号に規定する療

養病床を有する診療

所であるものに限

る。）又は介護医療院 

介護 

職員 

略 略 略 

７ 第１項の規定にかかわらず，サテライト型指

定小規模多機能型居宅介護事業所（指定小規模

多機能型居宅介護事業所であって，指定居宅サ

ービス事業等その他の保健医療又は福祉に関

する事業について３年以上の経験を有する指

定小規模多機能型居宅介護事業者又は指定看

護小規模多機能型居宅介護事業者により設置

される当該指定小規模多機能型居宅介護事業

所以外の指定小規模多機能型居宅介護事業所

又は指定看護小規模多機能型居宅介護事業所

であって当該指定小規模多機能型居宅介護事

業所に対して指定小規模多機能型居宅介護の

提供に係る支援を行うもの（以下この章におい

て「本体事業所」という。）との密接な連携の下

に運営されるものをいう。以下同じ。）に置くべ

き訪問サービスの提供に当たる小規模多機能

型居宅介護従業者については，本体事業所の職

員により当該サテライト型指定小規模多機能

の中欄に掲げる施設等の職務に従事すること

ができる。 

当該指定小

規模多機能

型居宅介護

事業所に中

欄に掲げる

施設等のい

ずれかが併

設されてい

る場合 

指定認知症対応型共

同生活介護事業所，

指定地域密着型特定

施設，指定地域密着

型介護老人福祉施設 

又は指定介護療養型

医療施設（医療法（昭

和２３年法律第２０

５号）第７条第２項

第４号に規定する療

養病床を有する診療

所であるものに限

る。）        

介護 

職員 

略 略 略 

７ 第１項の規定にかかわらず，サテライト型指

定小規模多機能型居宅介護事業所（指定小規模

多機能型居宅介護事業所であって，指定居宅サ

ービス事業等その他の保健医療又は福祉に関

する事業について３年以上の経験を有する指

定小規模多機能型居宅介護事業者又は指定看

護小規模多機能型居宅介護事業者により設置

される当該指定小規模多機能型居宅介護事業

所以外の指定小規模多機能型居宅介護事業所

又は指定看護小規模多機能型居宅介護事業所

であって当該指定小規模多機能型居宅介護事

業所に対して指定小規模多機能型居宅介護の

提供に係る支援を行うもの（以下       

  「本体事業所」という。）との密接な連携の下

に運営されるものをいう。以下同じ。）に置くべ

き訪問サービスの提供に当たる小規模多機能

型居宅介護従業者については，本体事業所の職

員により当該サテライト型指定小規模多機能



 

 

71 
 

改 正 後 現 行 

型居宅介護事業所の登録者の処遇が適切に行

われると認められるときは，１人以上とするこ

とができる。 

８～１３ 略 

（管理者） 

第８３条 略 

２ 略 

３ 前２項の管理者は，特別養護老人ホーム，老

人デイサービスセンター（老人福祉法第２０条

の２の２に規定する老人デイサービスセンタ

ーをいう。以下同じ。），介護老人保健施設，介

護医療院，指定小規模多機能型居宅介護事業

所，指定認知症対応型共同生活介護事業所，指

定複合型サービス事業所（第１９３条に規定す

る指定複合型サービス事業所をいう。次条にお

いて同じ。）等の従業者又は訪問介護員等（介護

福祉士又は法第８条第２項に規定する政令で

定める者をいう。次条，第１１１条第２項，第

１１２条及び第１９３条において同じ。）とし

て３年以上認知症である者の介護に従事した

経験を有する者であって，指定地域密着型サー

ビス基準第６４条第３項に規定する厚生労働

大臣が定める研修を修了しているものでなけ

ればならない。 

（指定小規模多機能型居宅介護事業者の代表

者） 

第８４条 指定小規模多機能型居宅介護事業者

の代表者は，特別養護老人ホーム，老人デイサ

ービスセンター，介護老人保健施設，介護医療

型居宅介護事業所の登録者の処遇が適切に行

われると認められるときは，１人以上とするこ

とができる。 

８～１３ 略 

（管理者） 

第８３条 略 

２ 略 

３ 前２項の管理者は，特別養護老人ホーム，老

人デイサービスセンター（老人福祉法第２０条

の２の２に規定する老人デイサービスセンタ

ーをいう。以下同じ。），介護老人保健施設   

     ，指定小規模多機能型居宅介護事業

所，指定認知症対応型共同生活介護事業所，指

定複合型サービス事業所（第１９３条に規定す

る指定複合型サービス事業所をいう。次条にお

いて同じ。）等の従業者又は訪問介護員等（介護

福祉士又は法第８条第２項に規定する政令で

定める者をいう。次条，第１１１条第２項，第

１１２条及び第１９３条において同じ。）とし

て３年以上認知症である者の介護に従事した

経験を有する者であって，指定地域密着型サー

ビス基準第６４条第３項に規定する厚生労働

大臣が定める研修を修了しているものでなけ

ればならない。 

（指定小規模多機能型居宅介護事業者の代表

者） 

第８４条 指定小規模多機能型居宅介護事業者

の代表者は，特別養護老人ホーム，老人デイサ

ービスセンター，介護老人保健施設    
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院，指定小規模多機能型居宅介護事業所，指定

認知症対応型共同生活介護事業所，指定複合型

サービス事業所等の従業者，訪問介護員等とし

て認知症である者の介護に従事した経験を有

する者又は保健医療サービス若しくは福祉サ

ービスの経営に携わった経験を有する者であ

って，指定地域密着型サービス基準第６５条に

規定する厚生労働大臣が定める研修を修了し

ているものでなければならない。 

第８５条～第１０２条 略 

（協力医療機関等） 

第１０３条 略 

２ 略 

３ 指定小規模多機能型居宅介護事業者は，サー

ビスの提供体制の確保，夜間における緊急時の

対応等のため，介護老人福祉施設，介護老人保

健施設，介護医療院，病院等との間の連携及び

支援の体制を整えなければならない。 

第１０４条～第１１０条 略 

（管理者） 

第１１１条 略 

２ 共同生活住居の管理者は，適切な指定認知症

対応型共同生活介護を提供するために必要な

知識及び経験を有し，特別養護老人ホーム，老

人デイサービスセンター，介護老人保健施設，

介護医療院，指定認知症対応型共同生活介護事

業所等の従業者又は訪問介護員等として，３年

以上認知症である者の介護に従事した経験を

有する者であって，指定地域密着型サービス基

 ，指定小規模多機能型居宅介護事業所，指定

認知症対応型共同生活介護事業所，指定複合型

サービス事業所等の従業者，訪問介護員等とし

て認知症である者の介護に従事した経験を有

する者又は保健医療サービス若しくは福祉サ

ービスの経営に携わった経験を有する者であ

って，指定地域密着型サービス基準第６５条に

規定する厚生労働大臣が定める研修を修了し

ているものでなければならない。 

第８５条～第１０２条 略 

（協力医療機関等） 

第１０３条 略 

２ 略 

３ 指定小規模多機能型居宅介護事業者は，サー

ビスの提供体制の確保，夜間における緊急時の

対応等のため，介護老人福祉施設，介護老人保

健施設      ，病院等との間の連携及び

支援の体制を整えなければならない。 

第１０４条～第１１０条 略 

（管理者） 

第１１１条 略 

２ 共同生活住居の管理者は，適切な指定認知症 

対応型共同生活介護を提供するために必要な

知識及び経験を有し，特別養護老人ホーム，老

人デイサービスセンター，介護老人保健施設  

     ，指定認知症対応型共同生活介護事

業所等の従業者又は訪問介護員等として，３年

以上認知症である者の介護に従事した経験を

有する者であって，指定地域密着型サービス基
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準第９１条第２項に規定する厚生労働大臣が

定める研修を修了しているものでなければな

らない。 

（指定認知症対応型共同生活介護事業者の代

表者） 

第１１２条 指定認知症対応型共同生活介護事

業者の代表者は，特別養護老人ホーム，老人デ

イサービスセンター，介護老人保健施設，介護

医療院，指定認知症対応型共同生活介護事業所

等の従業者若しくは訪問介護員等として，認知

症である者の介護に従事した経験を有する者

又は保健医療サービス若しくは福祉サービス

の提供を行う事業の経営に携わった経験を有

する者であって，指定地域密着型サービス基準

第９２条に規定する厚生労働大臣が定める研

修を修了しているものでなければならない。 

第１１３条～第１１６条 略 

（指定認知症対応型共同生活介護の取扱方針） 

第１１７条 略 

２～６ 略 

７ 指定認知症対応型共同生活介護事業者は，身

体的拘束等の適正化を図るため，次に掲げる措

置を講じなければならない。 

⑴ 身体的拘束等の適正化のための対策を検

討する委員会を３月に１回以上開催すると

ともに，その結果について，介護従業者その

他の従業者に周知徹底を図ること。 

⑵ 身体的拘束等の適正化のための指針を整

備すること。 

準第９１条第２項に規定する厚生労働大臣が

定める研修を修了しているものでなければな

らない。 

（指定認知症対応型共同生活介護事業者の代

表者） 

第１１２条 指定認知症対応型共同生活介護事

業者の代表者は，特別養護老人ホーム，老人デ

イサービスセンター，介護老人保健施設    

    ，指定認知症対応型共同生活介護事業所

等の従業者若しくは訪問介護員等として，認知

症である者の介護に従事した経験を有する者

又は保健医療サービス若しくは福祉サービス

の提供を行う事業の経営に携わった経験を有

する者であって，指定地域密着型サービス基準

第９２条に規定する厚生労働大臣が定める研

修を修了しているものでなければならない。 

第１１３条～第１１６条 略 

（指定認知症対応型共同生活介護の取扱方針） 

第１１７条 略 

２～６ 略 
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⑶ 介護従業者その他の従業者に対し，身体的

拘束等の適正化のための研修を定期的に実

施すること。 

８ 略 

第１１８条～第１２４条 略 

（協力医療機関等） 

第１２５条 略 

２ 略 

３ 指定認知症対応型共同生活介護事業者は，サ

ービスの提供体制の確保，夜間における緊急時

の対応等のため，介護老人福祉施設，介護老人

保健施設，介護医療院，病院等との間の連携及

び支援の体制を整えなければならない。 

第１２６条～第１２９条 略 

（従業者の員数） 

第１３０条 略 

２・３ 略 

４ 第１項第２号の看護職員及び介護職員は，主

として指定地域密着型特定施設入居者生活介

護の提供に当たるものとし，看護職員及び介護

職員のうちそれぞれ    １人以上は，常勤

の者でなければならない。ただし，サテライト

型特定施設（当該施設を設置しようとする者に

より設置される当該施設以外の介護老人保健

施設，介護医療院又は病院若しくは診療所であ

って当該施設に対する支援機能を有するもの

（以下この章において「本体施設」という。）と

の密接な連携を確保しつつ，本体施設とは別の

場所で運営される指定地域密着型特定施設を

 

 

 

７ 略 

第１１８条～第１２４条 略 

（協力医療機関等） 

第１２５条 略 

２ 略 

３ 指定認知症対応型共同生活介護事業者は，サ

ービスの提供体制の確保，夜間における緊急時

の対応等のため，介護老人福祉施設，介護老人

保健施設      ，病院等との間の連携及

び支援の体制を整えなければならない。 

第１２６条～第１２９条 略 

（従業者の員数） 

第１３０条 略 

２・３ 略 

４ 第１項第２号の看護職員及び介護職員は，主

として指定地域密着型特定施設入居者生活介

護の提供に当たるものとし，看護職員のうち１

人以上，及び介護職員のうち１人以上は，常勤

の者でなければならない。ただし，サテライト

型特定施設（当該施設を設置しようとする者に

より設置される当該施設以外の介護老人保健

施設     又は病院若しくは診療所であ

って当該施設に対する支援機能を有するもの

（以下この章において「本体施設」という。）と

の密接な連携を確保しつつ，本体施設とは別の

場所で運営される指定地域密着型特定施設を
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いう。以下同じ。）にあっては，常勤換算方法で

１人以上とする。 

５・６ 略  

７ 第１項第１号，第３号及び第４号並びに前項

の規定にかかわらず，サテライト型特定施設の

生活相談員，機能訓練指導員又は計画作成担当

者については，次に掲げる本体施設の場合に

は，次の各号に掲げる区分に応じ，当該各号に

定める職員により当該サテライト型特定施設

の入居者の処遇が適切に行われると認められ

るときは，これを置かないことができる。 

⑴ 介護老人保健施設 支援相談員，理学療法

士，作業療法士若しくは言語聴覚士又は介護

支援専門員 

⑵ 略 

⑶ 介護医療院 介護支援専門員 

８～１０ 略  

第１３１条～第１３７条 略 

（指定地域密着型特定施設入居者生活介護の

取扱方針） 

第１３８条 略 

２～５ 略 

６ 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事

業者は，身体的拘束等の適正化を図るため，次

に掲げる措置を講じなければならない。 

⑴ 身体的拘束等の適正化のための対策を検

討する委員会を３月に１回以上開催すると

ともに，その結果について，介護職員その他

の従業者に周知徹底を図ること。 

いう。以下同じ。）にあっては，常勤換算方法で

１人以上とする。 

５・６ 略 

７ 第１項第１号，第３号及び第４号並びに前項

の規定にかかわらず，サテライト型特定施設の

生活相談員，機能訓練指導員又は計画作成担当

者については，次に掲げる本体施設の場合に

は，次の各号に掲げる区分に応じ，当該各号に

定める職員により当該サテライト型特定施設

の入居者の処遇が適切に行われると認められ

るときは，これを置かないことができる。 

⑴ 介護老人保健施設 支援相談員，理学療法

士若しくは作業療法士     又は介護

支援専門員 

⑵ 略  

 

８～１０ 略 

第１３１条～第１３７条 略 

（指定地域密着型特定施設入居者生活介護の

取扱方針） 

第１３８条 略 

２～５ 略 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

76 
 

改 正 後 現 行 

⑵ 身体的拘束等の適正化のための指針を整

備すること。 

⑶ 介護職員その他の従業者に対し，身体的拘

束等の適正化のための研修を定期的に実施

すること。 

７ 略 

第１３９条～第１５０条 略 

（従業者の員数） 

第１５１条 略 

２ 略 

３ 指定地域密着型介護老人福祉施設の従業者

は，専ら当該指定地域密着型介護老人福祉施設

の職務に従事する者でなければならない。ただ

し，指定地域密着型介護老人福祉施設（ユニッ

ト型指定地域密着型介護老人福祉施設（第１７

８条に規定するユニット型指定地域密着型介

護老人福祉施設をいう。以下この項において同

じ。）を除く。以下この項において同じ。）に 

ユニット型指定介護老人福祉施設（指定介護老

人福祉施設の人員，設備及び運営に関する基準

（平成１１年厚生省令第３９号。以下「指定介

護老人福祉施設基準」という。）第３８条に規定

するユニット型指定介護老人福祉施設をいう。

以下この項において同じ。）を併設する場合の

指定地域密着型介護老人福祉施設及びユニッ

ト型指定介護老人福祉施設の介護職員及び看

護職員（指定介護老人福祉施設基準第４７条第

２項の規定に基づき配置される看護職員に限

る。）又は指定地域密着型介護老人福祉施設に

 

 

 

 

 

６ 略 

第１３９条～第１５０条 略 

（従業者の員数） 

第１５１条 略 

２ 略 

３ 指定地域密着型介護老人福祉施設の従業者

は，専ら当該指定地域密着型介護老人福祉施設

の職務に従事する者でなければならない。ただ

し，指定地域密着型介護老人福祉施設（ユニッ

ト型指定地域密着型介護老人福祉施設（第１７

８条に規定するユニット型指定地域密着型介

護老人福祉施設をいう。以下この項において同

じ。）を除く。以下この条において同じ。）及び

ユニット型指定介護老人福祉施設（指定介護老

人福祉施設の人員，設備及び運営に関する基準

（平成１１年厚生省令第３９号）         

             第３８条に規定 

するユニット型指定介護老人福祉施設をいう。 

）            を併設する場合  

                      

                      

                      

                      

   又は指定地域密着型介護老人福祉施設及
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 ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施

設を併設する場合の指定地域密着型介護老人

福祉施設及びユニット型指定地域密着型介護

老人福祉施設の介護職員及び看護職員（第１８

７条第２項の規定に基づき配置される看護職

員に限る。）を除き，入所者の処遇に支障がない

場合は，この限りでない。 

４ 第１項第１号の規定にかかわらず，サテライ

ト型居住施設（当該施設を設置しようとする者

により設置される当該施設以外の指定介護老

人福祉施設，指定地域密着型介護老人福祉施設

（サテライト型居住施設である指定地域密着

型介護老人福祉施設を除く。第８項第１号及び

第１７項，第１５２条第１項第６号並びに第１

８０条第１項第３号において同じ。），介護老人

保健施設，介護医療院又は病院若しくは診療所

であって当該施設に対する支援機能を有する

もの（以下この章において「本体施設」という。）

との密接な連携を確保しつつ，本体施設とは別

の場所で運営される指定地域密着型介護老人

福祉施設をいう。以下同じ。）の医師について

は，本体施設の医師により当該サテライト型居

住施設の入所者の健康管理が適切に行われる

と認められるときは，これを置かないことがで

きる。 

５～７ 略 

８ 第１項第２号及び第４号から第６号までの

規定にかかわらず，サテライト型居住施設の生

活相談員，栄養士，機能訓練指導員又は介護支

びユニット型指定地域密着型介護老人福祉施

設を併設する場合            

                    

      の介護職員及び看護職員（第１８

７条第２項の規定に基づき配置される看護職

員に限る。）を除き，入所者の処遇に支障がない

場合は，この限りでない。 

４ 第１項第１号の規定にかかわらず，サテライ

ト型居住施設（当該施設を設置しようとする者

により設置される当該施設以外の指定介護老

人福祉施設，指定地域密着型介護老人福祉施設

（サテライト型居住施設である指定地域密着

型介護老人福祉施設を除く。第８項第１号及び

第１７項，第１５２条第１項第６号並びに第１

８０条第１項第３号において同じ。），介護老人

保健施設     又は病院若しくは診療所

であって当該施設に対する支援機能を有する

もの（以下この章において「本体施設」という。）

との密接な連携を確保しつつ，本体施設とは別

の場所で運営される指定地域密着型介護老人

福祉施設をいう。以下同じ。）の医師について

は，本体施設の医師により当該サテライト型居

住施設の入所者の健康管理が適切に行われる

と認められるときは，これを置かないことがで

きる。 

５～７ 略 

８ 第１項第２号及び第４号から第６号までの

規定にかかわらず，サテライト型居住施設の生

活相談員，栄養士，機能訓練指導員又は介護支
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援専門員については，次に掲げる本体施設の場

合には，次の各号に掲げる区分に応じ，当該各

号に定める職員により当該サテライト型居住

施設の入所者の処遇が適切に行われると認め

られるときは，これを置かないことができる。 

⑴ 略 

⑵ 介護老人保健施設 支援相談員，栄養士，

理学療法士，作業療法士若しくは言語聴覚士

又は介護支援専門員 

⑶ 略 

⑷ 介護医療院 栄養士又は介護支援専門員 

９～１７ 略 

第１５２条 略 

（サービス提供困難時の対応） 

第１５３条 指定地域密着型介護老人福祉施設

は，入所申込者が入院治療を必要とする場合そ

の他入所申込者に対し自ら適切な便宜を提供

することが困難である場合は，適切な病院若し

くは診療所又は介護老人保健施設若しくは介

護医療院を紹介する等の適切な措置を速やか

に講じなければならない。 

第１５４条～第１５６条 略 

（指定地域密着型介護老人福祉施設入所者生

活介護の取扱方針） 

第１５７条 略 

２～５ 略 

６ 指定地域密着型介護老人福祉施設は，身体的

拘束等の適正化を図るため，次に掲げる措置を

講じなければならない。 

援専門員については，次に掲げる本体施設の場

合には，次の各号に掲げる区分に応じ，当該各

号に定める職員により当該サテライト型居住

施設の入所者の処遇が適切に行われると認め

られるときは，これを置かないことができる。 

⑴ 略 

⑵ 介護老人保健施設 支援相談員，栄養士，

理学療法士若しくは作業療法士       

 又は介護支援専門員 

⑶ 略 

 

９～１７ 略 

第１５２条 略 

（サービス提供困難時の対応） 

第１５３条 指定地域密着型介護老人福祉施設

は，入所申込者が入院治療を必要とする場合そ

の他入所申込者に対し自ら適切な便宜を提供

することが困難である場合は，適切な病院若し

くは診療所又は介護老人保健施設       

     を紹介する等の適切な措置を速やか

に講じなければならない。 

第１５４条～第１５６条 略 

（指定地域密着型介護老人福祉施設入所者生

活介護の取扱方針） 

第１５７条 略 

２～５ 略 
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⑴ 身体的拘束等の適正化のための対策を検

討する委員会を３月に１回以上開催すると

ともに，その結果について，介護職員その他

の従業者に周知徹底を図ること。 

⑵ 身体的拘束等の適正化のための指針を整

備すること。 

⑶ 介護職員その他の従業者に対し，身体的拘

束等の適正化のための研修を定期的に実施

すること。 

７ 略 

第１５８条～第１６５条 略 

（緊急時等の対応） 

第１６５条の２ 指定地域密着型介護老人福祉

施設は，現に指定地域密着型介護老人福祉施設

入所者生活介護の提供を行っているときに入

所者の病状の急変が生じた場合その他必要な

場合のため，あらかじめ，第１５１条第１項第

１号に掲げる医師との連携方法その他の緊急

時等における対応方法を定めておかなければ

ならない。 

第１６６条・第１６７条 略 

（運営規程） 

第１６８条 指定地域密着型介護老人福祉施設

は，次に掲げる施設の運営についての重要事項

に関する規程を定めておかなければならない。 

⑴～⑸ 略 

⑹ 緊急時等における対応方法 

⑺ 略 

⑻ 略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ 略 

第１５８条～第１６５条 略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１６６条・第１６７条 略 

（運営規程） 

第１６８条 指定地域密着型介護老人福祉施設

は，次に掲げる施設の運営についての重要事項

に関する規程を定めておかなければならない。 

⑴～⑸ 略 

 

⑹ 略 

⑺ 略 
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第１６９条～第１８１条 略 

（指定地域密着型介護老人福祉施設入所者生

活介護の取扱方針） 

第１８２条 略 

２～７ 略 

８ ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施

設は，身体的拘束等の適正化を図るため，次に

掲げる措置を講じなければならない。 

⑴ 身体的拘束等の適正化のための対策を検

討する委員会を３月に１回以上開催すると

ともに，その結果について，介護職員その他

の従業者に周知徹底を図ること。 

⑵ 身体的拘束等の適正化のための指針を整

備すること。 

⑶ 介護職員その他の従業者に対し，身体的拘

束等の適正化のための研修を定期的に実施

すること。 

９ 略 

第１８３条～第１８５条 略 

（運営規程） 

第１８６条 ユニット型指定地域密着型介護老

人福祉施設は，次に掲げる施設の運営について

の重要事項に関する規程を定めておかなけれ

ばならない。 

⑴～⑹ 略 

⑺ 緊急時等における対応方法 

⑻ 略 

⑼ 略 

第１８７条～第１８９条 略 

第１６９条～第１８１条 略 

（指定地域密着型介護老人福祉施設入所者生

活介護の取扱方針） 

第１８２条 略 

２～７ 略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８ 略 

第１８３条～第１８５条 略 

（運営規程） 

第１８６条 ユニット型指定地域密着型介護老

人福祉施設は，次に掲げる施設の運営について

の重要事項に関する規程を定めておかなけれ

ばならない。 

⑴～⑹ 略 

 

⑺ 略 

⑻ 略 

第１８７条～第１８９条 略 
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（基本方針） 

第１９０条 指定地域密着型サービスに該当す

る複合型サービス（施行規則第１７条の１２に

規定する看護小規模多機能型居宅介護に限る。

以下この章において「指定看護小規模多機能型

居宅介護」という。）の事業は，指定居宅サービ

ス等基準第５９条に規定する訪問看護の基本

方針及び第８１条に規定する小規模多機能型

居宅介護の基本方針を踏まえて行うものでな

ければならない。 

（従業者の員数等） 

第１９１条 指定看護小規模多機能型居宅介護

の事業を行う者（以下「指定看護小規模多機能

型居宅介護事業者」という。）が当該事業を行う

事業所（以下「指定看護小規模多機能型居宅介

護事業所」という。）ごとに置くべき指定看護小

規模多機能型居宅介護の提供に当たる従業者

（以下「看護小規模多機能型居宅介護従業者」

という。）の員数は，夜間及び深夜の時間帯以外

の時間帯に指定看護小規模多機能型居宅介護

の提供に当たる看護小規模多機能型居宅介護

従業者については，常勤換算方法で，通いサー

ビス（登録者（指定看護小規模多機能型居宅介

護を利用するために指定看護小規模多機能型

居宅介護事業所に登録を受けた者をいう。以下

同じ。）を指定看護小規模多機能型居宅介護事

業所に通わせて行う指定看護小規模多機能型

居宅介護  をいう。以下同じ。）の提供に当た

る者をその利用者の数が３人又はその端数を

（基本方針） 

第１９０条 指定地域密着型サービスに該当す

る複合型サービス（施行規則第１７条の１０に

規定する看護小規模多機能型居宅介護に限る。

以下この章において「指定看護小規模多機能型

居宅介護」という。）の事業は，指定居宅サービ

ス等基準第５９条に規定する訪問看護の基本

方針及び第８１条に規定する小規模多機能型

居宅介護の基本方針を踏まえて行うものでな

ければならない。 

（従業者の員数等） 

第１９１条 指定看護小規模多機能型居宅介護

の事業を行う者（以下「指定看護小規模多機能

型居宅介護事業者」という。）が当該事業を行う

事業所（以下「指定看護小規模多機能型居宅介

護事業所」という。）ごとに置くべき指定看護小

規模多機能型居宅介護の提供に当たる従業者

（以下「看護小規模多機能型居宅介護従業者」

という。）の員数は，夜間及び深夜の時間帯以外

の時間帯に指定看護小規模多機能型居宅介護

の提供に当たる看護小規模多機能型居宅介護

従業者については，常勤換算方法で，通いサー

ビス（登録者（指定看護小規模多機能型居宅介

護を利用するために指定看護小規模多機能型

居宅介護事業所に登録を受けた者をいう。以下

同じ。）を指定看護小規模多機能型居宅介護事

業所に通わせて行う指定看護小規模多機能型

居宅介護事業をいう。以下同じ。）の提供に当た

る者をその利用者の数が３人又はその端数を
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増すごとに１人以上及び訪問サービス（看護小

規模多機能型居宅介護従業者が登録者の居宅

を訪問し，当該居宅において行う指定看護小規

模多機能型居宅介護（第８２条第７項に規定す

る本体事業所である指定看護小規模多機能型

居宅介護事業所にあっては当該本体事業所に

係るサテライト型指定小規模多機能型居宅介

護事業所及び指定地域密着型介護予防サービ

ス基準第４４条第７項に規定するサテライト

型指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業

所（第６項において「サテライト型指定介護予

防小規模多機能型居宅介護事業所」という。）の

登録者，第８項に規定する本体事業所である指

定看護小規模多機能型居宅介護事業所にあっ

ては，当該本体事業所に係る同項に規定するサ

テライト型指定看護小規模多機能型居宅介護

事業所の登録者並びに同項に規定するサテラ

イト型指定看護小規模多機能型居宅介護事業

所にあっては，当該サテライト型指定看護小規

模多機能型居宅介護事業所に係る同項に規定

する本体事業所，当該本体事業所に係る他の同

項に規定するサテライト型指定看護小規模多

機能型居宅介護事業所及び当該本体事業所に

係る第８２条第７項に規定するサテライト型

指定小規模多機能型居宅介護事業所の登録者

の居宅において行う指定看護小規模多機能型

居宅介護を含む。）をいう。以下この章において

同じ。）の提供に当たる者を２人以上とし，夜間

及び深夜の時間帯を通じて指定看護小規模多

増すごとに１人以上及び訪問サービス（看護小

規模多機能型居宅介護従業者が登録者の居宅

を訪問し，当該居宅において行う  看護小規

模多機能型居宅介護（            

 本体事業所である指定看護小規模多機能型

居宅介護事業所にあっては当該本体事業所に

係るサテライト型指定小規模多機能型居宅介

護事業所又はサテライト型指定介護予防小規

模多機能型居宅介護事業所          

                      

                      

                      

                      

                      

                      

                      

                      

                      

                      

                      

                      

                      

                      

                      

                の登録者

の居宅において行う指定看護小規模多機能型

居宅介護を含む。）をいう。以下この章において

同じ。）の提供に当たる者を２人以上とし，夜間

及び深夜の時間帯を通じて指定看護小規模多
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機能型居宅介護の提供に当たる看護小規模多

機能型居宅介護従業者については，夜間及び深

夜の勤務（夜間及び深夜の時間帯に行われる勤

務（宿直勤務を除く。）をいう。第６項において

同じ。）に当たる者を１人以上及び宿直勤務に

当たる者を当該宿直勤務に必要な数以上とす

る。 

２～５ 略 

６ 宿泊サービス（登録者を指定看護小規模多機

能型居宅介護事業所に宿泊させて行う指定看

護小規模多機能型居宅介護（第８２条第７項に

規定する本体事業所である指定看護小規模多

機能型居宅介護事業所にあっては，当該本体事

業所に係るサテライト型指定小規模多機能型

居宅介護事業所又はサテライト型指定介護予

防小規模多機能型居宅介護事業所の登録者の

心身の状況を勘案し，その処遇に支障がない場

合に，当該登録者を当該本体事業所に宿泊させ

て行う指定看護小規模多機能型居宅介護及び

第８項に規定する本体事業所である指定看護

小規模多機能型居宅介護事業所にあっては，当

該本体事業所に係る同項に規定するサテライ

ト型指定看護小規模多機能型居宅介護事業所

の登録者の心身の状況を勘案し，その処遇に支

障がない場合に，当該登録者を当該本体事業所

に宿泊させて行う指定看護小規模多機能型居

宅介護を含む。）をいう。以下同じ。）の利用者

がいない場合であって，夜間及び深夜の時間帯

を通じて利用者に対して訪問サービスを提供

機能型居宅介護の提供に当たる看護小規模多

機能型居宅介護従業者については，夜間及び深

夜の勤務（夜間及び深夜の時間帯に行われる勤

務（宿直勤務を除く。）をいう。第６項において

同じ。）に当たる者を１人以上及び宿直勤務に

当たる者を当該宿直勤務に必要な数以上とす

る。 

２～５ 略 

６ 宿泊サービス（登録者を指定看護小規模多機

能型居宅介護事業所に宿泊させて行う指定看

護小規模多機能型居宅介護（         

     本体事業所である指定看護小規模多

機能型居宅介護事業所にあっては，当該本体事

業所に係るサテライト型指定小規模多機能型

居宅介護事業所又はサテライト型指定介護予

防小規模多機能型居宅介護事業所       

                       

                       

                       

                       

                       

                       

                       

 の登録者の心身の状況を勘案し，その処遇に支

障がない場合に，当該登録者を当該本体事業所

に宿泊させて行う指定看護小規模多機能型居

宅介護を含む。）をいう。以下同じ。）の利用者

がいない場合であって，夜間及び深夜の時間帯

を通じて利用者に対して訪問サービスを提供
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するために必要な連絡体制を整備していると

きは，第１項の規定にかかわらず，夜間及び深

夜の時間帯を通じて夜間及び深夜の勤務並び

に宿直勤務に当たる看護小規模多機能型居宅

介護従業者を置かないことができる。 

７ 指定看護小規模多機能型居宅介護事業所に

次の各号のいずれかに掲げる施設等が併設さ

れている場合において，前各項に定める人員に

関する基準を満たす看護小規模多機能型居宅

介護従業者を置くほか，当該各号に掲げる施設

等の人員に関する基準を満たす従業者を置い

ているときは，当該看護小規模多機能型居宅介

護従業者は，当該各号に掲げる施設等の職務に

従事することができる。 

⑴～⑷ 略 

 ⑸ 介護医療院 

８ 第１項の規定にかかわらず，サテライト型指

定看護小規模多機能型居宅介護事業所（利用者

又はその家族等から電話等により看護に関す

る意見を求められた場合に常時対応し，利用者

に対し適切な看護サービスを提供できる体制

にある指定看護小規模多機能型居宅介護事業

所であって，指定居宅サービス事業等その他の

保健医療又は福祉に関する事業について３年

以上の経験を有する指定看護小規模多機能型

居宅介護事業者により設置される当該指定看

護小規模多機能型居宅介護事業所以外の指定

看護小規模多機能型居宅介護事業所であって，

当該指定看護小規模多機能型居宅介護事業所

するために必要な連絡体制を整備していると

きは，第１項の規定にかかわらず，夜間及び深

夜の時間帯を通じて夜間及び深夜の勤務並び

に宿直勤務に当たる看護小規模多機能型居宅

介護従業者を置かないことができる。 

７ 指定看護小規模多機能型居宅介護事業所に

次の各号のいずれかに掲げる施設等が併設さ

れている場合において，前各項に定める人員に

関する基準を満たす看護小規模多機能型居宅

介護従業者を置くほか，当該各号に掲げる施設

等の人員に関する基準を満たす従業者を置い

ているときは，当該看護小規模多機能型居宅介

護従業者は，当該各号に掲げる施設等の職務に

従事することができる。 

⑴～⑷ 略 
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に対して指定看護小規模多機能型居宅介護の

提供に係る支援を行うもの（以下この章におい

て「本体事業所」という。）との密接な連携の下

に運営され，利用者に対し適切な看護サービス

を提供できる体制にあるものをいう。以下同

じ。）に置くべき訪問サービスの提供に当たる

看護小規模多機能型居宅介護従業者について

は，本体事業所の職員により当該サテライト型

指定看護小規模多機能型居宅介護事業所の登

録者の処遇が適切に行われると認められると

きは，２人以上とすることができる。 

９ 第１項の規定にかかわらず，サテライト型指

定看護小規模多機能型居宅介護事業所につい

ては，夜間及び深夜の時間帯を通じて本体事業

所において宿直勤務を行う看護小規模多機能

型居宅介護従業者により当該サテライト型指

定看護小規模多機能型居宅介護事業所の登録

者の処遇が適切に行われると認められるとき

は，夜間及び深夜の時間帯を通じて宿直勤務を

行う看護小規模多機能型居宅介護従業者を置

かないことができる。 

１０ 第４項の規定にかかわらず，サテライト型

指定看護小規模多機能型居宅介護事業所につ

いては，看護職員の員数は常勤換算方法で１人

以上とする。 

１１ 略 

１２ 略 

１３ 第１１項の規定にかかわらず，サテライト

型指定看護小規模多機能型居宅介護事業所に

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８ 略 

９ 略 
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ついては，本体事業所の介護支援専門員により

当該サテライト型指定看護小規模多機能型居

宅介護事業所の登録者に対して居宅サービス

計画の作成が適切に行われるときは，介護支援

専門員に代えて，看護小規模多機能型居宅介護

計画の作成に専ら従事する前項の別に厚生労

働大臣が定める研修を修了している者（第１９

９条において「研修修了者」という。）を置くこ

とができる。 

１４ 略 

（管理者） 

第１９２条 略 

２ 前項本文の規定にかかわらず，指定看護小規

模多機能型居宅介護事業所の管理上支障がな

い場合は，サテライト型指定看護小規模多機能

型居宅介護事業所の管理者は，本体事業所の管

理者をもって充てることができる。 

３ 第１項の管理者は，特別養護老人ホーム，老

人デイサービスセンター，介護老人保健施設， 

介護医療院，指定小規模多機能型居宅介護事業

所，指定認知症対応型共同生活介護事業所，指

定複合型サービス事業所等の従業者若しくは

訪問介護員等として３年以上認知症である者

の介護に従事した経験を有する者であって，指

定地域密着型サービス基準第１７２条第１項

に規定する厚生労働大臣が定める研修を修了

しているもの，又は保健師若しくは看護師でな

ければならない。 

（指定看護小規模多機能型居宅介護事業者の

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１０ 略 

（管理者） 

第１９２条 略 

 

 

 

 

 

２ 前項 の管理者は，特別養護老人ホーム，老

人デイサービスセンター，介護老人保健施設  

     ，指定小規模多機能型居宅介護事業

所，指定認知症対応型共同生活介護事業所，指

定複合型サービス事業所等の従業者若しくは

訪問介護員等として３年以上認知症である者

の介護に従事した経験を有する者であって，指

定地域密着型サービス基準第１７２条第１項

に規定する厚生労働大臣が定める研修を修了

しているもの，又は保健師若しくは看護師でな

ければならない。 

（指定看護小規模多機能型居宅介護事業者の
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代表者） 

第１９３条 指定看護小規模多機能型居宅介護

事業者の代表者は，特別養護老人ホーム，老人

デイサービスセンター，介護老人保健施設，介

護医療院，指定小規模多機能型居宅介護事業

所，指定認知症対応型共同生活介護事業所，指

定複合型サービス事業所（指定複合型サービス

の事業を行う事業所をいう。）等の従業者，訪問

介護員等として認知症である者の介護に従事

した経験を有する者若しくは保健医療サービ

ス若しくは福祉サービスの経営に携わった経

験を有する者であって，指定地域密着型サービ

ス基準第１７３条に規定する厚生労働大臣が

定める研修を修了しているもの，又は保健師若

しくは看護師でなければならない。 

（登録定員及び利用定員） 

第１９４条 指定看護小規模多機能型居宅介護

事業所は，その登録定員（登録者の数の上限を

いう。以下この章において同じ。）を２９人（サ

テライト型指定看護小規模多機能型居宅介護

事業所にあっては，１８人）以下とする。 

２ 指定看護小規模多機能型居宅介護事業所は，

次に掲げる範囲内において，通いサービス及び

宿泊サービスの利用定員（当該指定看護小規模

多機能型居宅介護事業所におけるサービスご

との１日当たりの利用者の数の上限をいう。以

下この章において同じ。）を定めるものとする。 

⑴ 通いサービス 登録定員の２分の１から

１５人（登録定員が２５人を超える指定看護

代表者） 

第１９３条 指定看護小規模多機能型居宅介護

事業者の代表者は，特別養護老人ホーム，老人

デイサービスセンター，介護老人保健施設   

     ，指定小規模多機能型居宅介護事業

所，指定認知症対応型共同生活介護事業所，指

定複合型サービス事業所（指定複合型サービス

の事業を行う事業所をいう。）等の従業者，訪問

介護員等として認知症である者の介護に従事

した経験を有する者若しくは保健医療サービ

ス若しくは福祉サービスの経営に携わった経

験を有する者であって，指定地域密着型サービ

ス基準第１７３条に規定する厚生労働大臣が

定める研修を修了しているもの，又は保健師若

しくは看護師でなければならない。 

（登録定員及び利用定員） 

第１９４条 指定看護小規模多機能型居宅介護

事業所は，その登録定員（登録者の数の上限を

いう。以下この章において同じ。）を２９人   

                       

              以下とする。 

２ 指定看護小規模多機能型居宅介護事業所は，

次に掲げる範囲内において，通いサービス及び

宿泊サービスの利用定員（当該指定看護小規模

多機能型居宅介護事業所におけるサービスご

との１日当たりの利用者の数の上限をいう。以

下この章において同じ。）を定めるものとする。 

⑴ 通いサービス 登録定員の２分の１から

１５人（登録定員が２５人を超える指定看護
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小規模多機能型居宅介護事業所にあっては

登録定員に応じて，次の表に定める利用定

員，サテライト型指定看護小規模多機能型居

宅介護事業所にあっては１２人）まで 

略 

⑵ 宿泊サービス 通いサービスの利用定員

の３分の１から９人（サテライト型指定看護

小規模多機能型居宅介護事業所にあっては，

６人）まで 

（設備及び備品等） 

第１９５条 略 

２ 前項に掲げる設備のうち，次の各号に定める

設備の基準は，それぞれ当該各号に定めるとお

りとする。 

⑴ 略 

⑵ 宿泊室 

ア～エ 略 

オ 指定看護小規模多機能型居宅介護事業

所が診療所である場合であって，当該指定

看護小規模多機能型居宅介護の利用者へ

のサービスの提供に支障がない場合には，

当該診療所が有する病床については，宿泊

室を兼用することができる。 

３・４ 略  

第１９６条～第１９８条 略 

（看護小規模多機能型居宅介護計画及び看護

小規模多機能型居宅介護報告書の作成） 

第１９９条 指定看護小規模多機能型居宅介護

小規模多機能型居宅介護事業所にあっては，

登録定員に応じて，次の表に定める利用定

員                            

              ）まで 

略 

⑵ 宿泊サービス 通いサービスの利用定員

の３分の１から９人               

                       

     まで 

（設備及び備品等） 

第１９５条 略 

２ 前項に掲げる設備のうち，次の各号に定める

設備の基準は，それぞれ当該各号に定めるとお

りとする。 

⑴ 略 

⑵ 宿泊室 

ア～エ 略 

 

 

 

 

 

  

３・４ 略  

第１９６条～第１９８条 略 

（看護小規模多機能型居宅介護計画及び看護

小規模多機能型居宅介護報告書の作成） 

第１９９条 指定看護小規模多機能型居宅介護 
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事業所の管理者は，介護支援専門員（第１９１

条第１３項の規定により介護支援専門員を配

置していないサテライト型指定看護小規模多

機能型居宅介護事業所にあっては，研修修了

者。以下この条において同じ。）に看護小規模多

機能型居宅介護計画の作成に関する業務を，看

護師等（准看護師を除く。第９項において同

じ。）に看護小規模多機能型居宅介護報告書の

作成に関する業務を担当させるものとする。 

２～１０ 略 

第２００条・第２０１条 略 

 （準用） 

第２０２条 第９条から第１３条まで，第２０

条，第２２条，第２８条，第３４条から第３８

条まで，第４０条，第４１条，第５９条の１１，

第５９条の１３，第５９条の１６，第５９条の

１７，第８７条から第９０条まで，第９３条か

ら第９５条まで，第９７条，第９８条，第１０

０条から第１０４条まで及び第１０６条の規

定は，指定看護小規模多機能型居宅介護の事業

について準用する。この場合において，第９条

第１項中「第３１条に規定する運営規程」とあ

るのは「第２０２条において準用する第１００

条に規定する重要事項に関する規程」と，「定期

巡回・随時対応型訪問介護看護従業者」とある

のは「看護小規模多機能型居宅介護従業者」と，

第３４条中「定期巡回・随時対応型訪問介護看

護従業者」とあるのは「看護小規模多機能型居

宅介護従業者」と，第５９条の１１第２項中「こ

事業所の管理者は，介護支援専門員      

                       

                       

                       

              に看護小規模多

機能型居宅介護計画の作成に関する業務を，看

護師等（准看護師を除く。第９項において同

じ。）に看護小規模多機能型居宅介護報告書の

作成に関する業務を担当させるものとする。 

２～１０ 略 

第２００条・第２０１条 略 

（準用） 

第２０２条 第９条から第１３条まで，第２０

条，第２２条，第２８条，第３４条から第３８

条まで，第４０条，第４１条，第５９条の１１，

第５９条の１３，第５９条の１６，第５９条の

１７，第８７条から第９０条まで，第９３条か

ら第９５条まで，第９７条，第９８条，第１０

０条から第１０４条まで及び第１０６条の規

定は，指定看護小規模多機能型居宅介護の事業

について準用する。この場合において，第９条

第１項中「第３１条に規定する運営規程」とあ

るのは「第２０２条において準用する第１００

条に規定する重要事項に関する規程」と，「定期

巡回・随時対応型訪問介護看護従業者」とある

のは「看護小規模多機能型居宅介護従業者」と，

第３４条中「定期巡回・随時対応型訪問介護看

護従業者」とあるのは「看護小規模多機能型居

宅介護従業者」と，第５９条の１１第２項中「こ
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の節」とあるのは「第９章第４節」と，第５９

条の１３中「地域密着型通所介護従業者」とあ

るのは「看護小規模多機能型居宅介護従業者」

と，第５９条の１７第１項中「地域密着型通所

介護について知見を有する者」とあるのは「看

護小規模多機能型居宅介護について知見を有

する者」と，「６月」とあるのは「２月」と，「活

動状況」とあるのは「通いサービス及び宿泊サ

ービスの提供回数等の活動状況」と第８７条中

「第８２条第１２項」とあるのは「第１９１条

第１３項」と，第８９条及び第９７条中「小規

模多機能型居宅介護従業者」とあるのは「看護

小規模多機能型居宅介護従業者」と，第１０６

条中「第８２条第６項各号」とあるのは「第１

９１条第７項各号」と読み替えるものとする。 

の節」とあるのは「第９章第４節」と，第５９

条の１３中「地域密着型通所介護従業者」とあ

るのは「看護小規模多機能型居宅介護従業者」

と，第５９条の１７第１項中「地域密着型通所

介護について知見を有する者」とあるのは「看

護小規模多機能型居宅介護について知見を有

する者」と，「６月」とあるのは「２月」と，「活

動状況」とあるのは「通いサービス及び宿泊サ

ービスの提供回数等の活動状況」と      

                       

      ，第８９条及び第９７条中「小規 

模多機能型居宅介護従業者」とあるのは「看護

小規模多機能型居宅介護従業者」と，第１０６

条中「第８２条第６項各号」とあるのは「第１

９１条第７項各号」と読み替えるものとする。 

 備考 改正箇所は下線が引かれた部分である。 

 

   附 則 

（施行期日） 

１ この条例は，平成３０年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 一般病床，精神病床（健康保険法等の一部を改正する法律附則第１３０条の２第１項の規

定によりなおその効力を有するものとされた介護保険法施行令（平成１０年政令第４１２号）

第４条第２項に規定する病床に係るものに限る。以下この項及び附則第４項において同じ。）

又は療養病床を有する病院の一般病床，精神病床又は療養病床を平成３６年３月３１日まで

の間に転換（当該病院の一般病床，精神病床又は療養病床の病床数を減少させるとともに，

当該病院の施設を介護老人保健施設，軽費老人ホーム（老人福祉法第２０条の６に規定する

軽費老人ホームをいう。以下同じ。）その他の要介護者，要支援者その他の者を入所又は入居
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させるための施設の用に供することをいう。）し，指定地域密着型介護老人福祉施設を開設し

ようとする場合において，当該転換に係る食堂及び機能訓練室については，第１５２条第１

項第７号アの規定にかかわらず，食堂は，１平方メートルに入所定員を乗じて得た面積以上

を有し，機能訓練室は，４０平方メートル以上の面積を有しなければならない。ただし，食

事の提供又は機能訓練を行う場合において，当該食事の提供又は機能訓練に支障がない広さ

を確保することができるときは，同一の場所とすることができるものとする。 

３ 一般病床又は療養病床を有する診療所の一般病床又は療養病床を平成３６年３月３１日

までの間に転換（当該診療所の一般病床又は療養病床の病床数を減少させるとともに，当該

診療所の施設を介護老人保健施設，軽費老人ホームその他の要介護者，要支援者その他の者

を入所又は入居させるための施設の用に供することをいう。）し，指定地域密着型介護老人福

祉施設を開設しようとする場合において，当該転換に係る食堂及び機能訓練室については，

第１５２条第１項第７号アの規定にかかわらず，次の各号に掲げる基準のいずれかに適合す

るものとする。 

⑴ 食堂及び機能訓練室は，それぞれ必要な広さを有するものとし，その合計した面積は，

３平方メートルに入所定員を乗じて得た面積以上とすること。ただし，食事の提供又は機

能訓練を行う場合において，当該食事の提供又は機能訓練に支障がない広さを確保するこ

とができるときは，同一の場所とすることができること。 

⑵ 食堂は，１平方メートルに入所定員を乗じて得た面積以上を有し，機能訓練室は，４０

  平方メートル以上の面積を有すること。ただし，食事の提供又は機能訓練を行う場合にお

  いて，当該食事の提供又は機能訓練に支障がない広さを確保することができるときは，同

  一の場所とすることができること。 

４ 一般病床，精神病床若しくは療養病床を有する病院の一般病床，精神病床若しくは療養病

床又は一般病床若しくは療養病床を有する診療所の一般病床若しくは療養病床を平成３６

年３月３１日までの間に転換（当該病院の一般病床，精神病床若しくは療養病床又は当該診

療所の一般病床若しくは療養病床の病床数を減少させるとともに，当該病院又は診療所の施

設を介護老人保健施設，軽費老人ホームその他の要介護者，要支援者その他の者を入所又は

入居させるための施設の用に供することをいう。）し，指定地域密着型介護老人福祉施設を開

設しようとする場合において，第１５２条第１項第８号及び第１８０条第１項第４号の規定

にかかわらず，当該転換に係る廊下の幅については，１．２メートル以上とする。ただし，
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中廊下の幅は，１．６メートル以上とする。 

５ 第１３０条の規定にかかわらず，療養病床等を有する病院又は病床を有する診療所の開設

者が，当該病院の療養病床等又は当該診療所の病床を平成３６年３月３１日までの間に転換

（当該病院の療養病床等又は当該診療所の病床の病床数を減少させるとともに，当該病院等

の施設を介護医療院，軽費老人ホームその他の要介護者，要支援者その他の者を入所又は入

居させるための施設の用に供することをいう。次項において同じ。）を行って指定地域密着型

特定施設入居者生活介護の事業を行う医療機関併設型指定地域密着型特定施設（介護老人保

健施設，介護医療院又は病院若しくは診療所に併設される指定地域密着型特定施設をいう。

以下この条及び次条において同じ。）の生活相談員，機能訓練指導員及び計画作成担当者の員

数の基準は，次のとおりとする。 

⑴ 機能訓練指導員 併設される介護老人保健施設，介護医療院又は病院若しくは診療所の

 理学療法士，作業療法士又は言語聴覚士により当該医療機関併設型指定地域密着型特定施

 設の利用者の処遇が適切に行われると認められるときは，置かないことができること。 

⑵ 生活相談員又は計画作成担当者 当該医療機関併設型指定地域密着型特定施設の実情

に応じた適当数 

６ 第１３２条の規定にかかわらず，療養病床等を有する病院又は病床を有する診療所の開設

者が，当該病院の療養病床等又は当該診療所の病床を平成３６年３月３１日までの間に転換

を行って指定地域密着型特定施設入居者生活介護の事業を行う場合の医療機関併設型指定

地域密着型特定施設においては，併設される介護老人保健施設，介護医療院又は病院若しく

は診療所の施設を利用することにより，当該医療機関併設型指定地域密着型特定施設の利用

者の処遇が適切に行われると認められるときは，当該医療機関併設型指定地域密着型特定施

設に浴室，便所及び食堂を設けないことができる。 
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議案第１１号 

 

指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員，設備及び運営並びに指定地域密

着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準

を定める条例の一部改正について 

指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員，設備及び運営並びに指定地域密着型

介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条

例（平成２５年富谷町条例第１５号）の一部を別紙のとおり改正する。 

 

 

平成３０年２月２１日提出 

 

富谷市長  若 生  裕 俊 

 

 

提案理由 

 指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員，設備及び運営並びに指定地域密着型

介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準（平成１８

年厚生労働省令第３６号）の一部改正に伴い，所要の改正を行うもの。 



 

   指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員，設備及び運営並びに指定地域密着

型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定

める条例の一部を改正する条例 

 指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員，設備及び運営並びに指定地域密着型介

護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条例

（平成２５年富谷町条例第１５号）の一部を次のように改正する。 
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改 正 後 現 行 

題名 

富谷市指定地域密着型介護予防サービスの事業

の人員，設備及び運営並びに指定地域密着型介護

予防サービスに係る介護予防のための効果的な

支援の方法に関する基準を定める条例 

第１条～第４条 略 

（従業者の員数） 

第５条 単独型指定介護予防認知症対応型通所

介護（特別養護老人ホーム等（特別養護老人ホ

ーム（老人福祉法（昭和３８年法律第１３３号）

第２０条の５に規定する特別養護老人ホーム

をいう。以下同じ。），同法第２０条の４に規定

する養護老人ホーム，病院，診療所，介護老人

保健施設，介護医療院，社会福祉施設又は特定

施設に併設されていない事業所において行わ

れる指定介護予防認知症対応型通所介護をい

う。以下同じ。））の事業を行う者及び併設型指

定介護予防認知症対応型通所介護（特別養護老

人ホーム等に併設されている事業所において

行われる指定介護予防認知症対応型通所介護

をいう。以下同じ。）の事業を行う者（以下「単

独型・併設型指定介護予防認知症対応型通所介

護事業者」という。）が当該事業を行う事業所

題名 

   指定地域密着型介護予防サービスの事業

の人員，設備及び運営並びに指定地域密着型介護

予防サービスに係る介護予防のための効果的な

支援の方法に関する基準を定める条例 

第１条～第４条 略 

（従業者の員数） 

第５条 単独型指定介護予防認知症対応型通所

介護（特別養護老人ホーム等（特別養護老人ホ

ーム（老人福祉法（昭和３８年法律第１３３号）

第２０条の５に規定する特別養護老人ホーム

をいう。以下同じ。），同法第２０条の４に規定

する養護老人ホーム，病院，診療所，介護老人

保健施設      ，社会福祉施設又は特定

施設に併設されていない事業所において行わ

れる指定介護予防認知症対応型通所介護をい

う。以下同じ。））の事業を行う者及び併設型指

定介護予防認知症対応型通所介護（特別養護老

人ホーム等に併設されている事業所において

行われる指定介護予防認知症対応型通所介護

をいう。以下同じ。）の事業を行う者（以下「単

独型・併設型指定介護予防認知症対応型通所介

護事業者」という。）が当該事業を行う事業所



 

 

95 
 

改 正 後 現 行 

（以下「単独型・併設型指定介護予防認知症対

応型通所介護事業所」という。）ごとに置くべ

き従業者の員数は，次のとおりとする。 

⑴～⑶ 略 

２～７ 略 

第６条～第８条 略 

（利用定員等） 

第９条 共用型指定介護予防認知症対応型通所

介護事業所の利用定員（当該共用型指定介護予

防認知症対応型通所介護事業所において同時

に共用型指定介護予防認知症対応型通所介護

の提供を受けることができる利用者の数の上

限をいう。）は，指定認知症対応型共同生活介

護事業所又は指定介護予防認知症対応型共同

生活介護事業所においては共同生活住居（法第

８条第２０項又は法第８条の２第１５項に規

定する共同生活を営むべき住居をいう。）ごと

に，指定地域密着型特定施設又は指定地域密着

型介護老人福祉施設（ユニット型指定地域密着

型介護老人福祉施設（指定地域密着型サービス

基準第１５８条に規定するユニット型指定地

域密着型介護老人福祉施設をいう。以下この項

において同じ。）を除く。）においては施設ごと

に１日当たり３人以下とし，ユニット型指定地

域密着型介護老人福祉施設においてはユニッ

トごとに当該ユニット型指定地域密着型介護

老人福祉施設の入居者の数と当該共用型指定

介護予防認知症対応型通所介護の利用者の数

の合計が１日あたり１２人以下となる数とす

（以下「単独型・併設型指定介護予防認知症対

応型通所介護事業所」という。）ごとに置くべ

き従業者の員数は，次のとおりとする。 

⑴～⑶ 略 

２～７ 略 

第６条～第８条 略 

（利用定員等） 

第９条 共用型指定介護予防認知症対応型通所

介護事業所の利用定員（当該共用型指定介護予

防認知症対応型通所介護事業所において同時

に共用型指定介護予防認知症対応型通所介護

の提供を受けることができる利用者の数の上

限をいう。）は，指定認知症対応型共同生活介

護事業所又は指定介護予防認知症対応型共同

生活介護事業所においては共同生活住居（法第

８条第２０項又は法第８条の２第１５項に規

定する共同生活を営むべき住居をいう。）ごと

に，指定地域密着型特定施設又は指定地域密着

型介護老人福祉施設           

                    

                    

                    

           においては施設ごと

に１日当たり３人以下とする       
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改 正 後 現 行 

る。 

２ 略 

第１０条～第４３条 略 

（従業者の員数等） 

第４４条 略 

２～５ 略 

６ 次の表の左欄に掲げる場合において，前各項

に定める人員に関する基準を満たす介護予防

小規模多機能型居宅介護従業者を置くほか，同

表の中欄に掲げる施設等の人員に関する基準

を満たす従業者を置いているときは，同表の右

欄に掲げる当該介護予防小規模多機能型居宅

介護従業者は，同表の中欄に掲げる施設等の職

務に従事することができる。 

当該指定介

護予防小規

模多機能型

居宅介護事

業所に中欄

に掲げる施

設等のいず

れかが併設

されている

場合 

指定認知症対応型共

同生活介護事業所，

指定地域密着型特定

施設，指定地域密着

型介護老人福祉施設 

， 指定介護療養型

医療施設（医療法（昭

和２３年法律第２０

５号）第７条第２項

第４号に規定する療

養病床を有する診療

所であるものに限

る。）又は介護医療院 

介護 

職員 

略 略 略 

７～１３ 略 

（管理者） 

第４５条 略 

２ 略 

３ 前２項の管理者は，特別養護老人ホーム，老

 。 

２ 略 

第１０条～第４３条 略 

（従業者の員数等） 

第４４条 略 

２～５ 略 

６ 次の表の左欄に掲げる場合において，前各項

に定める人員に関する基準を満たす介護予防

小規模多機能型居宅介護従業者を置くほか，同

表の中欄に掲げる施設等の人員に関する基準

を満たす従業者を置いているときは，同表の右

欄に掲げる当該介護予防小規模多機能型居宅

介護従業者は，同表の中欄に掲げる施設等の職

務に従事することができる。 

当該指定介

護予防小規

模多機能型

居宅介護事

業所に中欄

に掲げる施

設等のいず

れかが併設

されている

場合 

指定認知症対応型共

同生活介護事業所，

指定地域密着型特定

施設，指定地域密着

型介護老人福祉施設

又は指定介護療養型

医療施設（医療法（昭

和２３年法律第２０

５号）第７条第２項

第４号に規定する療

養病床を有する診療

所であるものに限

る。）        

介護 

職員 

略 略 略 

７～１３ 略 

（管理者） 

第４５条 略 

２ 略 

３ 前２項の管理者は，特別養護老人ホーム，老
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改 正 後 現 行 

人デイサービスセンター（老人福祉法第２０条

の２の２に規定する老人デイサービスセンタ

ーをいう。以下同じ。），介護老人保健施設，介

護医療院，指定認知症対応型共同生活介護事業

所，指定複合型サービス事業所（指定地域密着

型サービス基準条例第１９３条に規定する指

定複合型サービス事業所をいう。次条において

同じ。），指定介護予防小規模多機能型居宅介護

事業所等の従業者又は訪問介護員等（介護福祉

士又は法第８条第２項に規定する政令で定め

る者をいう。次条，第７２条第２項及び第７３

条において同じ。）として３年以上認知症であ

る者の介護に従事した経験を有する者であっ

て，指定地域密着型介護予防サービス基準第４

５条第３項に規定する厚生労働大臣が定める

研修を修了しているものでなければならない。 

（指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業

者の代表者） 

第４６条 指定介護予防小規模多機能型居宅介

護事業者の代表者は，特別養護老人ホーム，老

人デイサービスセンター，介護老人保健施設，

介護医療院，指定認知症対応型共同生活介護事

業所，指定複合型サービス事業所，指定介護予

防小規模多機能型居宅介護事業所等の従業者

若しくは訪問介護員等として認知症である者

の介護に従事した経験を有する者又は保健医

療サービス若しくは福祉サービスの経営に携

わった経験を有する者であって，指定地域密着

型介護予防サービス基準第４６条に規定する

人デイサービスセンター（老人福祉法第２０条

の２の２に規定する老人デイサービスセンタ

ーをいう。以下同じ。），介護老人保健施設， 

    指定認知症対応型共同生活介護事業

所，指定複合型サービス事業所（指定地域密着

型サービス基準条例第１９３条に規定する指

定複合型サービス事業所をいう。次条において

同じ。），指定介護予防小規模多機能型居宅介護

事業所等の従業者又は訪問介護員等（介護福祉

士又は法第８条第２項に規定する政令で定め

る者をいう。次条，第７２条第２項及び第７３

条において同じ。）として３年以上認知症であ

る者の介護に従事した経験を有する者であっ

て，指定地域密着型介護予防サービス基準第４

５条第３項に規定する厚生労働大臣が定める

研修を修了しているものでなければならない。 

（指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業

者の代表者） 

第４６条 指定介護予防小規模多機能型居宅介

護事業者の代表者は，特別養護老人ホーム，老

人デイサービスセンター，介護老人保健施設  

     ，指定認知症対応型共同生活介護事

業所，指定複合型サービス事業所，指定介護予

防小規模多機能型居宅介護事業所等の従業者

若しくは訪問介護員等として認知症である者

の介護に従事した経験を有する者又は保健医

療サービス若しくは福祉サービスの経営に携

わった経験を有する者であって，指定地域密着

型介護予防サービス基準第４６条に規定する
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改 正 後 現 行 

厚生労働大臣が定める研修を修了しているも

のでなければならない。 

第４７条～第５９条 略 

（協力医療機関等） 

第６０条 略 

２ 略 

３ 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業

者は，サービスの提供体制の確保，夜間におけ

る緊急時の対応等のため，介護老人福祉施設，

介護老人保健施設，介護医療院，病院等との間

の連携及び支援の体制を整えなければならな

い。 

第６１条～第７１条 略 

（管理者） 

第７２条 略 

２ 共同生活住居の管理者は，適切な指定介護予

防認知症対応型共同生活介護を提供するため

に必要な知識及び経験を有し，特別養護老人ホ

ーム，老人デイサービスセンター，介護老人保

健施設，介護医療院，指定認知症対応型共同生

活介護事業所等の従業者又は訪問介護員等と

して，３年以上認知症である者の介護に従事し

た経験を有する者であって，指定地域密着型介

護予防サービス基準第７１条第２項に規定す

る厚生労働大臣が定める研修を修了している

ものでなければならない。 

（指定介護予防認知症対応型共同生活介護事

業者の代表者） 

第７３条 指定介護予防認知症対応型共同生活

厚生労働大臣が定める研修を修了しているも

のでなければならない。 

第４７条～第５９条 略 

（協力医療機関等） 

第６０条 略 

２ 略 

３ 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業

者は，サービスの提供体制の確保，夜間におけ

る緊急時の対応等のため，介護老人福祉施設，

介護老人保健施設      ，病院等との間

の連携及び支援の体制を整えなければならな

い。 

第６１条～第７１条 略 

（管理者） 

第７２条 略 

２ 共同生活住居の管理者は，適切な指定介護予

防認知症対応型共同生活介護を提供するため

に必要な知識及び経験を有し，特別養護老人ホ

ーム，老人デイサービスセンター，介護老人保

健施設      ，指定認知症対応型共同生

活介護事業所等の従業者又は訪問介護員等と

して，３年以上認知症である者の介護に従事し

た経験を有する者であって，指定地域密着型介

護予防サービス基準第７１条第２項に規定す

る厚生労働大臣が定める研修を修了している

ものでなければならない。 

（指定介護予防認知症対応型共同生活介護事

業者の代表者） 

第７３条 指定介護予防認知症対応型共同生活
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改 正 後 現 行 

介護事業者の代表者は，特別養護老人ホーム，

老人デイサービスセンター，介護老人保健施

設，介護医療院，指定認知症対応型共同生活介

護事業所等の従業者若しくは訪問介護員等と

して，認知症である者の介護に従事した経験を

有する者又は保健医療サービス若しくは福祉

サービスの提供を行う事業の経営に携わった

経験を有する者であって，指定地域密着型介護

予防サービス基準第７２条に規定する厚生労

働大臣が定める研修を修了しているものでな

ければならない。 

第７４条～第７７条 略 

（身体的拘束等の禁止） 

第７８条 略 

２ 略 

３ 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事

業者は，身体的拘束等の適正化を図るため，次

に掲げる措置を講じなければならない。 

⑴ 身体的拘束等の適正化のための対策を検

討する委員会を３月に１回以上開催すると

ともに，その結果について，介護従業者その

他の従業者に周知徹底を図ること。 

⑵ 身体的拘束等の適正化のための指針を整

備すること。 

⑶ 介護従業者その他の従業者に対し，身体的

拘束等の適正化のための研修を定期的に実

施すること。 

第７９条～第８２条 略 

（協力医療機関等） 

介護事業者の代表者は，特別養護老人ホーム，

老人デイサービスセンター，介護老人保健施設

       ，指定認知症対応型共同生活介

護事業所等の従業者若しくは訪問介護員等と

して，認知症である者の介護に従事した経験を

有する者又は保健医療サービス若しくは福祉

サービスの提供を行う事業の経営に携わった

経験を有する者であって，指定地域密着型介護

予防サービス基準第７２条に規定する厚生労

働大臣が定める研修を修了しているものでな

ければならない。 

第７４条～第７７条 略 

（身体的拘束等の禁止） 

第７８条 略 

２ 略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第７９条～第８２条 略 

（協力医療機関等） 
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改 正 後 現 行 

第８３条 略 

２ 略 

３ 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事

業者は，サービスの提供体制の確保，夜間にお

ける緊急時の対応等のため，介護老人福祉施

設，介護老人保健施設，介護医療院，病院等と

の間の連携及び支援の体制を整えなければな

らない。 

第８４条～第９０条 略 

第８３条 略 

２ 略 

３ 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事

業者は，サービスの提供体制の確保，夜間にお

ける緊急時の対応等のため，介護老人福祉施

設，介護老人保健施設      ，病院等と

の間の連携及び支援の体制を整えなければな

らない。 

第８４条～第９０条 略 

 備考 改正箇所は下線が引かれた部分である。 

 

   附 則 

 この条例は，平成３０年４月１日から施行する。 
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議案第１２号 

 

富谷市指定地域密着型サービス事業者及び指定地域密着型介護予防サービス事業

者の指定に関する基準を定める条例の一部改正について 

富谷市指定地域密着型サービス事業者及び指定地域密着型介護予防サービス事業者の

指定に関する基準を定める条例（平成２５年富谷町条例第１６号）の一部を別紙のとお

り改正する。 

 

 

平成３０年２月２１日提出 

 

富谷市長  若 生  裕 俊 

 

 

提案理由 

 指定地域密着型サービス事業者及び指定地域密着型介護予防サービス事業者の申請の

資格等について，所要の改正を行うもの。 



 

   富谷市指定地域密着型サービス事業者及び指定地域密着型介護予防サービス事業者

の指定に関する基準を定める条例の一部を改正する条例 

 富谷市指定地域密着型サービス事業者及び指定地域密着型介護予防サービス事業者の指

定に関する基準を定める条例（平成２５年富谷町条例第１６号）の一部を次のように改正

する。 
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改 正 後 現 行 

第１条・第２条 略 

（申請者の資格） 

第３条 法第７８条の２第４項第１号及び法第

１１５条の１２第２項第１号の条例で定める

者は，法人である者（富谷市暴力団排除条例（平

成２５年富谷町条例第１３号。以下「暴力団排

除条例」という。）第２条第４号ウに該当する

者を除く。）とする。 

 （暴力団員等の排除） 

第４条 指定地域密着型サービス事業所及び指

定地域密着型介護予防サービス事業所の管理

者その他これに準ずる者（いかなる名称を有す

る者であるかを問わず，当該指定地域密着型サ

ービス事業所及び指定地域密着型介護予防サ

ービス事業所の業務に関し一切の裁判外の行

為をする権限を有し，又は当該業務を総括する

者の権限を代行することができる地位にある

者をいう。）は，暴力団排除条例第２条第３号

に掲げる暴力団員であってはならない。 

２ 指定地域密着型サービス事業所及び指定地

域密着型介護予防サービス事業所は，暴力団排

除条例第２条第４号ア又はイに掲げる者がそ

の事業活動に支配的な影響力を有するもので

あってはならない。 

第１条・第２条 略 

（申請者の資格） 

第３条 法第７８条の２第４項第１号及び法第

１１５条の１２第２項第１号の条例で定める

者は，法人                

                    

                    

     とする。 
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 備考 改正箇所は下線が引かれた部分である。 

 

   附 則 

 この条例は，平成３０年４月１日から施行する。 
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議案第１３号 

 

富谷市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係

る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定める条例の一部改正

について 

富谷市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介

護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定める条例（平成２７年富谷町条

例第１９号）の一部を別紙のとおり改正する。 

 

 

平成３０年２月２１日提出 

 

富谷市長  若 生  裕 俊 

 

 

提案理由 

 指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護予防

のための効果的な支援の方法に関する基準（平成１８年厚生労働省令第３７号）の一部

改正に伴い，所要の改正を行うもの。 



 

   富谷市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る

介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定める条例の一部を改正す

る条例 

 富谷市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護

予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定める条例（平成２７年富谷町条例第

１９号）の一部を次のように改正する。 
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改 正 後 現 行 

第１条・第２条 略 

（事業者の資格） 

第３条 法第１１５条の２２第２項第１号に規

定する条例で定める者は，法人である者（富谷

市暴力団排除条例（平成２５年富谷町条例第１

３号。以下「暴力団排除条例」という。）第２条

第４号ウに該当する者を除く。）とする。 

（基本方針） 

第４条 略 

２・３ 略 

４ 指定介護予防支援事業者は，事業の運営に当

たっては，市，地域包括支援センター（法第１

１５条の４６第１項に規定する地域包括支援

センターをいう。以下同じ。），老人福祉法（昭

和３８年法律第１３３号）第２０条の７の２に

規定する老人介護支援センター，指定居宅介護

支援事業者（法第４６条第１項に規定する指定

居宅介護支援事業者をいう。以下同じ。），他の

指定介護予防支援事業者，介護保険施設，障害

者の日常生活及び社会生活を総合的に支援す

るための法律（平成１７年法律第１２３号）第

５１条の１７第１項第１号に規定する指定特

定相談支援事業者，住民による自発的な活動に

第１条・第２条 略 

（事業者の資格） 

第３条 法第１１５条の２２第２項第１号に規

定する条例で定める者は，法人       

                    

                    

               とする。 

（基本方針） 

第４条 略 

２・３ 略 

４ 指定介護予防支援事業者は，事業の運営に当

たっては，市，地域包括支援センター（法第１

１５条の４６第１項に規定する地域包括支援

センターをいう。以下同じ。），老人福祉法（昭

和３８年法律第１３３号）第２０条の７の２に

規定する老人介護支援センター，指定居宅介護

支援事業者（法第４６条第１項に規定する指定

居宅介護支援事業者をいう。以下同じ。），他の

指定介護予防支援事業者，介護保険施設   

                    

                    

                    

        ，住民による自発的な活動に
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改 正 後 現 行 

よるサービスを含めた地域における様々な取

組を行う者等との連携に努めなければならな

い。 

第５条・第６条 略 

（内容及び手続の説明及び同意） 

第７条 略 

２ 指定介護予防支援事業者は，指定介護予防支

援の提供の開始に際し，あらかじめ，介護予防

サービス計画が第４条に規定する基本方針及

び利用者の希望に基づき作成されるものであ

り，利用者は複数の指定介護予防サービス事業

者（法第５３条第１項に規定する指定介護予防

サービス事業者をいう。以下同じ。）等を紹介す

るよう求めることができること等につき説明

を行い，理解を得なければならない。 

３ 指定介護予防支援事業者は，指定介護予防支

援の提供の開始に際し，あらかじめ，利用者又

はその家族に対し，利用者について，病院又は

診療所に入院する必要が生じた場合には，担当

職員の氏名及び連絡先を当該病院又は診療所

に伝えるよう求めなければならない。 

４ 略 

５ 略 

６ 第４項第１号の「電子情報処理組織」とは，

指定介護予防支援事業者の使用に係る電子計

算機と，利用申込者又はその家族の使用に係る

電子計算機とを電気通信回線で接続した電子

情報処理組織をいう。 

７ 指定介護予防支援事業者は，第４項の規定に

よるサービスを含めた地域における様々な取

組を行う者等との連携に努めなければならな

い。 

第５条・第６条 略 

（内容及び手続の説明及び同意） 

第７条 略 

２ 指定介護予防支援事業者は，指定介護予防支

援の提供の開始に際し，あらかじめ，介護予防

サービス計画が第４条に規定する基本方針及

び利用者の希望に基づき作成されるものであ

る                   

                    

                    

            こと等につき説明

を行い，理解を得なければならない。 

 

 

 

 

 

 

３ 略 

４ 略 

５ 第３項第１号の「電子情報処理組織」とは，

指定介護予防支援事業者の使用に係る電子計

算機と，利用申込者又はその家族の使用に係る

電子計算機とを電気通信回線で接続した電子

情報処理組織をいう。 

６ 指定介護予防支援事業者は，第３項の規定に
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改 正 後 現 行 

より第１項に規定する重要事項を提供しよう

とするときは，あらかじめ，当該利用申込者又

はその家族に対し，その用いる次に掲げる電磁

的方法の種類及び内容を示し，文書又は電磁的

方法による承諾を得なければならない。 

⑴ 第４項各号に規定する方法のうち指定介

護予防支援事業者が使用するもの 

⑵ 略 

８ 略 

第８条～第１５条 略 

（法定代理受領サービスに係る報告） 

第１６条 指定介護予防支援事業者は，毎月，市

（法第５３条第７項において読み替えて準用

する第４１条第１０項の規定により法第５３

条第６項の規定による審査及び支払に関する

事務を国民健康保険団体連合会（国民健康保険

法（昭和３３年法律第１９２号）第４５条第５

項に規定する国民健康保険団体連合会をいう。

以下同じ。）に委託している場合にあっては，当

該国民健康保険団体連合会）に対し，介護予防

サービス計画において位置付けられている指

定介護予防サービス等のうち法定代理受領サ

ービス（法第５３条第４項の規定により介護予

防サービス費が利用者に代わり当該指定介護

予防サービス事業者に支払われる場合の当該

介護予防サービス費に係る指定介護予防サー

ビスをいう。）として位置付けたものに関する

情報を記載した文書を提出しなければならな

い。 

より第１項に規定する重要事項を提供しよう

とするときは，あらかじめ，当該利用申込者又

はその家族に対し，その用いる次に掲げる電磁

的方法の種類及び内容を示し，文書又は電磁的

方法による承諾を得なければならない。 

⑴ 第３項各号に規定する方法のうち指定介

護予防支援事業者が使用するもの 

⑵ 略 

７ 略 

第８条～第１５条 略 

（法定代理受領サービスに係る報告） 

第１６条 指定介護予防支援事業者は，毎月， 

                    

                    

                    

   国民健康保険団体連合会（国民健康保険

法（昭和３３年法律第１９２号）第４５条第５

項に規定する国民健康保険団体連合会をいう。

以下同じ。）               

             に対し，介護予防

サービス計画において位置付けられている指

定介護予防サービス等のうち法定代理受領サ

ービス（法第５３条第４項の規定により介護予

防サービス費が利用者に代わり当該指定介護

予防サービス事業者に支払われる場合の当該

介護予防サービス費に係る指定介護予防サー

ビスをいう。）として位置付けたものに関する

情報を記載した文書を提出しなければならな

い。 
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改 正 後 現 行 

２ 指定介護予防支援事業者は，介護予防サービ

ス計画に位置付けられている基準該当介護予

防サービスに係る特例介護予防サービス費の

支給に係る事務に必要な情報を記載した文書

を，市（当該事務を国民健康保険団体連合会に

委託している場合にあっては，当該国民健康保

険団体連合会）に対して提出しなければならな

い。 

第１７条～第３１条 略 

 （暴力団員等の排除） 

第３１条の２ 指定介護予防支援事業所の管理

者その他これに準ずる者（いかなる名称を有す

る者であるかを問わず，当該指定介護予防支援

事業所の業務に関し一切の裁判外の行為をす

る権限を有し，又は当該業務を総括する者の権

限を代行することができる地位にある者をい

う。）は，暴力団排除条例第２条第３号に掲げる

暴力団員であってはならない。 

２ 指定介護予防支援事業所は，暴力団排除条例

第２条第４号ア又はイに掲げる者がその事業

活動に支配的な影響力を有するものであって

はならない。 

第３２条 略 

（指定介護予防支援の具体的取扱方針） 

第３３条 指定介護予防支援の方針は，第４条に

規定する基本方針及び前条に規定する基本取

扱方針に基づき，次に掲げるところによるもの

とする。 

⑴～⑻ 略 

２ 指定介護予防支援事業者は，介護予防サービ

ス計画に位置付けられている基準該当介護予

防サービスに係る特例介護予防サービス費の

支給に係る事務に必要な情報を記載した文書

を，国民健康保険団体連合会        

                    

      に対して提出しなければならな

い。 

第１７条～第３１条 略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３２条 略 

（指定介護予防支援の具体的取扱方針） 

第３３条 指定介護予防支援の方針は，第４条に

規定する基本方針及び前条に規定する基本取

扱方針に基づき，次に掲げるところによるもの

とする。 

⑴～⑻ 略 
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改 正 後 現 行 

⑼ 担当職員は，サービス担当者会議（担当職

員が介護予防サービス計画の作成のために，

利用者及びその家族の参加を基本としつつ，

介護予防サービス計画の原案に位置付けた

指定介護予防サービス等の担当者（以下この

条において「担当者」という。）を召集して行

う会議をいう。以下同じ。）の開催により，利

用者の状況等に関する情報を担当者と共有

するとともに，当該介護予防サービス計画の

原案の内容について，担当者から，専門的な

見地からの意見を求めるものとする。ただ

し，やむを得ない理由がある場合について

は，担当者に対する照会等により意見を求め

ることができるものとする。 

⑽～⒁ 略 

⒁の２ 担当職員は，指定介護予防サービス事

業者等から利用者に係る情報の提供を受け

たときその他必要と認めるときは，利用者の

服薬状況，口腔
くう

機能その他の利用者の心身又

は生活の状況に係る情報のうち必要と認め

るものを，利用者の同意を得て主治の医師若

しくは歯科医師又は薬剤師に提供するもの

とする。 

⒂～⒇ 略 

(21) 担当職員は，利用者が介護予防訪問看護，

介護予防通所リハビリテーション等の医療

サービスの利用を希望している場合その他

必要な場合には，利用者の同意を得て主治の

医師又は歯科医師（次号及び第２２号におい

⑼ 担当職員は，サービス担当者会議（担当職

員が介護予防サービス計画の作成のために

                   

介護予防サービス計画の原案に位置付けた

指定介護予防サービス等の担当者（以下この

条において「担当者」という。）を招集して行

う会議をいう。以下同じ。）の開催により，利

用者の状況等に関する情報を担当者と共有

するとともに，当該介護予防サービス計画の

原案の内容について，担当者から，専門的な

見地からの意見を求めるものとする。ただ

し，やむを得ない理由がある場合について

は，担当者に対する照会等により意見を求め

ることができるものとする。 

⑽～⒁ 略 

 

 

 

 

 

 

 

 

⒂～⒇ 略 

(21) 担当職員は，利用者が介護予防訪問看護，

介護予防通所リハビリテーション等の医療

サービスの利用を希望している場合その他

必要な場合には，利用者の同意を得て主治の

医師又は歯科医師（以下         
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改 正 後 現 行 

て「主治の医師等」という。）の意見を求めな

ければならない。 

(21)の２ 前号の場合において，担当職員は，介

護予防サービス計画を作成した際には，当該

介護予防サービス計画を主治の医師等に交

付しなければならない。 

(22)～(28) 略 

第３４条・第３５条 略 

 「主治の医師等」という。）の意見を求めな

ければならない。 

 

 

 

 

(22)～(28) 略 

第３４条・第３５条 略 

備考 改正箇所は下線が引かれた部分である。 

 

    附 則 

  この条例は，平成３０年４月１日から施行する。 
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議案第１４号 

 

富谷市子ども医療費の助成に関する条例及び富谷市母子・父子家庭医療費の助成

に関する条例の一部改正について 

富谷市子ども医療費の助成に関する条例（平成１６年富谷町条例第２０号）及び富谷

市母子・父子家庭医療費の助成に関する条例（平成１６年富谷町条例第２２号）の一部

を別紙のとおり改正する。 

 

 

平成３０年２月２１日提出 

 

富谷市長  若 生  裕 俊 

 

 

提案理由 

 所得税法等の一部を改正する等の法律（平成２９年法律第４号）第１条の規定による

所得税法（昭和４３年法律第３３号）の一部改正に伴い，所要の改正を行うもの。 

 



 

   富谷市子ども医療費の助成に関する条例及び富谷市母子・父子家庭医療費の助成に

関する条例の一部を改正する条例 

 （富谷市子ども医療費の助成に関する条例の一部改正） 

第１条 富谷市子ども医療費の助成に関する条例（平成１６年富谷町条例第２０号）の一

部を次のように改正する。 
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改 正 後 現 行 

第１条～第４条 略 

 （助成の停止） 

第４条の２ 前条第１項の規定に関わらず，子ど

ものうち１０歳に達する日の属する年度の初

日から１８歳に達する日の属する年度の末日

までの間にある者又はその保護者が入院以外

で一部負担金を支払った場合において，当該子

どもの保護者の前年の所得（１月から９月まで

に受診した子どもの保護者にあっては前々年

の所得）が，その者の所得税法（昭和４０年法

律第３３号）に規定する同一生計配偶者及び扶

養親族の有無及び数に応じて規則で定める額

以上であるときは，当該子どもにかかる医療費

の助成を停止する。ただし，市長が特別の事由

があると認めたときは，この限りでない。 

第５条～第１３条 略 

第１条～第４条 略 

 （助成の停止） 

第４条の２ 前条第１項の規定に関わらず，子ど

ものうち１０歳に達する日の属する年度の初

日から１８歳に達する日の属する年度の末日

までの間にある者又はその保護者が入院以外

で一部負担金を支払った場合において，当該子

どもの保護者の前年の所得（１月から９月まで

に受診した子どもの保護者にあっては前々年

の所得）が，その者の所得税法（昭和４０年法

律第３３号）に規定する控除対象配偶者及び扶

養親族の有無及び数に応じて規則で定める額

以上であるときは，当該子どもにかかる医療費

の助成を停止する。ただし，市長が特別の事由

があると認めたときは，この限りでない。 

第５条～第１３条 略 

 備考 改正箇所は下線が引かれた部分である。 

 （富谷市母子・父子家庭医療費の助成に関する条例の一部改正） 

第２条 富谷市母子・父子家庭医療費の助成に関する条例（平成１６年富谷町条例第２２号）

の一部を次のように改正する。 

改 正 後 現 行 

第１条・第２条 略 

 （助成対象者） 

第１条・第２条 略 

 （助成対象者） 



 

 

113 
 

改 正 後 現 行 

第３条 略 

２ 前項の規定にかかわらず，次の各号のいずれ

かに該当する者は，助成対象者としない。 

 ⑴・⑵ 略 

 ⑶ 母子家庭の母又は父子家庭の父の前年（１

月から９月までに医療の給付を受けた場合

にあっては，前々年をいう。以下同じ。）の

所得が，その者が前年１２月３１日において

生計を維持した所得税法（昭和４０年法律第

３３号）に規定する同一生計配偶者及び扶養

親族（以下「扶養親族等」という。）並びに

扶養親族等でない児童の数に応じて，規則で

定める額以上であるときの母子・父子家庭の

母又は父及び児童 

 ⑷ 略 

第４条～第１３条 略 

第３条 略 

２ 前項の規定にかかわらず，次の各号のいずれ

かに該当する者は，助成対象者としない。 

 ⑴・⑵ 略 

 ⑶ 母子家庭の母又は父子家庭の父の前年（１

月から９月までに医療の給付を受けた場合

にあっては，前々年をいう。以下同じ。）の

所得が，その者が前年１２月３１日において

生計を維持した所得税法（昭和４０年法律第

３３号）に規定する控除対象配偶者及び扶養

親族（以下「扶養親族等」という。）並びに

扶養親族等でない児童の数に応じて，規則で

定める額以上であるときの母子・父子家庭の

母又は父及び児童 

 ⑷ 略 

第４条～第１３条 略 

 備考 改正箇所は下線が引かれた部分である。 

 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は，公布の日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 第１条の規定による改正後の富谷市子ども医療費の助成に関する条例第４条の２の規定

及び第２条の規定による改正後の富谷市母子・父子家庭医療費の助成に関する条例第３条

第２項第３号の規定は，平成３１年１０月以後の医療費の助成の制限について適用し，同

年９月以前の医療費の助成の制限については，なお従前の例による。 
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議案第１５号 

 

   とみや放課後児童クラブ条例の一部改正について 

とみや放課後児童クラブ条例（平成２９年富谷市条例第３号）の一部を別紙のとおり

改正する。 

 

 

平成３０年２月２１日提出 

 

富谷市長  若 生  裕 俊 

 

 

提案理由 

 日吉台小学校児童クラブの移転に伴い，所要の改正を行うもの。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

   とみや放課後児童クラブ条例の一部を改正する条例 

とみや放課後児童クラブ条例（平成２９年富谷市条例第３号）の一部を次のように改正

する。 
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改 正 後 現 行 

第１条 略 

 （設置） 

第２条 略 

２ 児童クラブの名称及び位置は，次のとおりと

する。 

名称 位置 

略 略 

略 略 

日吉台小学校 

児童クラブ 
富谷市日吉台一丁目１３番地１ 

略 略 

略 略 

第３条～第１１条 略 

第１条 略 

 （設置） 

第２条 略 

２ 児童クラブの名称及び位置は，次のとおりと

する。 

名称 位置 

略 略 

略 略 

日吉台小学校 

児童クラブ 
富谷市日吉台二丁目２２番地１５ 

略 略 

略 略 

第３条～第１１条 略 

 備考 改正箇所は下線が引かれた部分及び太線の表示部分である。 

 

   附 則 

 この条例は，公布の日から施行する。 
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議案第１６号 

 

富谷市国民健康保険条例の一部改正について 

富谷市国民健康保険条例（昭和３４年富谷町条例第５号）の一部を別紙のとおり改正

する。 

 

 

平成３０年２月２１日提出 

 

富谷市長  若 生  裕 俊 

 

 

提案理由 

 持続可能な医療保険制度を構築するための国民健康保険法等の一部を改正する法律

（平成２７年法律第３１号）第４条の規定による国民健康保険法（昭和３３年法律第１

９２号）の一部改正に伴い，所要の改正を行うもの。 

 



 

   富谷市国民健康保険条例の一部を改正する条例 

富谷市国民健康保険条例（昭和３４年富谷町条例第５号）の一部を次のように改正する。 
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改 正 後 現 行 

目次 

第１章 この市が行う国民健康保険の事務（第

１条） 

第２章～第８章 略 

附則 

第１章 この市が行う国民健康保険の事

   務 

（この市が行う国民健康保険の事務） 

第１条 この市が行う国民健康保険の事務につ

いては法令に定めるもののほか，この条例の定

めるところによる。 

第２章 国民健康保険運営協議会 

 （設置） 

第２条 国民健康保険法（昭和３３年法律第１９

２号）第１１条第２項の規定に基づき，富谷市

国民健康保険運営協議会（以下「協議会」とい

う。）を置く。 

（協議会        の委員の定数） 

第２条の２ 協議会            

       の委員の定数は，次の各号に定

めるところによる。 

⑴～⑷ 略 

（規則への委任） 

第３条 前２条に定めるもののほか，協議会に関

して必要な事項は，規則で定める。 

第４条～第７条 略 

   第５章 保健事業 

目次 

第１章 この市が行う国民健康保険   （第

１条） 

第２章～第８章 略 

附則 

第１章 この市が行う国民健康保険  

     

（この市が行う国民健康保険   ） 

第１条 この市が行う国民健康保険   につ

いては法令に定めるもののほか，この条例の定

めるところによる。 

第２章 国民健康保険運営協議会 

 

 

 

 

 

（国民健康保険運営協議会の委員の定数） 

第２条   国民健康保険運営協議会（以下「協

議会」という。）の委員の定数は，次の各号に定

めるところによる。 

⑴～⑷ 略 

 （規則への委任） 

第３条 前条 に定めるもののほか，協議会に関

して必要な事項は，規則で定める。 

第４条～第７条 略 

   第５章 保健事業 
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改 正 後 現 行 

 （保健事業） 

第８条 この市は，国民健康保険法      

       第７２条の５に規定する特定

健康診査等を行うものとするほか，これらの事

業以外の事業であって，被保険者の健康の保持

増進のために次に掲げる事業を行う。 

⑴～⑷ 略 

第９条～第１６条 略 

 （保健事業） 

第８条 この市は，国民健康保険法（昭和３３年

法律第１９２号）第７２条の５に規定する特定

健康診査等を行うものとするほか，これらの事

業以外の事業であって，被保険者の健康の保持

増進のために次に掲げる事業を行う。 

⑴～⑷ 略 

第９条～第１６条 略 

備考 改正箇所は下線が引かれた部分である。 

 

附 則 

この条例は，平成３０年４月１日から施行する。 
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議案第１７号 

 

富谷市国民健康保険特別会計条例の一部改正について 

富谷市国民健康保険特別会計条例（昭和３９年富谷町条例第９号）の一部を別紙のと

おり改正する。 

 

 

平成３０年２月２１日提出 

 

富谷市長  若 生  裕 俊 

 

 

提案理由 

 持続可能な医療保険制度を構築するための国民健康保険法等の一部を改正する法律

（平成２７年法律第３１号）第４条の規定による国民健康保険法（昭和３３年法律第１

９２号）の一部改正に伴い，所要の改正を行うもの。 

 



 

   富谷市国民健康保険特別会計条例の一部を改正する条例 

富谷市国民健康保険特別会計条例（昭和３９年富谷町条例第９号）の一部を次のように

改正する。 
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改 正 後 現 行 

第１条 略 

（歳入及び歳出） 

第２条 この会計においては，国民健康保険税，

県支出金，繰入金その他の諸収入をもってその

歳入とし，保険給付費，国民健康保険事業費納

付金，保健事業費その他の諸費をもってその歳

出とする。                

              

第３条 略 

第１条 略 

（歳入及び歳出） 

第２条 この会計においては，国民健康保険税，

国庫支出金，一般会計繰入金及びその他諸収入

をもって歳入とし，国民健康保険の事業費（事

業費，保険給付費，保健施設費）借入金の償還

金及び利子，一時借入金の利子，その他の諸支

出金をもってその歳出とする。 

第３条 略 

備考 改正箇所は下線が引かれた部分である。 

 

附 則 

この条例は，平成３０年４月１日から施行する。 
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議案第１８号 

 

富谷市後期高齢者医療に関する条例の一部改正について 

富谷市後期高齢者医療に関する条例（平成２０年富谷町条例第７号）の一部を別紙の

とおり改正する。 

 

 

平成３０年２月２１日提出 

 

富谷市長  若 生  裕 俊 

 

 

提案理由 

 持続可能な医療保険制度を構築するための国民健康保険法等の一部を改正する法律

（平成２７年法律第３１号）第１１条の規定による高齢者の医療の確保に関する法律（昭

和５７年法律第８０号）の一部改正に伴い，所要の改正を行うもの。 



 

   富谷市後期高齢者医療に関する条例の一部を改正する条例 

富谷市後期高齢者医療に関する条例（平成２０年富谷町条例第７号）の一部を次のよう

に改正する。 
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改 正 後 現 行 

第１条・第２条 略 

（保険料を徴収すべき被保険者） 

第３条 市が保険料を徴収する被保険者は，次に

掲げる被保険者とする。 

 ⑴ 略 

⑵ 法第５５条第１項（法第５５条の２第２項

において準用する場合を含む。）の規定の適

用を受ける被保険者であって，病院等（法第

５５条第１項に規定する病院等をいう。以下

同じ。）に入院等（同項に規定する入院等をい

う。以下同じ。）をした際市に住所を有してい

た被保険者 

⑶ 法第５５条第２項第１号（法第５５条の２

第２項において準用する場合を含む。）の規

定の適用を受ける被保険者であって，継続し

て入院等をしている２以上の病院等のうち

最初の病院等に入院等をした際市に住所を

有していた被保険者 

⑷ 法第５５条第２項第２号（法第５５条の２

第２項において準用する場合を含む。）の規

定の適用を受ける被保険者であって，最後に

行った法第５５条第２項第２号に規定する

特定住所変更に係る同号に規定する継続入

院等の際市に住所を有していた被保険者 

 ⑸ 法第５５条の２第１項の規定の適用を受

ける被保険者であって，国民健康保険法（昭

第１条・第２条 略 

（保険料を徴収すべき被保険者） 

第３条 市が保険料を徴収する被保険者は，次に

掲げる被保険者とする。 

 ⑴ 略 

 ⑵ 法第５５条第１項          

              の規定の適

用を受ける被保険者であって，病院等（同項

      に規定する病院等をいう。以下

同じ。）に入院等（同項に規定する入院等をい

う。以下同じ。）をした際市に住所を有してい

た被保険者 

⑶ 法第５５条第２項第１号       

                 の規

定の適用を受ける被保険者であって，継続し

て入院等をしている２以上の病院等のうち

最初の病院等に入院等をした際市に住所を

有していた被保険者 

⑷ 法第５５条第２項第２号       

                 の規

定の適用を受ける被保険者であって，最後に

行った同号         に規定する

特定住所変更に係る同号に規定する継続入

院等の際市に住所を有していた被保険者 
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改 正 後 現 行 

和３３年法律第１９２号）第１１６条の２第

１項及び第２項の規定の適用を受け，これら

の規定により市に住所を有するものとみな

された国民健康保険の被保険者であった被

保険者  

第４条～第１０条 略 

                   

                   

                   

                   

    

第４条～第１０条 略 

備考 改正箇所は下線が引かれた部分である。 

 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は，平成３０年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例による改正後の富谷市後期高齢者医療に関する条例第３条の規定は，施行日以

後に同条第５号に該当するに至ったことにより被保険者となる者について適用し，施行日

前に被保険者となった者については，なお従前の例による。 
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議案第１９号 

 

富谷市都市公園条例の一部改正について 

富谷市都市公園条例（昭和５２年富谷町条例第２３号）の一部を別紙のとおり改正す

る。 

 

 

平成３０年２月２１日提出 

 

富谷市長  若 生  裕 俊 

 

 

提案理由 

 都市緑地法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係政令の整備等に関する政令（平

成２９年政令第１５６号）第２条の規定による都市公園法施行令（昭和３１年政令第２

９０号）の一部改正に伴い，所要の改正を行うもの。 



 

   富谷市都市公園条例の一部を改正する条例 

 富谷市都市公園条例（昭和５２年富谷町条例第２３号）の一部を次のように改正する。 
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改 正 後 現 行 

第１条～第２条の４ 略 

 （公園施設の敷地面積の制限） 

第２条の５ 政令第８条第１項の条例で定める

割合は，１００分の５０とする。 

第２条の６ 略 

第２条の７ 略 

第２条の８ 略 

第２条の９ 略 

第２条の１０ 略 

第２条の１１ 略 

第２条の１２ 略 

第２条の１３ 略 

第２条の１４ 略 

第２条の１５ 略 

第２条の１６ 略 

第２条の１７ 略 

第２条の１８ 略 

第３条～第１９条 略 

第１条～第２条の４ 略 

 

 

 

第２条の５ 略 

第２条の６ 略 

第２条の７ 略 

第２条の８ 略 

第２条の９ 略 

第２条の１０ 略 

第２条の１１ 略 

第２条の１２ 略 

第２条の１３ 略 

第２条の１４ 略 

第２条の１５ 略 

第２条の１６ 略 

第２条の１７ 略 

第３条～第１９条 略 

 備考 改正箇所は下線が引かれた部分である。 

 

   附 則 

 この条例は，公布の日から施行する。 
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議案第３１号 

 

平成２８年度（仮称）富谷まちづくり産業交流プラザ整備工事（繰越）請負契約の変

更について 

 平成２９年６月１４日議会の議決を得て請負契約を締結した平成２８年度（仮称）富谷ま

ちづくり産業交流プラザ整備工事（繰越）請負契約について，下記のとおり請負契約を変更

するため，地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第５号の規定により，議

会の議決を求める。 

記 

 １ 契約の目的    平成２８年度（仮称）富谷まちづくり産業交流プラザ整備工事

（繰越） 

  

２ 契約の方法    一般競争入札 

 

 ３ 契 約 金 額    変更前 一金３５２，１３４，０００円也 

             変更後 一金３５８，５９２，４００円也 

 

 ４ 契約の相手方    仙台市青葉区中央三丁目１０番１９号 

東鉄工業株式会社 東北支店 

執行役員支店長  神 戸  成 之 

 

 

平成３０年２月２１日提出 

 

富谷市長  若 生  裕 俊 
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議案第３２号 

 

   富谷市道路線の廃止について 

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１０条第３項の規定により，市道路線を別紙

のとおり廃止する。 

 

 

  平成３０年２月２１日提出 

 

富谷市長  若 生  裕 俊 

 

 

提案理由 

 市道日渡線及び市道湯船沢線の起点位置の変更に伴い，市道路線の廃止を行うもの。
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別紙 

路線 

番号 
路 線 名 

起     点 
重要な経過地 

終     点 

２８ 日渡線 
富谷市富谷一枚沖８２番１地先 

 
富谷市富谷日渡３番１地先 

 

５３７ 

 

湯船沢線 
富谷市富谷湯船沢９７番２地先  

富谷市富谷湯船沢５１番７地先 
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議案第３３号 

 

   富谷市道路線の認定について 

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第８条第２項の規定により，市道路線を別紙の

とおり認定する。 

 

 

  平成３０年２月２１日提出 

 

富谷市長  若 生  裕 俊 

 

 

提案理由 

市道日渡線及び市道湯船沢線の起点位置の変更に伴い，市道路線の認定を行うもの。 
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別紙 

路線 

番号 
路 線 名 

起     点 
重要な経過地 

終     点 

２８ 日渡線 
富谷市富谷一枚沖１０２番地先 

 
富谷市富谷日渡３番１地先 

５３７ 湯船沢線 
富谷市富谷湯船沢１番３地先 

 
富谷市富谷湯船沢５１番７地先 
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議案第３４号 

 

吉田川流域溜池大和町外３市３ケ町村組合規約の変更に係る協議について 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２８６条第２項の規定により，大和町役場

の所在地変更に伴い吉田川流域溜池大和町外３市３ケ町村組合規約を別紙のとおり変更

することについて協議するため，同法第２９０条の規定により議会の議決を求める。 

 

 

平成３０年２月２１日提出 

 

富谷市長  若 生  裕 俊     

 

 

提案理由 

 大和町役場の所在地変更に伴い吉田川流域溜池大和町外３市３ケ町村組合規約を変更

することにつき，協議するもの。 
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吉田川流域溜池大和町外３市３ケ町村組合規約の一部を変更する規約 

吉田川流域溜池大和町外３市３ケ町村組合規約の一部を次のように変更する。 

第４条中「黒川郡大和町吉岡字西桧木１番地の１」を「黒川郡大和町吉岡まほろば一

丁目１番地の１」に改める。 

 

   附 則 

この規約は，関係地方公共団体の協議の整った日から施行する。 

 



 

   吉田川流域溜池大和町外３市３ケ町村組合規約の一部を変更する規約新旧対照表 
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改 正 後 現 行 

第１条～第３条 略 

（事務所の位置） 

第４条 組合の事務所は，黒川郡大和町吉岡まほ

ろば一丁目１番地の１ 大和町役場内に置く。 

第５条～第１２条 略 

第１条～第３条 略 

（事務所の位置） 

第４条 組合の事務所は，黒川郡大和町吉岡字西

桧木１番地の１    大和町役場内に置く。 

第５条～第１２条 略 

 備考 改正箇所は下線が引かれた部分である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


